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は　し　が　き

　現在のわが国は，グローバル化と急激な少子・高齢化により多くの構造的な問題を

抱え，更に昨年からの世界的な経済危機により，その問題はより鮮明かつ厳しいもの

となってきました。その中でも，新たな成長戦略の構築，社会保障の持続性の確保，

膨大な財政赤字の抑制等は焦眉の課題であり，早急に対処していく必要があります。

　税制は，これ等諸問題に対応する重要な政策手段であり，その抜本的な改革が叫ば

れて久しいと思います。その中でも，地方税制の改革は地域財政の維持，地域の活性

化，ひいては地方分権のあり方に繋がる，重要な取り組みです。

　このような認識の下，当協会では，あるべき地方税の研究を目的として，関西地区

の研究者，民間企業の会員の方を中心に地方税研究会を設置し，本年 1 月より 8 月ま

で毎月 1 ～ 2 回，合計10回の研究会を重ね，各研究会での報告を「租税研究」に発表

してまいりました。

　当出版物は，これまでの研究会での発表内容を掲載したものであり，読者の方が地

方税の実態，課題を認識し，その改善策を考える上で，非常に多くの示唆が含まれて

おります。

　多くの方にお読みいただき，今後の地方税制改革に向けて共に考え，わが国の税制

の改革に繋がることを期待しております。

　最後に，研究会を熱心にリードしたいただいた座長の林先生，最新の研究をご発表

いただいた各委員の先生方に心よりお礼を申し上げます。

	 平成22年 2 月吉日

社団法人　日本租税研究協会
専務理事　秦　邦昭
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◆ はじめに

　わが国は GDP の 2 倍近い公的債務を抱えて
おり，アメリカの金融不安以降の世界的不況を
背景とした経済の悪化，それにともなう税収減
と，財政はきわめて厳しい環境に直面している。
このような状況の下で2009年の総選挙の結果を
受けて政権交代が起き，様々な新しい指針が検
討されているが，従来からの政策課題は依然と
した残されたままである。
　その一つが地方分権あるいは地域主権の確立
である。2009年に誕生した新政権では，国と地
方の協議機関の設置がうたわれているが，その
実効性についてはまだ明らかになっていない。
一方，財政運営の裏付けとなる税制の抜本的改
革も大きな政策課題であり，税体系，そして全
体としての負担水準のあり方について検討しな
ければならない。
　2009年度に，日本租税研究協会は関西の研究
者と企業会員を中心としたメンバーで，地方分
権，そして税制論を包括した研究を進めるため
に「地方税研究会」を設置し，10回に及ぶ研究
会を実施した。本報告書は，研究会において報
告された内容をとりまとめたものである。各報
告の概要は以下の通りである。
　①「抜本的税制改革と地方税」（林）では，
各報告で取り上げられた個別税制の課題を整理
するとともに，都道府県と市町村の税源配分を
明確にする地方税制の再構築の試案を提示して
いる。
　②「地方自治と税制」（山田）では，地方分
権が求められている今日，実際に存在する地方
税収の地域間較差その調整のための財政調整の
必要性を認めたうえで地方自治との関連につい
て検討する。
　③「課税自主権と法定外税・超過課税の現
状・課題」（前田）では，2000年の地方分権一

括法によって創設が認められた法定外普通税を
めぐる議論の紹介を中心にして課税自主権を検
討する。
　④「租税支出について」（日高）と⑤「アメ
リカ連邦政府と地方政府における租税支出レ
ポートの実体」（上村）は，税の減免によって
生じる減収額（租税支出）を取り扱っている。
④では，オーストラリアで公表されている租税
支出に関するデータを紹介するとともに日本に
おける推計結果を示す。
　⑤ではアメリカの州，地方が公表している租
税支出のデータを紹介する。現在，日本では外
国で行われているような公的な租税支出の公表
は行われていない。地方税に関しては，国の
ルールによるものと地方が独自に設定している
ものがあり，その分析は地方税の自主性や独立
性の検証にもつながるものと考えられる。
　⑥「個人住民税の課税ベース拡大による地方
税改革」（八塩）は，三位一体改革によって所
得割住民税が比例税化されたものの，課税最低
限の存在が課税ベースを大きく縮小させている
ことを指摘する。そして，所得控除を廃止して
比例税率を適用し，税額控除制度の活用によっ
て調整することを提案する。
　⑦「地方法人 2 税の創設から最近の課題ま
で」（戸谷）は，シャウプ勧告からの法人 2 税
創設の経緯と，その後最近までの議論を整理し，
今後のあり方についての検討材料を提供する。
　⑧「地方消費税の今後について」（玉岡）で
は，付加価値税である消費税の特性を考慮しつ
つ，複数税率や地域ごとの税率設定の可能性を
探る。
　⑨「国定資産税（償却資産）の現状と課題」

（前田）は，政令指定都市の状況を示しながら
国定資産税の状況を解説する。また，産業界か
ら見直しの意見が強い償却資産に対する課税に
ついて，その経緯や課題について検討している。
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多くの税制で構成されています。この研究会で
は，各委員に順番にご報告いただきましたので，
本日は個別税制が抱える課題，或いは今後研究
テーマになりうるようなことを考えてみました。
これから順に地方税のうち，主要な税金につい
てお話させていただきます。まず，個人住民税
についての議論です。
　これについては，従来から比例税化した方が
よいという主張がありました。今回三位一体改
革の一環として，所得税から住民税への税源移
譲の中で実現しました。都道府県と市町村を合
わせて10％という比例税化で一段落したという
のが今の状況です。所得割住民税を累進課税で
はなく比例税が望ましいとする根拠としては大
きく 3 つあげることができます。
　第 1 は，税収の地域間での偏在の問題です。
経済活動の成果である所得の水準に地域間で差
が生じるのはある意味当然です。しかし，その
所得に累進的な税負担を求めると，所得の格差
以上に税収の格差は拡大します。
　第 2 に税収の安定性です。累進的な税制は所
得の増加率よりも高い割合で税収増をもたらし
ます。所得が減少する時も同じです。つまり，
所得の変動以上に税収は変動し，安定的な地方
税収の確保に反します。
　そして第 3 が税制の再分配効果に関する論点
です。財政の機能としての所得再分配は全国的
な規模で展開する必要があり，課税によって所
得分配の不平等度を縮小するという意味での再

　　はしがき　　本稿は，平成21年 8 月19日開
催の地方税研究会における，関西大学経済学部
教授 林 宏昭氏の『抜本的税制改革と地方税
制』と題する講演内容をとりまとめたものであ
る。

はじめに

　今年度前半の地方税関係でのご報告を踏まえ
て，個々の地方税について考えなければいけな
いこと，それから地方税制全体として考えなけ
ればいけないこと，それから前回山田先生の方
から「地方自治」というお話がありましたが，
地方自治や地方分権というような絡みで地方税
をどう考えるかということを中心にお話致しま
す。
　それから地方財政全体として見る場合，地方
税を考えるときには財政調整というのも当然絡
んできます。地方税は地方の歳入の中心ですが，
地域間の再分配ということも踏まえて，どうい
う形の財政調整が望ましいのかということも議
論の対象になるかということで加えています。

1．個別税制が抱える課題

⑴  個人住民税
　この研究会の報告で何度か資料に出てきまし
たが，地方税体系は細かいものも含めて非常に

抜本的税制改革と
地方税制

関西大学経済学部教授 林　宏昭
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勤労所得だけ見て税額控除をするのかという話
が当然出てきます。そうすると，もし実施する
とすれば何らかの形で申請が必要で，申請する
場合には所得を全部合算してということになら
ざるを得ないだろうと思います。
　続いて，住民税課税の実務面での課題です。
住民税は前年課税で，前年の所得が全部出そ
ろったところで翌年度に課税するという形が取
られています。そのために，給与所得者の場合，
退職した後に前年の所得に対する納税が求めら
れます。また前年の賞与を含む所得に対する課
税負担が賞与を除く給与から源泉徴収されるた
めに，毎月の税額が所得税に比べて大きくなる
ことがあります。このような住民税も現年課税
ができるのではないかという議論は以前から行
われていますが，同じ住所の人で世帯主の扶養
控除が外れるなどというようなことは，所得税
の方の所得が確定して初めて住民税の方でわか
るということになっています。その意味では所
得の方が確定した後にせざるを得ないというと
ころがあって，これを踏まえながら課税のタイ
ミングというのはどちらが望ましいのだろうと
いうような議論があろうかと思います。技術的
なことも含めて今後検討していく必要がありま
す。

⑵  固定資産税
　基幹的な税金ということでいうと， 2 つ目が
市町村の固定資産税です。これも長く議論され
ていますが，バブルのころに固定資産税が安す
ぎるという議論があって，地価に対する税負担
率がこんなに低い国はないと批判されました。
保有課税の税率が低すぎるからバブルが発生す
るという主張もありました。当時私自身は，地
価に対する負担率が非常に低くなっているのは，
税額が低いからではなくて分母の土地の方が大
きくなったという側面が大きいと考えています。
　固定資産税に関してはバブルの後，土地の評
価率を地価の 7 割にするということで，1994
（平成 6 ）年度の評価替えから公示価格の 7 掛

分配効果を発揮する累進課税は国税で行えばよ
く，地方税にはその必要性は弱いということで
す。
　ただ，税率につきましては地方の合計で10％
ということになっているので，未来永劫10％で
よいのかということ，或いは地域ごとに税率ど
のようにすればよいのかといった問題が残され
ています。現在は前にもお話が出ていたかと思
いますが，所得割での超過課税は神奈川県と財
政再建団体の夕張市が行っています。森林保護
等の目的で均等割の超過課税とかいうのはあり
ますが。例外はありますが，基本には10％，或
いは減税しようかという話も出ているような中
で，税率水準はどうするのかというところが今
後の課題になってきます。これも例えばもっと
地域間でバラエティがあった方がよいのか，こ
れは基幹税だから一定でよいのかというような
ことを検討していって何かの方向性を導き出す
必要性があるでしょう。
　それからもう 1 つは，これは八塩先生の方か
らお話がありましたが，給付付きということも
含めて税額控除をどうするかということ。現在
議論が出ているところでいうと所得税です。多
分実質的にそうなるのだろうと思うのですが，
低所得者対策というようなことになってくると，
或いは消費税の還付であっても，それを実施す
るためには世帯単位の所得捕捉を伴わないと制
度自体が不公平なものになってしまいます。例
えば高所得者と結婚しているあるいは高所得者
である親と同居しているワーキングプアーの人
に給付するのかという話です。そうすると規模
はどうするかということは別にして，今の枠組
みの中で実施しようとすれば，地方団体がかか
わらざるをえない。同じ住所の人の所得を税務
署で名寄せして，この世帯は所得が低いから給
付というのは現状では不可能で，その意味では
実務的には地方の負担になります。
　また，給付つき税額控除には包括所得税の議
論が不可欠になると思います。勤労所得は低い
けれども資産家という場合に，給与やいわゆる
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かよくわからなくなってしまっています。評価
に対して調整がかかって課税標準となり，それ
に税率が適用されているわけですが，せめてこ
の流れがもう少しわかりやすくなるようにしな
いといけないのではないかとは思っています。
　ただ，今の枠組みを前提とすればということ
なのですが，評価は地価に完全に連動させて税
率で調整をして，実際に払う税負担が前年とあ
まり変わらないようにしていくとか急激に増え
ないようにするという方式を取り入れた場合に，
地方交付税，先ほど財政調整というように言い
ましたが，そこのところをどうするのかが問題
になります。税率を引き下げると交付税が増え
るような仕組みでは当然駄目でしょうから。そ
うすると今は交付税の方は標準税率でやってい
ますが，その標準税率という概念がなくなった
ときにどうするのかは大きな課題です。標準税
収みたいなことになるのかどうかちょっとわか
らないのですが，その辺も問題になってくると
思います。
　それから，これは前田先生の方からご報告の
あったところで，償却資産の固定資産税です。
これは当然実業界あるいは経済界としては償却
資産にそもそもなぜ税金をかけるのかというこ
とが当然議論になります。ただ，これは償却資
産があるから担税力があるというよりも，地域
で経済活動している人に対して税金を分けると
きの基準の 1 つに償却資産があるということだ
と思います。その分けるときに償却資産を外し
たベースでよいのか，償却資産も入れておかな
ければいけないのかというのは 1 つの議論にな
るところだと思います。それは建物も同じこと
でして，建物を使って生活しているのだから，
このエリアの必要な税収というのを一部払って
くださいということで，建物の価額に応じて税
負担が発生する。
　現在，固定資産の税収は土地，家屋，償却資
産で大体 4 ： 4 ： 2 ぐらいです。いつも土地が
問題としてクローズアップされますが，固定資
産税は税収的にはそれほど土地は大きくないの

けで評価することになっています。実務的な評
価のタイミングとしては当然 1 月 1 日の地価に
対して 1 月 1 日の評価というのはできないわけ
ですから，かつては前々年の 7 月の基準地価で
評価をしていました。それに基づく課税は 1 年
半後ですから，土地が右肩上がりだったときに
はその間に地価は上がっていくということにな
ります。そこで，評価替えと時点を合わせて，
公示価格に基づいて算出されている国民経済計
算の土地資産額との比率を求めることで実態と
しての評価率を求めてみました。バブル期まで
は全国的に30～40％でしたがバブル期にはこれ
が大きく低下し，10％台になっていた地域もあ
ります。それが平成 6 年（1994年）の評価替え
のときは，バブルが崩壊して地価が下がってき
ていますので80％や90％台というところも出て
きています。それ以降，私も特に最近やってお
りませんので，検証しておく必要があると思っ
ています。
　バブルのときに地価が上がったので，それに
対応して何かしなければということで評価を引
き上げたのですが，その後地価は暴落するわけ
です。地価が急激に上がったときに，それに連
動して税負担を上げるというわけにはいきませ
ん。例えば地価が倍になったからといって税負
担を倍にするわけではないので，当然何らかの
負担調整の必要が生じます。 1 つは，税率で調
整すればよいという議論があります。評価が幾
ら上がっても，そんなにお金は要らないのだか
ら税率で調整すればよいという考え方が 1 つ。
それから評価の方を触るというやり方。評価の
方を触るといっても，評価は地価に連動して決
まってくるので，課税標準の段階で調整をかけ
るというやり方があります。今はそれです。
　このように評価の在り方と税率をどうするの
かということが固定資産税，特に土地に関して
は非常に大きな問題だと思います。現状では，
地価が上下に変動する中で，負担調整が実施さ
れていることで，納税者にとって所有する土地
の評価と固定資産税の関係がどうなっているの
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いという話も言われてしまいました。普通に考
えれば消費税は付加価値税で，どこで買ったも
のであろうと，その生産，流通過程ではいくつ
もの地域を経てきているので，税率に違いを設
けることは簡単にできないことは確かですが，
これについては税収の帰属をどう考えるかに
よって調整することも考えられるのではないか
と思います。
　消費税を地域によって異なるものにするには
さまざまな仕組みが考えられます。一例が，事
業者に対する課税と非課税，購入者に対する課
税と非課税です。これは課税と非課税ですから
複数税率の一番極端なケースです。地方消費税
ですから，税率を変えるというのは，購入者に
対する課税の段階で税率を変える，或いは税率
を下げる，あるいはゼロにするというのが一つ
の考え方でしょう。例えば奈良県での購入には
かからないけれども，大阪府での購入にはかか
るというのが地方消費税の地域による税率の差
の形です。もう 1 つは，消費税の計算方法を考
えると，事業者ごとに売上に対する税額から仕
入れに対する税額を引いて納税するわけですか
ら，このエリアの事業者に対する税率は低いで
すよとか，或いはゼロですよ，というような形
の地域間の違いというのも理屈の上ではあり得
るのだろうと思います。実際に導入するのであ
れば，それが結構簡単です。大阪府下の事業者
は税額を計算するときに 5 ％ではなくて 3 ％で
いいですよというやり方です。ただ，そうする
と税収の帰属が合理的なものではなくなってし
まいます。つまり負担者と，どこに税金が入る
かというのがかなりあいまいになってしまいま
す。
　課税されている地域では，消費税が課されな
い地域からの仕入は輸入と同じように扱われる
ことになりますから，結局，課税事業者の付加
価値に加えられ，課税地域での購入の場合は，
負担額は変わらないということになります。課
税のない地域の事業者の税が一部なくなります
が，それ以外は他地域での税収になります。ま

です。それには土地に関しては先ほど申し上げ
た評価から課税標準を求める過程で調整がか
かっているのと同時に，小規模宅地が今200平
方メートル以下だと 1 / 6 にするというような
軽減策が講じられていることにも要因がありま
す。これも結局，平成 6 年に評価を引き上げた
ときに，企業はそれで結構負担が増えたでしょ
うけれども，特に家計で税負担が急に増えない
ようにという配慮から，従来 1 / 4 軽課だった
ものを 1 / 6 に拡大しました。これもいずれま
た 1 / 4 に戻すというような，そのときはそん
な雰囲気だったのだと思っていたのですが，結
局， 1 / 6 のままになっています。
　負担配分という視点からすると，所有する土
地の評価の高い納税者ほど大きく軽減されてい
るわけで，これは本当にいいのかという疑問は
生じます。その意味では，固定資産税の中のウ
エイトが 4 ： 4 ： 2 でよいのか，もう少し土地
にきちんとウエイトを置いた形のものでよいの
ではないかと私自身は思っています。固定資産
税を議論するのであれば，税率の調整の仕方や
評価の仕方，或いは土地とほかの資産のバラン
スの在り方など，いろいろな切り口が出てくる
と思っています。
　不動産に対する課税には固定資産税だけでは
なく，都市計画税も問題になります。近年，町
村合併が進んでいますが，それによって市にな
る，あるいは市に組み込まれた途端に都市計画
税が発生するとか，土地課税に関しては，そう
いう問題も今出てきているようです。地方税の
資産課税を取り上げるのであれば，当然都市計
画税の方も議論に入れていかないといけないこ
とだと思います。

⑶  地方消費税
　地方消費税については玉岡先生の方から議論
をしていただきました。これはいろいろ議論に
なるところで，先日あるところで，地方消費税
は付加価値税だから仮に道州制になっても地域
ごとに税率を変えるなどというのは考えられな
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ではそうなりますが，まだよくわからない。消
費税に関しては福祉目的税化みたいな話もあり
ますので，その中で地方消費税をどう位置づけ
るかは 1 つの検討材料だと考えています。

⑷  事業税・法人住民税
　これは戸谷先生から報告してもらいました法
人二税の議論です。
　事業税に関して言うと，2004年に一応事業活
動価値（所得型付加価値）と資本金という外形
標準が導入されました。しかし，そのウエイト
は必ずしも大きくなく，小規模の法人は適用外
になっています。これで外形標準化の議論は終
わったということでよいのかどうかというとこ
ろは詰めていかないといけないと思います。
　従来からの外形標準課税の議論では，景気が
良くなると特に大企業の方は法人所得が大きい
く，利潤をベースにする事業税負担が拡大しま
す。一方で，中小の赤字法人は払っていないで
はないかということで，外形標準課税の議論が
盛り上がります。こちらは盛り上がるのですが，
都道府県サイドからすると税収が法人所得の拡
大に応じて膨らんでいるので，外形標準課税と
いうことを言わなくなる。逆に，景気が悪く
なって落ち込むと，所得がゼロでも税収が入る
ような外形標準課税がよいという議論が今度は
集める側から出てきます。しかし，景気が悪く
なると大企業も赤字になって税負担が少なく
なっていますから，景気が悪い時期は企業の方
からは外形標準課税の議論はあまり盛り上がら
なくなる。私はこのような印象を持っていまし
た。本格的な外形標準課税導入のタイミングに
ついて，集める側と納める側で勢いが一致しな
いという印象を持っていましたが，これは今で
もそうなのかどうか。
　外形標準の導入にさいしては，特に資本金 1
億円以上の法人に適用されるということから，
資本金 1 億円の会社が資本金，9,900万円に減
らすということも起きたということです。租税
原則の 1 つである中立性を考慮するとこれは望

た，消費税のない地域での消費でもそれ以外の
地域で課された税の負担は負うことになってし
まいます。

 このように考えると問題は非常に大きいわ
けですが，付加価値税ですから， 1 つの発想と
しては，各事業者の付加価値に対する税率を，
うちの県は低いですよというのも，発想として
はありかなと思います。ただ，地方消費税です
から消費に応じた税金なので，消費者の負担と
しての税率を違えるべきだということであれば，
小売段階の税率を変えるか，或いは特別に小売
段階で，「うちの県は消費税の納税義務者であ
る小売事業者は何％上乗せしてください」とい
う形が予想されます。ただし，現在の清算方式
にそれをどうのように関係づけていくかが難し
くなるかと思います。
　それから徴税体制についても検討していく必
要があります。今は税務署が消費税と一緒に集
めて，とりあえず所在の都道府県に納めて後で
清算ということですが，これはいつまでもそれ
でよいのか。特に道州制をにらんだときに，税
務署の代わりに道州が徴税事務を担うというこ
とでもよいのではないかと考えられます。「別
に都道府県が税金を集めているからといって，
必ずしも分権とは結びつかないのではないか」
という議論もあるかとは思いますが，消費税に
関しては，例えば税務署の代わりに全部県税事
務所か府税事務所が徴収事務に当たるというこ
ともできるのではないのかと思っているのです。
現在の徴税の仕組みのもとで，納税者は府県の
税務事務所と税務署を意識されているのかどう
かというのを教えていただきたいなと思ってい
ます。
　消費税に関しては，その税率の引き上げに関
連して，地方消費税の関係が問題となります。
これは消費税をどうするのかという非常に大き
な話になってしまいます。今の仕組みのままで
消費税が全体で10％になるのなら，地方消費税
は 2 ％になるのかということになります。しか
し，これは今の地方消費税法と地方税法のもと
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として設定された根拠は，企業活動において行
政サービスからの受益があることに求められま
す。そして，その場合の負担配分は受益の大き
さに応じたものとすることが望ましいと考える
のが応益原則です。企業の場合，この受益の大
きさを何で測るのかということが問題になりま
す。
　景気が良いときでも赤字法人は負担していな
いという議論は，赤字法人は受益しているのに
払っていないから良くないというのが 1 つ，そ
れと，では赤字法人も含めて受益に応じた負担
を求めるためには何を課税ベースにしたらよい
のかと考えたときに，付加価値や資本，あるい
は売上げ等いろいろあると思います。
　次に，ここ 2 ～ 3 年，消費税と事業税の税源
交換論があります。これは皆さんご案内のとお
りですが，地方消費税を増やして，それに見合
う分，事業税の一部を国税に戻すということで
す。この議論からスタートして，今は地方特別
法人税ということで，事業税の 2 分の 1 を国が
まとめて集めて地方に配分する形がとられてい
ます。その配分に際しては，人口や就業者とい
う今の形で本当によいのかは検討の余地が大き
いと思います。企業が活動しているからという
ことで集めたものを人口と従業者数に基づいて
配分するのが望ましいことかどうか。たとえば
1 人当たり同額の配分は地方消費税よりも地域
間で平準化します。極論すれば， 1 人当たりの
税収額を平準化することを目的とするならば，
地方消費税に限らず事業税を集めて人口割りで
配分すれば良いということになります。ただし
これで企業課税の筋が通るのかという点に問題
は残ります。現状は消費税の抜本的な見直しま
での一時的な税制みたいな位置付けもされてい
ますが，地方による企業課税のあり方は今後も
議論が必要です。
　それから企業課税を考えるときに，償却資産
に対する固定資産税や，規模は小さいですが事
業所税といった税制が問題になります。事業所
税は新設の分はなくなりましたが，床面積や従

ましくないので，何らかの形でもっと広く取り
入れる方がいいのだろうとは思いますが，では
どの程度というのはなかなか難しい話です。
　地方税をどのように負担配分するのが望まし
いかを考えるならば，個人が多くを負担すべき
とする考え方があります。しかし，私は，生産
活動に応じた税金というのは必要と考えていま
す。外形標準での課税ベースはある程度どの地
域にも普遍的に存在します。ただ，だからと
言って，そこにかけておけばいいということに
はなりません。行政需要の多くは個人（家計）
からその必要性が主張されるもので，個人は投
票行動を取ります。一方，企業は投票権はない
ので，投票権のないところに課税して財源調達
をするというのは，これは明らかに地方の財政
運営上受益と負担の関係から見て好ましくない
と思います。
　それから企業課税を考えるときに地域偏在と
いう議論が大切です。この偏在を見るときには，
一般的に人口 1 人当たり額でとらえて，そのば
らつきを見るという手法が取られます。私自身
は特に企業課税を考えるときに，地域間の偏在
を人口 1 人当たりで見る必要はあるのかという
ことには疑問を持っています。応益性という観
点から議論をするのであれば，高所得者の人が
たくさん住んでいるところが企業の受益が大き
いということにはならないわけです。したがっ
て， 1 人当たりの税収を基準にした偏在性の議
論は企業課税には当てはまらないのではないか
と考えています。
　ここで少し応益性について考えてみたいと思
います。地方税の議論においては，応益性とい
う原則が重視されています。この応益性という
のは，課税の根拠という側面と，負担配分のあ
り方という側面の 2 つがあります。課税の根拠
としては「義務説」と「受益説」があり，それ
ぞれ，社会の構成員として税は義務と考えるの
か，政府サービスから何らかの受益をするので
あるからその対価として税を負担すべきと考え
るのかによって区分されます。事業税が地方税
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総務省の資料で連邦制の国では地方税と州税が
別々になっています。地方税と州税を合計して
国税と州・地方税ということで見た方が日本の
イメージには合いやすいですが，今回合算でき
ていません。
　国民所得に対する負担率，また，それぞれの
国民所得に対する負担率を100として，地方税
の割合，州税の割合というように分けてありま
す。日本では，国税と地方税の割合を 5 ： 5 に
することが 1 つの目標とされることが多いので
すが，州税を地方税に加えると，カナダが大体
5 ： 5 です。ドイツが州も入れると州・地方の
方が連邦よりも大きい。スウェーデンは地方税
の割合が42で日本は43です。分権の議論の中で
地方税の拡充が主張されるのですが，日本は国
際的に見て地方税の割合が特に小さいわけでは
ないということがわかります。
　次に，地方税の課税ベース，これは所得・消
費・資産等というような通常の区分ですが，そ
れぞれの国ごとに特徴があります。例えばアメ
リカの州税であれば売上税が多く，地方では財

業者割は残されています。その意味では，もと
もと企業に対する外形標準課税は行われていま
す。企業活動に対して外形標準課税をするとい
うときに，もう少し総合的に事業税，法人住民
税，償却資産に対する固定資産税，事業所税を
総合的にとらえる必要があると思います。特に
償却資産の税金というのは，明らかに資本集約
的な産業に負担が大きくなっていますから，外
形標準のうち資本金割とも合わせて総合的にと
らえて議論する必要があるのではないかなと思
います。ただ，もちろん制度改正のときに抜本
的に全部なくして白紙から出発するということ
はできないので，それぞれの個々の税金につい
ての議論も大切です。

2．国民負担と課税ベースの選択

⑴  各国の地方税の状況
　税制改革の議論では，よく，人・モノ・金と
か，資産・所得・消費のバランスということを
言います。表 1 はOECDのものですが，これは

国名 地方税の割合 州税の割合 　地方税の課税ベース（構成比）　州税の課税ベース（構成比）
所得 消費 資産等 所得 消費 資産等

日本（2007年度） 24.8 43.3 55.5 17.7 26.8
アメリカ 26.1 18.1 26.1 6.0 22.6 71.4 42.1 55.6 2.3
イギリス 38.5 5.6 0.0 0.0 100.0
ドイツ 29.1 13.4 36.0 79.5 5.1 15.3 52.0 42.5 5.4
フランス 37.8 18.2 0.0 16.5 83.5
カナダ 38.3 9.9 42.1 0.0 2.0 98.0 48.9 40.0 11.1
スウェーデン 49.0 42.8 100.0 0.0 0.0
オーストラリア 44.1 2.9 28.1 0.0 0.0 100.0 0.0 61.9 38.1
出所）　総務省、OECD（Revenue Statistics 1965-2007 ）
備考）１．外国は2006年。
　　　　２．フランスの州税は、OECDの統計上、地方税に含まれる。

国民所得に
対する税負

表１ 各国の地方税の状況
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ぞれに課税ベースのバランスが取れているので
すが，再分配後は，基本的には個人の住民税と，
土地および家屋に対する固定資産税は市町村
（基礎的自治体）の税源としています。消費税，
それから所得型付加価値税と書いていますが，
企業課税を所得型付加価値税として一括りにし
ています。つまり，現行の事業税，法人住民税，
そして償却資産に対する固定資産税，そして事
業所税を，所得型付加価値の何％という形で総
合することをイメージしています。もちろん企
業課税全体の税収を固定するのか，また，この
付加価値以外の課税ベースはなくてよいかと
いった問題はありますが，とりあえずここでは
規模として付加価値の一定割合とできるように
所得型付加価値税としています。これを都道府
県税としています。
　それから地方消費税は企業が納税義務者です。
つまり負担者は個人であっても企業課税と位置
づけられることから都道府県税としました。こ
のように税体系を構築すると都道府県は，生産
活動や消費の規模が大きい地域にはたくさん入
る。また，工場はたくさんあるけれど，あまり

産税が多いという特徴をもっています。
　日本の税制というのは，所得・消費・資産と
いう課税ベースのバランスが重視されていて，
国も地方も全部所得・消費・資産のバランスが
取れていないといけないと考えられているので
はないかと思っています。むしろ，所得・消
費・資産のバランスは税制全体で取れていれば
よいので，今の都道府県市町村に分けて考える
と，それぞれは別にどこかに偏っていてもよい
のではないかと思います。それがかえって国，
都道府県，市町村での税源の分離にもつながる
のだろうと思っています。

⑵  都道府県・市町村の税収再配分（試案・
2009 年度ベース）　

　国，都道府県，市町村の税源分離を図るとい
う意図で，表 2 に示したような 1 つの試算を行
いました。2009年度予算による税収に基づいて，
それを組み替えて課税する政府段階ごとに税源
を明確にしています。表の左側が現行で，右側
が再配分後の税体系を示しています。
　現在の税制のもとでは都道府県，市町村それ

表２ 都道府県・市町村の税収再配分
（試案・2009年度ベース）

単位：億円
現行 　　　　再配分後

都道府県 市町村 合計 都道府県 市町村 合計
個人住民税 50,561 75,841 126,402 4,098 122,304 126,402
固定資産税・都市計画税 150 101,313 101,463 150 101,313 101,463
法人住民税 7,243 19,475 26,718 － － －
事業税 32,886 0 32,886 － － －
事業所税 0 3,252 3,252 － － －
所得型付加価値税 － － － 62,856 － 62,856
地方消費税 12,732 12,732 25,464 25,464 － 25,464
合計 90,840 212,613 316,185 88,470 223,617 316,185
すべての税の合計 140,613 222,491 363,104 138,243 233,495 363,104

資料）『平成21年度 地方財政計画』。

備考）現行の値で、都道府県の個人住民税のうち、利子割、配当割、株式等譲
渡所得割、及び地方消費税については、それぞれの 2分の1を市町村分としてカ

ウントした。
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としてどこまで期待できるのかは疑問です。
　そして，地方分権との関連では，税収全体に
占める地方税の割合が取り上げられることが多
くなっています。先にも述べましたが，国税と
地方税の割合を 5 ： 5 にすることを目指すとい
うような議論です。マクロの支出では，地方が
6 ，国が 4 になっているので，それに近づける
という主張です。しかしこの点に関しては，地
方の支出が100であるから100の税金という意味
での受益と負担の一致を考える必要があるのか
という点が問題になります。もちろん，税源移
譲の実現には大きな意義がありますが，地域間
に経済力の差は実在していますから，かりに税
収が 2 倍になっても，予算に占める税収の割合
が10％台の自治体は依然として残ります。
　また，日本の自治体は，福祉から建設事業ま
で非常に幅広い行政を担うという意味で総合行
政官庁です。したがって，全国的なサービスを
確保するための窓口になっているという側面が
あり，地方が行うサービスを地域の財源で賄う
必要があるのかという点から疑問が生じます。
これらの点を考慮すると，地方税の整備は，全
額の拡大よりも，むしろマージナル（限界的）
な意味で，地方が担うサービスが拡大すれば税
負担が高くなるという関係を構築することが重
要と考えられます。そしてそのためには税制だ
けではなく地方財政システムそのものを議論す
る必要があります。
　税制に関しては，例えば先ほどの固定資産税
の税率，或いは住民税の税率が具体例として考
えられます。その税収で支出を全部賄うという
ことよりも，歳出が増えるときに税率をどのよ
うに調整していくのかを考えていく必要がある
と思います。
　それから企業税に関して，企業の負担の水準
を分権社会に向けてどのように設定するのかは
大きな論点になります。企業の税は誰が負担し
ているのかを突き詰めれば個人にいくのでしょ
うが，どこまで企業負担の規模を求めてよいの
かという点については十分に検討しておかない

人が住んでいないところは生産活動に応じてだ
け税源があるということです。市町村の方は，
個人の所得ベースと固定資産税ですので，今の
基幹税が基本です。
　このような税源の明確化を進めることの根拠
ですが，現状は，地方消費税のように都道府県
と市町村で分け合う税が増えてきており，納税
者あるいは負担者が，いったい何のために税を
支払っているのかがわからなくなっていると考
えたからです。他にも住民税のうち，利子割，
配当割，株式等譲渡所得割も，都道府県税とし
て徴収したものを市町村に配るという形を取っ
ています。先に述べた納税者側の意識と同様に，
徴収側である市町村にとっても自動的に歳入と
なる税になっています。
　表では，個人住民税は市町村としていますが，
都道府県に若干残しているのは，利子割等の金
融資産所得分は都道府県税収として市町村に配
るのをやめたらどうかという意味です。それぞ
れの自治体ごとにどうなるのかというミクロの
試算はできていませんが，そのシミュレーショ
ンは可能だと思います。当然いろいろな批判等
あるとは思いますが，税源を明確にすることは
「抜本的税制改革」では必要な議論だと考えて
います。

3．地方分権と地方税

　地方税を巡っては，地方自治ということが特
に問題になります。地方自治を具体化するもの
として，例えば法定外税の活用と言うのですが，
先ほどの課税ベースの議論で明らかなように，
低い税率でも相当規模の税収が得られる課税
ベースは既に税制に組み入れられています。で
すから新たに税源を探すとなると，実際問題と
しては例えばホテル税など，規模の小さいもの
が多くなってしまいます。比較的規模の大きく
なる可能性のあるものとして例えば大都市圏で
の入市税などというようなことは考えられるか
も知れませんが，法定外税活用と言っても財源
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に政令市が増えてきており，そこは難しいとこ
ろだなというように思っています。

4．財政調整

　地方財政，あるいは税制は，さまざまな地域
間での経済力の差を考慮すると何らかの財政調
整が必要になります。財政調整を考えるときに
は，支出を考慮して調整するのか，税収だけを
見て調整するのかという点については，世界的
には大きく分かれるところです。
　日本の地方交付税の場合は両方きちんと見て
調整しているわけです。標準的な行政を展開す
るために必要とされる費用と標準税率で普通に
課税すればこれだけ入るだろうというのを両方
見ながら調整しています。地方税制について議
論しても，最後ここで調整してしまうと，地方
税の在り方や地方自治という点では問題が生じ
ていると思います。もちろん，現状でも超過課
税の部分は地方交付税の枠外になっています。
とはいえ，超過課税が投票権のないところに
偏っているというのが実状です。地方税制の議
論と絡めて，財政調整をどうするのかというの
は 1 つの議論になるテーマだと思います。

といけないと思います。
　税制に関しては，報告の中で 2 件，いわゆる
租税支出の概念の議論をしていただきました。
地方税における租税支出を独自に決めている部
分というのは，ある種の課税自主権と言えるか
と思います。不均一課税の形で税率を下げると
かいうのは，地方が独自に決めてやっているこ
とではある。地方の租税支出にはこれとは別に，
全国的なルールとして減免しないといけないと
いうものもありますから，これらの点をきちん
と詰めれば，課税自主権とか地方分権という話
題に結び付いていくのではないかと思っていま
す。
　それから地方税制ですので，都道府県税，市
町村税という議論をするのですが，市町村と
いっても一律ではないので，先の試案のように
例えば家計の部分は基礎自治体で，企業活動の
分，或いは企業を通じて払う消費の分は都道府
県というように設定すると，もしかすると大阪
市のように企業活動が集積している基礎自治体
にとってはマイナスかもしれません。その辺り
をどこまで考慮するのか。全体として考慮して
いくのか，或いは大阪市は別だというような議
論にするのかということになります。最近は特
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先生方にはこんなことはよくわかっているとい
うような話ばかりかもしれないのですが，その
点も併せてご容赦をお願いしたいと思います。
　さて，「地方自治と税制」ということで，ど
ういう論点が問題になるかを考え，次のような
論点・項目を選びました。第 1 は税制の話です
から，財源保障ということをどのように考える
かをまず考察します。また，今，選挙目前でい
ろいろニュースにもなっていますが，分権とい
うことと，財源保障というのか財源確保という
のか，どちらから見るかという問題があると思
いますが，それも大きな論点です。第 3 に，そ
れに関係して，課税自主権をどのように考える
かも問題です。後でも触れますが，また以下の
資料はほかのところから引用したものですがそ
れらも示すように，課税自主権をどのように捉
えるかには難しいところがあるというように個
人的に思います。第 4 に，財源保障をするとい
うときに，府県の間でもそうですし，市町村の
間ではもっとではないかと思いますが，税収に
較差があるわけです。較差についての正確な数
字は今頭の中にありませんが，それをどうする
かという問題が存在しています。第 5 は課税自
主権と関係するもので，この資料で引用してい
る分権推進委員会や分権推進会議など，そうい
うところの報告書を見ても，そこに出てくる課
税自主権，そのようにだけ見ているというよう
に解釈すべきではないかもしれないけれども，
その主要な対象は法定外課税・超過課税であり，

　　はしがき　　本稿は，平成21年 8 月11日開
催の地方税研究会における，大阪大学大学院経
済学研究科教授 山田雅俊氏の『地方自治と税
制』と題する講演内容をとりまとめたものであ
る。尚，当日の配付資料のうち，データ資料を
本文末尾に掲載している。

（目次）

1．地方財政と財源保障

2．地方分権と財源確保・保障

3．財源確保・保障と課税自主権

4．地域間税収・財政力較差と財政・財源調整

5．法定外課税・超過課税

6．地方自治と税制

　まず，報告時間ですが，どれぐらいになるか
よく分かっていません。また，印刷資料を準備
していただいているのですが，僕の資料作成能
力が低いため，表などがうまくできず，準備さ
れる方で工夫して拡大したりしていただいたの
ですがそれでもうまく判別できず，追加の表を
別に印刷していただいたり，いろいろご苦労を
おかけしました。またもう 1 点弁解ですが，僕
が担当させていただくところだけ「地方自治と
税制」という，大変大きなタイトルになってい
ます。僕は細かなことをよくわかっていません
ので，大きな話，一般的な話をさせていただく
というかたちで，このテーマを選ばせていただ
いています。したがって，一般的な話で大学の

地方自治と税制

大阪大学大学院経済学研究科教授 山田雅俊
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方における財政支出を独自に決定して財源を確
保できるかどうかを示すことになります。各国
のこの様子を資料として見てもらおうと思いな
がら，図表 1しか準備できませんでした。ただ
し，先生方はよくご存じのことですが。
　第 3 に，各々の国で地方税をどのような税で
確保しているかを図表 4が示しています。同図
が示すように， 1 つは資産課税が中心となって
いる国があります。アメリカも，州と区別され
る，日本の市町村に相当する地方政府がその例
です。カナダも同様です。第 2 は所得税がメー
ンになっている国で，スウェーデン，または州
と区別されたドイツの市町村がそれに当たるよ
うです。第 3 はその両方に依存している国です。
日本は第 3 の類型ということです。すなわち，
どのようにして税収を確保しているか，どんな
税が主要な税か，等というところで国によって
各々違っていると言えます。

2．地方分権と財源確保・保障

　この節以降はタイトルに「分権と」という言
葉が大体付いていて，本節ではこの分権の考え
と対照しながら財源をどのように考えるかとい
う問題を考えたいと思います。改革推進委員会，
今は 3 番目のこういう委員会となっていますが，
財源に関することは，最初の分権推進委員会に
おいてかなり深いところまで議論されたように
思います。資料に引用しているのはその第 2 次
勧告からのものですから，最終勧告の前のもの
で，その中に「自治財政権」という言葉があり
ます。ただ，自治財政権というのは何かという
と，僕は経済学の側からの研究者であるため知
らないということがあると思いますが，これは
ネットで探しても出てこない言葉です。つまり，
十分に確立された言葉ではないのではないかと
思われます。ですから，自治財政権の中身は何
だということが問題になりますが，しかし，自
治財政権という言葉を，自治行政，自治立法と
対応させて考えようとしているということは明

それらがどの程度の機能をはたすかという問題
です。第 6 項はまとめのつもりです。

1．地方財政と財源保障

　この資料の初めの部分は，次の第 2 節に移し
た方がよく，訂正しようかと思ったのですが，
そのまま置いています。
　さて，財政的に何かが行われ，かつ必要があ
るから財政というのが存在していると考えれば，
或いは事実としてそうだということでいいかも
しれませんが，何かをするためにお金が必要で
す。それが財源ということで，それは特に言う
ほどのことではない，当然のことということか
も知れません。
　次の論点は，財源保障が日本においてどのよ
うに行われており，ほかの国ではどうかという
点です。 1 つは，国の税金と地方税がどうなっ
ているか，地方が財源を十分に保障されている
かどうかという問題があります。日本ですと租
税負担率，つまり国民所得に対する租税の比率
は国および地方で各々4.1％と10.7％，アメリカ
ですと図表 1のような数字になっています。さ
らに同表によると，イギリスは地方税の比率が
すごく低いだとか，日本も歳出で見ると地方が
3 ，国が 2 であるのに対し，収入の方で見ると
比率が逆転していると言われてきました（図表
2を参照）。
　しかし，それらは結局どこの国も同じようだ
と言えます。計算はしていませんが，アメリカ
の比率よりは，日本の方がまだ良いですよね。
それからイギリスはもっと差があります。フラ
ンスも，人権等の考えを古くから持つ国と思い
ますが，国・地方の較差は大きいようです。
　さらに，図表 2は資料にはなくパワーポイン
ト画面のそれが見えるかわかりませんが，それ
は各国の国と地方全体の歳出および税収の比率
を示しています。歳出の比率と税収の比率では，
一般に税収のそれが非常に小さくなっています。
両者にどれぐらい差があるか，そのことが，地
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それがこれらの報告書にも表れているというこ
とだと思います。またその書き方として，税源
の充実を図るけれども，自主課税の努力もしな
さいと述べられています。自主課税というのは，
結局，法定外の税および超過課税です。
　分権推進会議の三位一体の改革についての意
見の中では，以前にも地方財源保障に関係しど
なたかが言っておられたのですが，受益と負担
の関係を明確にするということに強い力点が置
かれています。つまり，税源充実を求める言い
方として，課税自主権の保障を考えることが，
受益・負担の明確化にも役立つ，或いはそのた
めの手段だという言い方が注目されると思った
ところです。ただ，財源保障の方法として主張
しているところは同じです。
　その次のところ，「地方税の増減税」。「地方
税の」というのは，もちろん法定の税という意
味だと思います。それが自由にとは書いてあり
ませんが，「自らの責任において」とか「活用
される」というような言い方で，増減税がやり
やすいように，或いはそんなに大変なこととし
てではなくやれるようにというのが，少なくと
も文章表現として表れていると思います。
　それから，次の項目も同じような内容です。
資料は第 1 項と第 2 項に分けていますが，内容
に大きな差はありません。先ほど言いかけた，
法定税の充実というのと対応すると思いますが，
結局，主な収入が得られるのは法定税目です。
税収確保のために「課税自主権の発揮」をさせ
るというのは，先ほどの超過課税および法定外
の税ということですが，それには限界があると
いうように分権推進委員会の最終報告でも言っ
ています。ただし，これは三位一体の改革につ
いての答申の中にも出てきたと思いますが，
「受益と負担の関係をより意識する議論が行わ
れるという意義も評価すべきである」と述べら
れています。すごく間接的，ダイレクトではな
い効果・メリットですが，そんな言い方をして
いるのが目につくところです。さらに次の参照
部分もそうです。よく似たような考え方が出て

確だと思います。
　さらに，推進委員会の最終報告の中では「歳
入の質」という表現をしています。その質です
が，推測になりますが，その内容を示している
のは同報告のこの部分です。つまり，歳入構成
のデータは持っていませんが，地方歳入は地方
交付税や国庫支出金などの補助金にたくさん
頼っており，一般財源という言葉がありますが，
同報告が示唆するように，一般財源を増やすこ
とがこの質を改善するという意味だと思います。
分権推進委員会の最終報告はそのように言って
いますが，そこには「税源移譲」という言葉も
あり，税源移譲を考えると，その税源の配分を
どのように考えるかがまた問題になります。そ
して税源の充実の方法については，偏在性がな
いよう，安定して収入が確保されるよう，とい
うことを指摘しています。
　第 2 番目の分権化委員会，地方分権推進会議
というのは三位一体の改革時に存在していた委
員会です。同会議は税源配分が，地方財政の自
立と地方公共団体における受益と負担の関係の
明確化を実現する上で中核だ，ということを
言っています。報告資料の引用は色々な形で表
現された文章の中から僕が適当に選んだのです
が，そこで増税の必要性が述べられているのも
ちょっと注意されるところかと思われます。
　以上，地方財源の保障について，その基本的，
一般的な考え方を展望しました。

3．財源確保・保障と課税自主権

　次に，課税自主権について，報告書でどのよ
うに考えられているかということを見ておきた
いのですが，その結論を要約すると，税源の充
実・確保のためには法定税の充実を図る必要が
あるというものです。引用すべきところを引用
していない可能性がありますが，後でも見るよ
うに，地方税税収の中で，超過課税や法定外税
の収入の規模は非常に小さいのですが，そうす
ると当然こうならざるを得ないというもので，
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ては現在どの国も税を下げようとしています。
海外で法人税率を下げており，日本だけ高い法
人税を課していると，日本への投資がされない
し，日本の企業が利益を蓄えて海外へ進出して
いく妨げにもなるという議論です。したがって
法人税はこれからも下がる可能性もあると思い
ます。それは地方にとっても，そんなことが起
こり得るということを示唆しているということ
にはなるのだと思います。そういう意味では，
租税競争も問題ということになります。僕自身
はあまり重要度を置いていないのですが，現実
の例があるということで，注意を促しているも
のです。
　最後に，図表 3は，資料をお送りした後で見
つけた，財務省研究所の地方財政の国際比較に
関する報告書にあるものです。それによると税
は国或いは連邦で決められているようです。基
本的にそのようですが，違っているところもあ
ります。アメリカ・カナダなどは，地方政府の
方は州法で規定と書いてあります。それから税
率の制限についても，国・連邦が制限権を持っ
ているということです。ないところもあるけれ
ども，全国平均を大きく超えたら駄目である等，
基本的には国が決めるという制度になっている
ようです。

4．地域間税収・財政力較差と財政・
財源調整

　次に，財政力の差があって，それをどうする
かという問題です。財政力較差，これは以前に
どなたかの報告でも触れられたかもしれません。
図表 6は都道府県について 1 人当り税収較差を
見たもので，税収の合計，それから住民税，法
人二税，地方消費税，固定資産税について示さ
れています。
　税収総計で見ると，低いところは沖縄が全国
平均100に対して56.8です。東京は178ですから，
沖縄の 3 倍ぐらいになっています。法人二税の
差はもっと大きく， 7 倍近くになっています。

いると思って，資料には該当部分を引用しまし
た。
　それから「課税自主権と租税競争」というこ
とですが，この研究会で前に報告されていた中
でもちょっと出てきたもので，自らの責任にお
いて増減税ができる，それは法定の税の中でや
るとすれば税率を変えるということですが，そ
ういうことをやって，出ていってくれという話
があるのかどうかは知らないのですが，来てほ
しい人，特に会社・企業を引きつけるための手
段にするという話が，租税競争というテーマで
行われているものです。それは議論のレベルに
とどまるものと言えますが，次のようなもので
す。すなわち，企業に対する課税を行うとその
分だけ利益が少なくなるので，企業は税率が低
いところへ立地しようとします。その税で地方
の行政サービスが提供されるわけですが，そう
すると，公共財について最適な水準が考えられ
るだろうからそれと比較すると，税率によって
企業がどこに立地するかを選ぶことができるよ
うな状況を想定すると，その均衡では，公共財
水準が最適な水準よりも低くなる，というもの
です。このような議論が租税競争という形で行
われているということです。
　問題は，現実にそんなことが起こるかどうか
です。フォーマルな議論では，企業の地域間移
動がどれくらい容易に行えるかについてすごく
簡単化し費用をかけずに移動可能等と考えます
ので，それが現実とどれくらい対応しているか，
現実は随分違うということかと思います。でも，
そういうところを簡単化して議論すると，上の
ようなことが結果として導かれるという議論で
す。
　さて，租税競争が「地方自治と税制」，地方
の税制を考えるという観点でどれぐらい重要で
あるかです。僕は全然知らないのですが，この
ような租税競争が過去にもあったという話です
ので，そうすると現実にも問題だということな
のでしょう。でも，僕の頭の中ではあまり重要
度は置かれていません。ただし，法人税につい
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じて，財政或いは地方財政の効率化に寄与する
という考え方のように思うのですが，この報告
書は「そのためにも交付税改革が役に立つ」と
いう書き方をしています。ただし地方交付税は
法定率分，追加分があって複雑になっています
が，法定率分についてという条件付きで，「地
方公共団体間の総意に基づいて水平的調整を行
うことを内容とする地方共同税」というような
言い方がされています。これを調べるまでは知
らなかったのですが，そんなことが同報告書の
段階でも言われているわけです。
　さらに，先ほどふれた財務省研究所の報告書
の中でも，関連の事項を見ると，調整方法には，
1 つには国の資金に基づく垂直調整型と，地方
自治体間で再配分を行う水平調整型（実際には
垂直調整を適用）が区分され，また，別の観点
から，収入を一人当たりで均等にするような方
法，および収入・支出の双方を考慮する方法の
2 つが大別されることを示しています（図表 7，
図表 8を参照）。日本の元来の地方交付税では，
収入・支出の双方を考慮して，その差を埋める
よう財源調整をしています。垂直的調整は，国
と地方の間で，国からの補助金によって財源調
整を行う方法，他方水平調整併用型は，地方自
治体の拠出金と国の資金を足してというように
書いてあり，地方自治体間で，ある地方の収入
の一部を別の地方政府或いは自治体の収入とし
て渡すという方法で調整するというものです。
それからもう 1 つの区分で，歳入均等化方式と
いうのは一人当たりの平均的な収入水準を決め
て，それとの差額を埋め合わせるというもので
す。他方，歳入・歳出差額補填方式は，支出と
収入双方の標準値を考え，その差額を埋めると
いう方法です。スウェーデンなどこの両方を組
み合わせる方法がとられているところもありま
す。

5．法定外課税・超過課税

　次に，課税自主権については先ほどもふれま

ほかの税はもう少し較差が少なくなっています。
法人関係の税の格差は非常に大きいというのが
出ていると思います。
　次に図表 5は府県の収入の差を比較したもの
です。 1 人当り地方税収では，東京は34万円ぐ
らい，或いは固定資産税を除いて約25万円と
なっています。一番低いのは，これも沖縄で，
東京はやはりその 3 倍強になっています。とこ
ろが地方交付税を加えると， 1 人当り収入はほ
とんど均等になっています。むしろ表の上部の
Aグループに属する神奈川が最低になっていま
す。さて，これらの資料が示すように税収には
地域間格差があるということですが，それをど
うするかというのが本項の論点です。
　まず，推進委員会の最終報告では，税収較差
が大きな問題だということを率直に述べていま
す。さらに，三位一体の改革の中で補助金を削
減して住民税を増やすという改革が行われまし
たが，税源移譲をすると財政力の高いところに
税収が回って，貧しいところはさらに税収が減
る，或いは税収がそんなに来なくて，さらに交
付税で調整される分が少なくなるとすると，全
体としての収入が減るということも指摘してい
ます。当然なのかもしれませんが，それが既に
指摘されていることが注目されるかと思います。
　そこで，財源調整をどうするかが問題になり
ます。財源調整の制度ですが，推進委員会の最
終報告は，「税源移譲の規模によっては」とい
う修飾語付きですが，「新たな財政調整の仕組
み，巨大都市の地方財政制度のあり方など」と
述べています。後者は東京他の法人事業税を再
分配の対策とする，多分そんなことが考えられ
ていると思うのですが，この段階で既にそのよ
うに指摘されています。
　次に，分権推進会議の三位一体改革に対する
意見の中でも，財政力格差を調整しなければい
けないと述べられています。そこでは，さらに
踏み込んだ表現のように思われたので引用して
いるのですが，分権という考え方は，究極的に
は受益と負担の関係を明らかにさせることを通
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ういう数字でも，地方税の税収全体と比べると
1 ％弱ぐらいということだと思います。それか
ら，どの税が多くを占めているかというと，企
業の方がおられますが，都道府県，市町村とも
に，法人分が大きくなっています。
　この超過課税についても，対象あるいは税負
担力がないと課税できないような税がほとんど
のような気がします。望ましい地方税のあり方
としてどこでも課税できる，偏在しないという
ことが言われるわけですが，超過課税の対象と
なっている税は偏在性が大きい税であると言え
ます。したがって，財政力の差は法定外・超過
課税によってさらに拡大しているのではないか
と推測されます。

6．地方自治と税制

　最後に，以上のまとめをします。まず，地方
税の原則をどのように考えるかということです
が，資料のように自治・分権，その財政的保障
または課税自主権ということが問題になるので
はないかと思います。そのように考える理由で
すが，先ほども推進委員会等々の報告書を引用
して少し話しましたが，分権化或いは自治とい
うことがごく近年の大きな課題とされます。そ
れはどういう意味で言われるかというと，言葉
として現れているのは「受益と負担の明確化」
ということです。この表現が報告書にたくさん
出てきます。そのように言う理由或いは考えら
れる理由ですが，それは利益と負担を明確にし
て，ある行政サービスが提供されるのであれば
負担してもよいということをはっきり意識して
もらうということです。今選挙を目前に控えて
行政の無駄をなくすということが言われていま
すが，受益と負担の明確化も，そういう無駄を
なくしていくことが最終の目的だと思うという
ことを先ほども言いました。
　そこで次に，自治或いは分権ということを経
済的或いは財政的に保障するために何が必要か
が問題になりますが，それにはその財源を保障

したが，地方の収入を確保するためには自分で
徴税の努力をすることが必要だと言われます。
しかし，自主課税というのは結局法律で定めら
れた税のほかに何か税がないかを探すというこ
とと理解され，法定の税の中で税率を上げたり
下げたりというのは考慮されていないかもしれ
ないとも考えられます。
　そこで法定外税および超過課税の状況を見た
いのですが，法定外の税は，地方財政白書によ
ると，普通税では道府県合計で300億円ほど，
市町村は122億円，総計で400億円強です。地方
税税収は何十兆という数字ですから，どこかに
その0.0数パーセントと書いてあったと思いま
すが，これはほんのわずかの額です（以下，図
表 9～図表11を参照）。
　なぜそうかということですが，税目を見ると
道府県では石油価格調整税，核燃料関係，核燃
料税，核燃料物質等取扱税，核燃料等取扱税，
この 3 つです。
　他方市町村については，資料をきちんと見て
いないのですが，別荘等所有税などが主な税目
で，ご存じの方もたくさんいらっしゃると思い
ますが，別荘がたくさんあるような地域で，そ
れに課税してもいいだろうというようなところ
で特別に課税しているようです。
　利用されている税目がこのように限定されて
いるという事実は，あまり課税の対象がないの
か努力していないのかということになりますが，
対象がないというのが結構事実に近いのではな
いかと思います。
　以上は法定外普通税です。法定外目的税は使
用先が特定されている税ということですが，そ
の税収は先ほどよりももう少し金額が増え，道
府県，市町村の合計で1,000億円強です。これ
に先ほどの法定外普通税を加えて1,400億円強
というところでしょうか。
　次に超過課税の方は，金額的にはもう少し大
きいです。これは道府県が約3,000億円になり，
他方市町村の方は4,000億円に近い額です。合
計で7,000億或いは6,500億という感じです。そ
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なります。そしてその場合，どんな方法をとる
か，それから，どんな考え方で財政調整を行う
かということも，もう 1 つの問題であると思い
ます。そのような幾つかの調整方法の中で，共
同税・水平的調整ということが，特に分権との
関係で問題になるのだと思います。
　地方税のあり方に関する 3 つ目の基本的論点
は，課税自主権という問題です。税は，先に見
たように，ほかの国でも多くは国が定めるよう
です。他方，現実の問題として，法定外税とい
うのは，ほとんど可能性がないのです。そこで，
超過課税というか税率の操作を，税法の中でど
のように認めるかが問題になります。そういう
中で，通常言われる租税原則なども問題になる
かもしれません。
　ただし，第 2 項のタイトルを「現実の課題」
としたのですが，これは頭の中の話としてとい
う意味合いです。これまでの議論で抜けている
と思うのは，分権改革に依存していることが大
きいのですが，こういうことをやりたい，行わ
れるべきであるということでやる時，それをど
れだけやれるかが問題になります。これはすご
く大事な問題だと思います。
　この問題は 1 つは財源の偏在性の解消・財源
調整というときにも問題になります。地方交付
税に関して，交付税を受け取る側にとっては国
からもらったお金，負担をしないお金で，その
ために無駄が起こると言われます。そういう意
味で，財源調整は問題だという言い方が結構た
くさんあると思います。
　しかし，個人的な感想，意見ですが，財源調
整制度は必要だろうと思います。先に見た分権
推進委員会の報告書が言うように，財源の偏在
性の解消が必要と考えられ，その手段として財
源調整のような方法しかないと考えられるから
です。そうすると，やはり財源調整の考え方，
論理・理屈が重要になると思うのですが，財源
調整が受益・負担の対応という理念に矛盾する
ものなのかどうかが問題になると思います。
「三位一体の改革についての意見」の中にあり

するということが必要と考えられます。先ほど
言った受益・負担の明確化ということと，財源
を保障することとは，少し違うのではないかと
思われる方がいらっしゃるかもしれませんが，
しかしこれは，明確にされた財源の下で受益負
担を明確化する，或いは両者の関係が明確化さ
れた下での財源の保障，というように考えてい
ただくのがいいと思います。そのような意味で
の財源がきちんと定められて十分にあり，それ
が安定的に得られ，何れかの地方だけに収入が
偏っていないということが，地方自治が存在す
る，地方の財政・行政の在り方の基礎として求
められる，ということだと思います。そして，
そのような地方政府・財政であるために，国と
地方の間で税源をどのように分けるかという配
分の問題が出てきます。
　この間の三位一体の改革では，最初はたばこ
税が金額的に合うからというので地方に移そう
等となったものの，最終的には規模が合わない
等のため，所得税を減らして個人住民税に移譲
されることになりました。けれども，受益・負
担の明確化ということを考えると，この研究会
の以前の議論の中で地方税が応益的な税かどう
かということも議論になりましたが，通常はそ
のように言われるのでそのように考えるとして，
では，どのような税であれば行政サービスと負
担との対応が考えやすいかということも，国と
地方に税源を分けるときに問題になるかと思い
ます。先ほど，国によって，地方税の内容が随
分違うということを見ましたが，そういうこと
を考える余地が日本でも存在するということだ
と思います。
　財政的保障のもう 1 つの方法は財源調整です。
先ほど言ったように税収に 3 倍ぐらい差があり，
交付税という方法が現在は主たる，主たると
言っていいかどうかわかりませんが，財政調整
の手段で，交付税を考慮すると都道府県の段階
だと 1 人当り一般財源は非常に均等化されてい
ました。上で述べたように，財源保障を図る際
に，財源調整という手段を考えることが必要に
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業全体が減っていることもあり，すぐにわかり
ませんが，都市への公共投資が少しは増えたの
でしょうか。さて，この公共投資という財源再
配分は地域選択と関係すると考えられます。
ティブーの話というのは企業の立地選択と同じ
ように，人が地域を選択するという話です。
　そのような可能性を考慮すると，スピルオー
バーと同様，財源調整が地域選択を調整する機
能を持っているということが論理として十分あ
り得ると考えられるというものです。すなわち，
何か新しい方法・制度を導入しようとする場合
にはそのための論理・理屈が必要と思われます
が，以上は，垂直的・水平的財政調整について
もその論理が考えられるかも知れない，考えら
れるのではないか，というものです。
　ちょうど 1 時間になりましたので，以上で終
わりにさせていただきます。

ましたように，「受益負担の関係の明確化は，
財政責任の明確化に資する」と言われます。こ
の後「意見」の文章がどのように続いていたの
か覚えていないのですが，そのようなことが，
それら報告書の中でも少し見られるわけです。
　さて，財源を調整する理屈としては次のよう
なものがあげられると思います。 1 つは，スピ
ルオーバーというか，地域間外部性という話が
あります。それから，前述の租税競争と重なる
のですが，ティブーが提起した話で地域の選択，
居住地の選択という話がありました。まとまっ
た形では考えていないのですが，最近といって
もだいぶ前ですが，ある時期まで全国均衡がと
れた発展を図るという全国総合開発計画があり
ました。しかし，ある時期つまりバブル後の頃
に批判され，社会資本の不足というのはむしろ
都市にあるのだということが言われて，公共事
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（図表1）　国民所得に対する租税負担率の外国との比較

（図表2）　歳出・税収の国（連邦），州・地方比
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（図表4）　諸外国の州・地方税の税収構成（1996）

（図表3）　諸外国の課税自主権の状況
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（図表5）　一般財源の人口１人当たり額の状況：都道府県
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（図表6）　地方税収計，個人住民税，法人二税，地方消費税及び固定資産税の人口1人当たり税収額の指数

（図表7）　諸外国の財政調整方法の分類
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（図表8）　交付金の分配基準からみた諸外国の財政調整の分類

      

      

（図表9）　法定外普通税の状況
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（図表10）　法定外目的税の状況

      

      

（図表11）　超過課税の状況
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　　はしがき　　本稿は，平成21年 2 月24日開
催の地方税研究会における関西学院大学経済学
部教授 前田髙志氏の『課税自主権と法定外
税・超過課税の現状・課題』と題する講演内容
をとりまとめたものである。

はじめに

　今日は課税自主権と法定外税，それから超過
課税について，少しお話をさせていただこうと
思います。
　法定外税と超過課税は地方分権の時代の課税
自主権にかかわるところで，現行の枠組みにお
いて重要な意味合いを持っているのですが，企
業にとっては，地方公共団体が独自にいろいろ
な法定外税を導入したり，超過課税を実施する
ことは，それらが法人企業を対象にすることが
多いため，どちらかというとネガティブな意味
でとらえられるのかもしれません。
　追加的な負担という面以外にも，自治体に
よって地方税の内容や負担が異なることは企業
立地の選択やヒト，モノ，カネの流れにも影響
しますし，納税者の納税コストを増やすという
問題もあります。
　課税自主権を通じた地方分権の財政効率上の
メリットとそうしたコストとのバランスが重要
になると思われます。

Ⅰ．法定外税と超過課税の現状

　まず最初に，どのような感じで法定外税と超
過課税がなされているのかということを，ざっ
と現状から見ていきたいと思います。お配りし
ております「地方税関係資料集」（本誌掲載・
省略）から，去年の 1 月の段階でどのような法
定外普通税，法定外目的税があるのかをみます
と，法定外普通税では，都道府県のところでは
核燃料関係のものが多いというのが一目瞭然で
す。市町村の方の法定外普通税になりますと，
細かな税が多くなっています。東京都の豊島区
の狭小住戸集合住宅税と福岡県太宰府市の歴史
と文化の環境税が新しい法定外税として有名に
なりましたが，あとは古いこともあってあまり
知られていないのではないでしょうか。
　法定外目的になると，都道府県レベルでは産
廃税が非常に多くなっております。それから東
京都の宿泊税はいろいろ議論を呼びました。市
町村税の方を見ていただきますと，合併しまし
て富士河口湖町になりました山梨県旧河口湖町，
勝山村，足和田村の遊漁税は導入時に非常に有
名になりました。しかし，それ以降はこれと
言って画期的な税は出てきておりませんし，ま
た導入事例そのものも少なくなっております。
　次に，税収規模を見てみますと，例えば，沖
縄県の石油価格調整は昭和47年導入の非常に古
い税金ですが，これが 9 億7,500万円，それか

課税自主権と法定外税・超過課税の現状・課題
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く，前者については全市町村の 2 割強，後者に
ついては全市町村の 6 割強がそれぞれ超過課税
実施団体です。

Ⅱ．法定外税の概要

　次に，法定外税と超過課税の仕組みと，今，
何が問題になっているかお話させていただきた
いと思います。地方税というのは地方公共団体
がそれぞれの条例に基づいて課税するというこ
とは，皆さんご承知のとおりでございます。そ
ういう意味で，条例を作って課税することがで
きるのですが，その条例は地方自治法の枠組み
の中で定められております。それから基本的に
は地方税の税目そのものも，地方税法に列挙さ
れた普通税と目的税からなる法定税目というも
のに原則的に限られています。しかしながら，
後で詳しく述べます課税自主権という見地から，
都道府県や市町村などの地方公共団体が自主的
な財源調達を図ることができるように条例を定
めて，法定税目以外に法定外税を課税すること
が認められております。
　法定外税の制度は，地方分権改革の中でク
ローズアップされてきたわけですが，実際にそ
れ自体は古くからあったものです。そもそも
シャウプ勧告以前の昭和23年の地方税法改正に
より，地方財政の自主性を強化するという観点
から，国の許可なしに条例のみで法定外独立税
を賦課できるようになりました。その結果，昭
和25年シャウプ勧告の直前には道府県法定外独
立税13税目，市町村法定外独立税が122税目と
いう，非常に雑多な税金がたくさん課税されて
いました。
　後でまたこれも触れますが，シャウプ勧告の
ときは，課税自主権というものを非常に強調し
たということは皆さんご存じのとおりでござい
ますが，一方でシャウプ勧告は，地方税に雑多
なものがたくさんあるので，それを整理しなく
てはいけないということも言っております。
シャウプ勧告を受けまして昭和25年の改正では

ら福井県の核燃料税の場合は58億2,400万円な
どとなっています。市町村の方になりますと，
税収の少ないものが多くなります。後でまた言
いますが，法定外税は特定の財政上の必要が
あって導入される税ではありますが，課税する
自治体の方にとりましても，税収上の期待はも
とよりそれほどしていない部分もあるかと思い
ます。それは，一定の政策目的をもって経済活
動を誘導する目的があったり，既存の税と課税
ベースが重複しない税源も実際には見い出し難
いからです。
　次に超過課税を実施している団体がどれぐら
いあるのかを確認しておきたいと思います。平
成19年度（平成19年 4 月 1 日時点）の団体数で
見てまいりますと，超過課税をすることができ
る税金は地方税法によって決められております
が，まず道府県民税の個人均等割で実施してい
るところが22団体，それから所得割は 1 団体，
法人均等割は23で，法人税割になりますと静岡
県 1 県を除いて全部が導入しています。時系列
でみましてもほぼすべての団体で，継続して法
人税割の超過課税を行っているということです。
法人事業税につきましては，平成19年度で 7 団
体，自動車税については 1 団体です。市町村の
超過課税は，市町村民税法人均等割が404団体，
法人税割1,019団体，固定資産税158団体，軽自
動車税26団体となっています。
　具体的には，都道府県レベルで見て，道府県
民税の所得割の超過課税を行っているのは 1 団
体でしたが，それは神奈川県で，先ほども申し
上げましたように，法人税割は，静岡県を除い
て全部が実施しています。法人事業税について
は東京，神奈川，静岡，愛知，京都，大阪，兵
庫と，大都市圏を抱える団体が課税していると
いうことです。自動車税の超過課税は東京都，
市町村につきましては，財政破たんで有名にな
りました北海道の夕張市が，個人住民税均等割
と所得割について超過課税を行っています。法
人均等割と法人税割については，繰り返しにな
りますが，超過課税を実施している団体数が多
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の同意を得なければならないというものでござ
います。平成16年改正によって，税率の引下げ
と課税期間の短縮等を行う場合の 2 つのケース
については，総務大臣に相談する必要はなくな
りましたので，ここで除くとされております。
　課税自主権を拡充して，都道府県や市町村が
自らの意思と判断で独自に財源の確保を図るこ
とは地方自治，地方分権の理念に合致するので
望ましい。ただ，ここで問題になるのは，課税
自主権を拡充することが，地方自治や地方分権
の理念に照らし合わせて重要であるとは言いな
がら，実際にはいろいろ留保が付くことになり
ます。受益と負担のバランスの観点からという，
ここのところがポイントになります。要するに
受益と負担のバランスを地方自治体が個々に判
断して，それが住民納税者に対してきちんと説
明できる手続きを踏んだ上で，新たな法定外税
を起こすことができるということが実は重要な
ポイントになりまして，鑑定意見の中で強く主
張されるのもそこでございます。したがって単
に分権だから課税自主権がどんどん拡充される
べきだということにはなりません。言うまでも
なく，法定外税を新たに課税することになれば，
超過課税もそうなのですが，住民納税者に対し
て追加的な負担を求めることになりますので，
先ほど言いました受益と負担のバランスをきち
んと丁寧に住民に説明した上で，住民の十分な
理解を得ることが必要になってきます。

Ⅲ�．法定外税の基本的視点と論点・
課題

1 �．地方公共団体の課税自主権・自主財政主義
をめぐって

　次に法定外税の基本的視点と論点・課題とし
て，具体的に法定外税において，いま何が問題
かということを話しながら，消極要件について
も触れていきたいと思います。まず，先ほど来
言っております地方分権時代の課税自主権で，
これを金子先生は自主財政主義という言葉を

零細課税を整理するという基本方針によって，
それらの法定外税が一挙に廃止されていくこと
になります。そこで一度リセットがなされまし
て，新たに法定外普通税の制度を設けました。
法定外普通税という言葉が出てきたのは昭和25
年の改正のときです。
　後に自治大臣の許可を得るということになり
ますが，このときは地方財政委員会の許可を得
ることを条件にして，個々の地方公共団体が特
有の財政需要を満たすために法定外普通税を課
すことができるようになりました。総務大臣の
同意を得て，事前協議を経て，法定外税が課税
できるようになったわけですが，今の枠組みと
いうのはご承知のように消極要件と言いますか，
これとこれとこれはしてはいけない，これとこ
れをしなければ法定外税は導入できるという話
なのですが，従前はご承知のように許可制の下
では，積極要件として特定の事情がある場合に
は法定外税が実施できるという仕組みになって
いました。昭和25年改正以降，地方分権改革以
前につきましては，特有の財政需要を満たすた
めに，自治大臣が OK すれば法定外普通税を
課税することができたのです。
　ご承知のように平成12年に地方分権一括法に
おいて地方税法が改正され，課税自主権強化と
いう観点から，法定外普通税の新設・変更の際
の国の許可制度が廃止されました。同じくこの
ときに，法定外目的税の課税ができるようにな
りました。
　平成12年の地方税改正の重要なところは，事
前協議制による国の同意ということです。いわ
ゆる横浜の馬券税で注目を浴びましたときの，
事前協議制とは何ぞやという話につきまして，
東大名誉教授の金子宏先生が国地方係争処理委
員会に提出された鑑定意見がありますので，そ
の要点について見ていきたいと思います。事前
協議制というのは，地方公共団体が法定外普通
税や法定外目的税を新設・変更しようとすると
きに，税率の引下げや課税期間の短縮等を行う
場合を除き，あらかじめ総務大臣に協議してそ
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いうような表現で用いております。これは地方
税法の 1 条の最初に書かれていることです。そ
の標準税率の説明の仕方が「財政上その他の必
要があると認める場合においては，これによる
ことを要しない」ということで，超過課税の存
在をここで認めているわけです。それから地方
分権改革の中で，地方分権推進委員会の第 4 次
勧告が平成 9 年の秋にありましたが，道府県住
民税の所得割と不動産取得税について，標準税
率と異なる税率で課税する場合の自治大臣への
報告制度を廃止するということが，この第 4 次
勧告で提案されました。それについては平成10
年の地方税改正，いわゆる分権一括法の後での
12年度の改正に先立ってこれが行われます。
　一の納税義務者に対して1.7％を超える税率
で固定資産税を課する場合の自治大臣への届出
制もこのときに廃止されています。それから個
人住民税の標準税率についても廃止されている
ということが，いわゆる分権一括法に伴う税制
改正に先んじて行われました。

2 ．法定外税をめぐる経緯
　法定外税に関する動きということになります
と，細かなところは割愛させていただきますが，
平成11年に地方分権一括法が出されて，12年 4
月施行となる地方税法改正の中で法定外普通税
の協議制への移行，それから同じ協議制の下で
の法定外目的税の導入ということがなされます。
従来，許可制につきましては，92条，94条で定
められた地方公共団体の課税権に違反するもの
ではないという判例もございました。しかしな
がら，やはり許可を得るということについては
地方分権改革の中でいろいろと批判も多く，許
可制が協議制に移ったということです。
　許可制を協議制に移したことの意義は「国と
地方とが対等の関係に立つ」という関係を具現
するものであるということが 1 つ重要なポイン
トになります。ただし，今は総務大臣ですが，
自治大臣に協議しないまま，或いは協議をした
けれども同意を得られなかった場合に課税でき

使っておられますが，それについて最初に整理
した上で，法定外税の意義等について見ていき
たいと思います。以下，金子先生の整理を用い
させて頂いてみてまいりますが，まず自主財政
主義は課税自主権と同義です。これは何かと言
うと，全部地方税法と憲法で規定されておりま
す。憲法の92条において「地方公共団体の組織
及び運営に関する事項は，地方自治の本旨に基
づいて，法律でこれを定める」，それから94条
に「地方公共団体は，その財産を管理し，事務
を処理し，及び行政を執行する権能を有し，法
律の範囲内で条例を制定することができる」と
定められています。憲法のこの 2 つの条文です
が，これをもってして地方公共団体が「地方自
治の本旨」に従って，その「事務を処理」する
ために必要な財源を自ら調達する権能，すなわ
ち課税権が地方自治体に与えられるということ
になります。これについては憲法ではなくて地
方自治法の方で規定されるのだという見解やそ
れに沿った判例もありますが，金子先生はそれ
に対して憲法の自治保障の趣旨にそぐわないと
して否定的な考えを示しておられます。
　次に，自主財政権に対しては憲法で保障され
ているけれども，おのずと制約があるというこ
とに留意せねばなりません。地方団体によって
税制が異なって，団体によって住民の税負担に
大きなアンバランスが生ずることを防ぐ意味に
おいては，国が地方団体の課税権に対して一定
の枠組み，統一的準則を設けることを排除する
ものではないということで，この準則法として
地方税があるということになります。ただしそ
うは言え，悩ましいところですが，自主財政主
義の趣旨から言えば，法律によって国が一義的
に制度とその運用について細かく定めて，課税
自主権を制約することもまた望ましくないとい
う，ここもまたバランスが必要になってくると
いうことになるかと思います。
　そういうこともあるので，例えばの話ですが，
地方税の標準税率について，地方税法では「地
方団体が課税する場合に通常よるべき税率」と
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それから②の特定の物の流通に対してそれの障
害となるという意味で，この「耐え難い差別待
遇」というのは，①と②の両方に関連すること
になります。「国税の徴収を不当に妨害する」
というのは①の「課税標準を同じくし」という
ことです。「内国『関税』の効果」は要件②，

「耐え難い差別待遇」は要件①と②，「国税の徴
収を不当に妨害する」というのが①です。とい
うようにして，実はシャウプ勧告の中でもこれ
らの要件に関することが言われていました。
　シャウプ勧告ではそういうように理解してい
たのだけれども，総務省，国の方はどう考えて
いるかということで，平成13年に出された総務
省自治税務局長の通知の中で， 3 つの要件につ
いて解釈がなされております。まず第 1 号要件
につきまして「国税又は他の地方税と課税標準
を同じくし」は実質的に見て国税又は他の地方
税を課税標準が同じである場合を含み，「住民
の負担が著しく過重となること」は住民の担税
力，住民の受益の程度，課税を行う期間等から
判断して，明らかに住民の負担が著しく過重と
なること，という説明がなされております。
　第 2 号要件につきまして，「物の流通に重大
な障害を与える」ということは，課税目的，内
容及び方法，流通の状況，流通価格に与える影
響等から判断して，当該法定外税が内国関税的
なものであるという場合に第 2 号要件に当ては
まるということです。
　一番問題になります 3 つ目の第 3 号要件でご
ざいます。後で金子先生の鑑定結果のところで
ももう一度触れることになりますが，第 3 号要
件の「国の経済施策」というのは，経済活動に
関して国の各省庁が行う施策のすべてではない。
特に重要な又は強力に推進することを必要とす
るものをいう。それが国の経済施策の定義にな
ります。その非常に重要な国の施策に照らし合
わせて適当でない，ということはどういうこと
かというと，「課税の目的，内容及び方法，住
民の担税力，住民の受益の程度，課税を行う期
間，税収見込額，特定の者によって惹起される

るのかということについては，それは地方税法
に定められる手続きに反することになり，手続
き上の問題が出てきてもちろんそれはできない
ということになります。後でまた紹介しますが，
その協議や同意をめぐって，国と地方側の意見
がバッティングした場合には，国地方係争処理
委員会において公正中立な立場から審査を行っ
てもらうという段取りになっております。
　そして，許可制の下では，要するに積極要件
として，法定外税を起こすときに，それの対象
となる税源が存在すること，それからその法定
外税を課すに必要な財政需要が明らかに存在す
るという積極要件が除外されました。

3 ．協議制について
　次に，協議制の中身，意義です。協議制の消
極要件と呼ばれるもの，同意に係る消極要件と
呼ばれるものについて 3 つあります。①「国税
又は他の地方税と課税標準を同じくし，かつ，
住民の負担が著しく過重となること」，②「地
方団体間における物の流通に重大な障害を与え
ること」，③「前二号に掲げるものを除くほか，
国の経済施策に照らして適当でないこと」です。
総務大臣は，同意に際しては地方財政審議会の
意見を聞いた上で同意するかどうかを決めると
いうことです。
　ちなみに，この 3 つの要件はいきなり出てき
たものではなくて，昭和24年のシャウプ勧告の
中にこの考え方が示されておりました。すなわ
ち，シャウプ勧告では，「国家に利益に反する
ことが明らかである場合にのみ，例えば，それ
らが煩わしい内国『関税』の効果を持つとき，
或いは耐え難い差別待遇を課すとき，或いは国
税の徴収を不当に妨害するときにのみ拒否され
るであろう」ということが言われたのです。こ
こで言う，「内国『関税』の効果をもつ」とい
うのが①②③の要件の中で，「内国『関税』の
効果」は要件②に該当します。それから「耐え
難い差別待遇」というのは，①の住民の負担が
著しく過重となることというのに該当します。
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スもあります。ですから先ほども言ったように，
地方税法というのは地方団体間のみならず，国
と地方の税の調整をする役割をもとより担って
おりますので，地方税法の本則を十分重視しな
ければいけないということになるし，もちろん
国税についても見なければいけないということ
になります。例えば，地方税法の法定税目を見
て非課税規定がある場合に，その非課税対象に
対して法定外税を課税することには制約が課せ
られます。地方税法でこれは非課税であると
言っているものに対して，そこを狙って法定外
税を課税するのは国の経済施策という趣旨に反
する，第 3 号要件に違反するというように解さ
れるわけでございます。これがまず，協議制に
かかわる基本的な問題点です。

4 ．法定外税に関する論点・課題
　次にそうしたことを含めまして，一般的に法
定外税に関する論点と課題はどういうものであ
るかということを整理しておきたいと思います。

「法定外税の政策的活用」ということですが，
まず，法定外税につきましては，もちろん税金
は公共サービスの財源調達が基本的な目的です。
その要件さえ満たしていれば，特定の政策目的
の実現や特定の行為の抑制，奨励促進を主たる
目的とする法定外税を創設することについて何
ら問題はない。その典型的なものとして環境税
があります。環境税というのは，一般的には誘
導手段，インセンティブとして用いられるとい
う面もありますし，それから環境対策を必要と
する原因を発生した発生者に対して負担を求め
る，あるいは環境対策施策によって受益がある
者に対して，その受益の程度に応じて負担をさ
せるという意味での目的税というように，大き
く 2 つの面がございます。
　ところで地方公共団体が環境税を課すことの
意味ですが，環境問題というのはその発生形態
がいろいろ多様な形を取りまして，総合的な対
策が必要になります。一方でその総合的な対策
を実施するのは国の関係省庁でもありますが，

特別税収を必要とする特別な財政需要の有無等
の諸般の事情から判断して，国の経済施策に照
らして適当でないと認められる」というように
解釈がされております。
　この第 3 号要件はいろいろと拡大解釈も可能
となりますので，次に以下のような留意事項が
示されております。まずわが国の税制では，税
金と原因者負担金，受益者負担金を必ずしも厳
密に区別しておりません。そこでどう違うのか
という話は後でさせていただきますが，原因者
負担金や受益者負担金の性格を有するものが法
定外目的税や特定財源としての法定外普通税と
して徴収されることがままあります。この場合，
単に財源調達を目的として課税するものとは異
なるので，第 3 号要件の国の経済施策との関係
が問題となるようなケースにおいても，国の経
済施策とは矛盾しないという考え方も成り立つ。
原因者負担金や受益者負担金を課税するという
のは，特定の受益，特定の原因の発生が認めら
れる，それに合わせて税金を負担させようとい
うことですので，一定の地方レベルにおける施
策という観点から見て，国の経済施策と必ずし
も直接的にバッティングしないのだということ
もあり得るだろうということになります。受益
関係，原因発生と費用の関係に着目しているの
で，そちらの方の理由は必ずしも国の経済施策
と直接にバッティングするということは，それ
ほどあると考えられないという解釈です。
　そこで，第 3 号要件に係る妥当性を判断する
ときにおいては，その特別な財政需要の有無や
原因・受益の負担の因果関係の有無が厳しく
チェックされなければならない。逆にそういう
ことが求められるということになります。場外
馬券に対する税金はまさにそこが問題になった
わけです。それから国の財源の租税施策につい
ては，実は第 3 号要件の国の経済施策に含め得
るということです。ですから重要な国の経済施
策には，国の租税というものが当然入ってくる
ことは事実である。したがって第 3 号要件の解
釈として，地方税法との関係を考慮すべきケー
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いうことで申し上げておきます。目的税と受益
者負担金の違いは，もとより税金というのは基
本的に強制制と無償制，反対給付の請求権がな
いということがその条件になっております。し
たがって対価原則で特定のサービスと特定の負
担が結びついている場合には，通常，使用料・
手数料，分担金，負担金というものが使われる
ということになります。この点については，地
方税における目的税の在り方に関する調査研究
委員会が，平成元年度に次のような整理を行っ
ています。これが今に至っても国の方でもこの
見解を使っているようなのですが，受益者等の
範囲が明確に限定されている場合は受益者負担
金などが適当であろう，受益者等の範囲がかな
り広範囲にわたって，受益等の程度の評価が難
しい場合については，目的税によって負担を求
めることが適当である場合がある，とそういう
区別がなされております。
　受益ということで具体的な問題は，法定外税
として環境税を事業者に対して課税する。一方
で，一般的な受益に対する応益税として事業税
が存在するわけです。既に事業税を応益課税と
して取っていて，なおかつ環境に関して環境税
を応益課税的に使うのは二重課税にならないか
という問題が出てまいります。それにつきまし
ては，以下のような整理がなされております。
1 つは原因者負担金・受益者負担金的な環境税
は，要するに環境施策という特定の公共サービ
スと，特定の個人もしくは集団の原因発生行為，
或いは受益との関係に着目して課税するもので
ある。それに対して，事業税は地方公共団体が
提供する公共サービスと企業の事業活動の一般
的な応益関係に着目して課税するものなので，
これは二重課税にならないと。これはそうした
判例があるわけではないのですが，一般的には
このように考えられております。
　次に，法定外税と法定税との関係につきまし
て，ある法定税を廃止と言うとおかしいですが，
条例を付けて課税しますので，あえて課税しな
い或いは非課税としておいた上に，それと類似

同時に地方レベルのものについては，まさに総
合的な行政主体というのが地方公共団体でござ
いますので，その地方公共団体が環境問題にお
いて積極的に役割を担うということは，非常に
意義があると解釈されます。それから環境問題
の発生形態が，さまざまな形を取るという面と，
同時に地域によって発生の仕方が違うという面
がございます。そうなるとやはり地域に応じた，
地域独自の対策が必要になるので，この面にお
いても地方公共団体の役割が重要になってきま
す。
　先ほど見ていただきました法定外税で産廃税
等の環境税が多くて，割と入れられやすいとい
うのはこういう背景もございます。ただし，そ
のときに，環境問題というのは広域的に発生す
るので，大阪で出てきた産廃を兵庫県で処理す
る場合，もし兵庫県がそれに対して産廃税を課
税するとなれば，大阪の業者に対して課税する
ということが当然出てまいります。それから現
在は，課税がなされておりませんが，名古屋市
から出た一般廃棄物を名古屋市内だけでは埋立
て処理できないので，名古屋市の隣にある多治
見市に持っていって埋立て処分しています。名
古屋市が多治見市内に所有する処理施設に対し
て，平成14年度から多治見市が一般廃棄物埋立
税を課税しました。今は実際に課税しておりま
せんが，名古屋で出たごみを多治見で処理する
ときの負担金的なものを法定外税で課税すると
いうこともあり得る。だからその場合に，団体
間の協議というか，調整というのが重要になっ
てまいります。
　それから次に，原因者負担金，受益者負担金
としての法定外税の活用が多いわけですが，で
はなぜ原因者負担金，受益者負担金そのもので
は駄目なのか，或いは料金，手数料ではどうし
て駄目なのか，受益と負担の関係に着目してい
るのであれば，まさに手数料，料金それから受
益者負担金等でも良いではないかということに
なります。その境界があいまいに課税されるこ
とが多いのですが，次のような整理ができると
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ルが十分に機能しないことがあり得ます。住民
＝納税者なら有権者ですから，そんな税金は駄
目だということで抵抗が働くわけですが，そう
ではないものが課税対象になると，議会のコン
トロールが働かない可能性があるので，「特別
な受益関係」や「特定の財政事情」がある場合
に，法定外税を課税して良いのだけれども，あ
くまでもそれは納税者に対して説明をし，理解
を得た上で導入すべきであるということです。
それはもちろん個人の住民だけではなくて，域
内に存在する企業に対してもその要件が求めら
れるということになります。
　法定外目的税の場合は，割と受益と負担の関
係が明確になりやすいので，説明がしやすいと
いうことになります。ただ問題点として，原因
の発生者がいて，ある原因があって，パブリッ
クバッズと言いますが，何か行政として対応し
なければいけない案件がある。それに対して，
適正な活動を行っている企業等からの税収を使
う。不正な行為を実際に行っている事業者がい
て，そこで行政経費が発生している。まじめに
やっている業者さんからも税金を集めて，それ
を不適正な行為をしている事業者の対策の費用
に充てるというのは，実は負担の公平の面から
見て問題があるのではないかという議論がござ
います。これに対してどう考えるのか明確な判
例もございませんし，国もこれに対して明確な
対応を考えていないようです。
　それから消極要件以外に重要なものとして，
当然一般的な租税原則との関係というのがござ
います。当然，租税原則というのは公平，中立，
簡素の観点からその法定外税はいいのか悪いの
か判断されなければなりません。企業の場合，
特にかかわってきますが，特定の者のみに対し
て狙い撃ち的に課税することは，公平の原則か
ら当然問題がある。このことについては，既に
平成13年の地方分権推進委員会の最終報告の中
でも，自主課税の実施にあたって，対象を法人
等に限定して負担を求める傾向が既にあると指
摘されています。これは従来の許可制の下での

する法定外税を新たに課税することが可能であ
るかどうかということです。これも判例がある
わけではないのですが，当該地域における特別
な事情等がある場合には，法定外税として新た
に設けることは可能であるというような解釈が
なされております。
　国と地方との課税権の対立は先ほども言いま
したように， 3 つの消極要件の中の課税ベース
が重ならないということと，それから国の重要
な経済施策と対立・矛盾しないかということに
なりますが，今度は地方団体間の課税権の対立
ということで見ておきます。そもそも地方税法
というのは，地方公共団体間の課税権の重複に
対して調整を行う役割を担っています。これは
先ほど少し触れました。地方税法では法定外税
の非課税の範囲として，次に挙げるものについ
て法定外税を課税することはできないと条文で
定めております。
　 1 つは「当該地方団体の区域外に所在する土
地，家屋，物件及びこれらから生ずる収入」に
は課税できない。それから「当該地方団体の区
域外に所在する事務所及び事業所において行わ
れる事業並びにこれらから生ずる収入」に対し
ては課税されないということを，わが国の地方
税法は定めております。しかしながらご承知の
ように，アメリカは国レベルでこういうことを
やります。それから州境を越えて課税すること
がありうる。例えば，是非をめぐって議論はあ
りますが，ニューヨーク市が対岸のニュー
ジャージー州の住民に対して課税するのですが，
日本では明らかにそれは地方税法で禁止されて
いるということです。そういう意味においてわ
が国では地方公共団体の課税権が及ぶ範囲が法
定されているわけでございます。
　次に，納税者への説明責任が非常に重要な意
味合いを持ってきます。後の場外馬券税にも関
連してきます。法定外税は当然，一部の企業や
特定の住民，場合によっては東京都のホテル税
のように住民以外を対象にして課税されること
があります。その場合，議会によるコントロー
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れ以外にもございますが，主要なものだけ紹介
させていただきました。

Ⅲ．超過課税について

　超過課税につきましては，どれぐらいの団体
が超過課税をしているのかを最初に説明させて
いただきましたが，「財政上その他の必要があ
ると認める場合において」超過課税をすること
ができるということが，まず大原則でございま
す。そこで超過課税の在り方については，今，
言いましたように「財政上その他の必要がある
と認める場合において」ということで，税収を
一定程度確保することが当然想定されておりま
す。そういうことがあるので，緊急性や税負担
の程度を納税者にきちんと知らしめた上で，理
解と協力を得て超過課税を行うということにな
ります。新たな追加的な負担を住民に求めます
ので，それを行う前には財政運営全般を見直し
て，無駄な歳出がないか当然チェックしなけれ
ばなりません。それが前提条件として求められ
ることになります。
　それから財政上の特別の必要がある場合に
限って超過課税ができるということですが，単
にお金が足りないということだけでは，特別な
必要とはならないと解釈されます。「他の団体
と比較して何らかの行政サービスの上積みが存
在しなければならない」，この上積みというの
は，いわゆる法律で定められた業務の範囲に上
乗せ横出しをするという意味での上積みではご
ざいません。大阪市なら大阪市の特別な財政事
情があって，その場合においてのということの
上積みでございます。
　次の ⑵ 「超過課税の経緯と現状」につきま
しては，省略させていただきます。一時期，超
過課税の採用団体がゼロになったことがありま
す。まず昭和20年代の終わりに，ご承知のよう
に深刻な地方財政危機になって，そのときに超
過課税を行なう団体が増えてきて，その後いっ
たん財政状況が好転しますので，昭和39年には

法定外普通税の世界でもそういうのがあったと
いうことを受けているわけです。そういうこと
もあるので，そういう傾向には注意しなくては
いけませんよと述べられているわけです。それ
から「負担の公平などの租税原則等の関係を十
分に踏まえて，納税義務者に対する十分な説明
を行う必要がある」ということもこの報告の中
で指摘されております。それから平成13年の同
じ年の政府の税調答申におきましても，「極め
て限られた特定の者や区域外の者だけを対象と
するような問題のある事例が一部に見受けられ
る」ということを指摘しまして，「地方税法に
従い，公平・中立などの税の原則によることが
必要である」ということをわざわざ言っており
ます。
　それから租税原則の簡素の原則に関連いたし
ますが，法定外税というのは最初に申し上げま
したように，割と零細な課税が多くなりがちで
す。そのような場合には課税目的がいかなるも
のであろうとも，税収と徴税コストのバランス
についても当然検討すべきであります。例えば
1 億円の税収を集めるために，どれぐらいのコ
ストがかかっているのだろうかということも，
当然住民に対してきちんと説明しておかなけれ
ばならないということです。これは集める側の
お金ですが，納める側のコストである納税協力
費の事務負担費用についても当然配慮する必要
があります。
　 6 つ目は課税期間の問題です。法定外税は

「特別な事情がある場合」或いは「条例で定め
る特定の費用に充てるため」に課することがで
きるものです。その趣旨に立って言うと，特別
な事情や特定の費用などが社会経済情勢の変化
によってどんどん変わっていく，財政事情は変
わっていく，そのほか税源の状況や住民の負担，
国の経済施策等もどんどん変わっていく。そう
いうことがあるので当然のこと，法定外税とい
うのは一定の期間をもって課税期間とするのが
望ましいであろうということになります。以上
が法定外税に関する主な論点でございます。こ
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業はこの「集積の利益」を非常に使っているの
で，大企業と中小零細企業というものを分けて
もいいではないか，という理屈が当時はよく使
われていました。
　当時の例として，東京都と大阪府の場合を次
に付けておりますが，東京都と大阪府では方式
が違いますが，東京都の場合は，税率を変える
という一般的なケースです。法人事業について
普通法人の所得区分は地方税法上のままにして
おいて，各階層の税率を制限税率の上限まで上
げた。その上で中小法人等については，その超
過課税した各階層の税率を，不均一課税として，
標準税率と一致するような倍率を乗じて調整し
たということがなされたようでございます。
　大阪府の場合は，税率に一定割合を掛けて，
中小企業の負担税率を元に戻すということでは
なくて，税額控除を使ったようです。すなわち
普通の税率については超過課税で上乗せして課
税する。中小の法人等については超過課税に
よって算定した税額に対して一定割合を乗じて
税額控除を行うという形で不均一課税をしてい
たと。このような税率で差を付けるのが一般的
ですが，税額控除を使って結果的に不均一課税
にするというのも，これもまた地方税法でそう
いう手法は駄目だという規定がないので，それ
もありということです。もちろん違法であれば
大阪府も実施しなかったのですが，そういう手
法も取られたということです。東京と違うやり
方を使ったことについて，その理由は調べてお
りません。この不均一超過課税という意味にお
いては，東京と大阪というのが典型的なもので
あったということです。
　ちなみに，脚注に書いてありますが，東京都
がこの不均一課税をしたというのは，国税の法
人税については，当時は 4 割を納めているにも
かかわらず，法人事業税収のウエートでは全国
の 2 割しかないというのはおかしいではないか
というフラストレーションがずっとあって，そ
ういうものを背景にしています。だからこうい
う形で大企業に対して狙い撃ち的に不均一超過

超過課税をどこもやっていないという時代が
あったようです。高度経済成長ですので，昭和
44年には当時の自治省税務局長から「財政運営
の合理化を一層図り超過課税をできる限りしな
い旨」の通知も出されております。高度経済成
長で税収が非常に豊かであったということを背
景にしているかと思います。
　さて，特にこれも先ほど見ましたように，こ
の超過課税の場合に，企業などがターゲットに
なることが割と多いので，今日お越しの企業の
方にとっても関心のある問題かと思いますが，
特に重要なのが，不均一超過課税というケース
です。不均一超過課税というのは，超過課税と
不均一課税を合わせたものですが，超過課税は
先ほど説明したものです。不均一課税というの
は相手によって税率を変えるということです。
超過課税は，必ずしも不均一課税ではありませ
ん。超過課税は，全員に1.4％の固定資産税を
1.7％で課税しますということです。ある者に
ついて1.7％で課税していて，別の者について
は1.4％に据え置きということがなされたら，
その場合は不均一課税ということになります。
　不均一超過課税は，無論，地方税法上別に問
題はありません。問題がないというのは，不均
一超過課税は駄目ですという規定がないという
意味において問題がないわけです。超過課税と
不均一課税を定める条文が別にありまして，そ
れを組み合わせてこの不均一超過課税が行われ
るということです。今言いましたように，ある
税金を，ある事業者，或いは人に対して超過課
税しておいて，別の人，或いは企業については
据え置きという措置が取られることになります。
　不均一超過課税は，昭和40年代の終わりぐら
いから割と頻繁に行われるようになりました。
具体的に使われた税金は，都市における法人事
業税と法人住民税においてこれがよく用いられ
ました。そのときの理由付けですが，次に書い
てありますように都市の「集積の利益」という
ものを特に大企業などが専ら享受している。中
小零細企業は，それほどでもないけれども大企

- 35 -

04地方税-前田.indd   35 2010/02/18   15:11:51



しなくてはいけない。もちろん団体間の調整も
必要である。それから住民の負担が過度に重く
なってしまうことも回避せねばならない。そう
いう事情があるので，当然国はもしこういうこ
とに関連して問題があれば同意しないのであっ
て，地方公共団体の課税自主権というものを頭
から否定するものではないという解釈が示され
ます。要するに調整を行う必要があるというこ
とです。あくまでも監督指導を上の立場からや
るのではなくて，調整機能としての協議制とい
うのがまず指摘されます。
　ということで，横浜市の主張は，要するに地
方分権，課税自主権を積極的に活用しうるとい
う立場だったのですが，鑑定意見の中では，地
方分権も肯定される，課税自主権の強化という
ものも肯定される。肯定されるのですがその上
で課税自主権の強化ということ，或いは地方分
権，地方自治という理念というものと，協議制
ということは何ら相反するものではないという
ことです。相反するものではないと言うのです
が，それは先ほど示した 3 つの消極要件のこれ
とこれとこれに該当した場合には，法定外税を
認めるわけにはいかない。というのは，あくま
でも限定的に示しているので，その限定的に示
した消極要件に基づいて総務大臣が同意するか，
同意しないかを決めるというのは，何ら課税自
主権尊重の精神と反するものではないというこ
とが主張されます。
　それから，同意の判断基準の認定と公表に関
して，横浜市の主張としては，同意しなかった
判断基準がもともと明確に示されていなかった
のは，おかしいのではないのかという主張です。
それに対して金子先生の鑑定意見は，法定外税
というのが協議制になってからまだ間がない，
法定外税がさまざまな形で出てくる可能性があ
るときに，その基準を一義的に最初から決める
ことは不可能である，だからこれとこれは駄目
だから，こういうときには同意しませんという
ことをさらに詳しく事前に示すことはできな
かった，よって総務大臣の側に落ち度はないし，

課税をやってもいいではないかという理由付け
がなされていたようです。
　ただ，超過課税をやるところは法人関係が多
いということは先ほど見ていただきましたが，
説明の仕方で大企業が集積の利益を専ら利用し
ているから，中小企業とは別にすべきだという
のは，これはどうも今ではあまり一般的には認
められないということで，実は超過課税は法人
事業税に対する数自体は多いけれども増えてい
ないという意味においては，今，申し上げまし
た，従来の集積の利益は専ら大企業という理屈
が一般的に言われなくなったことの証左である
と言われております。

Ⅳ．課税自主権と協議制の意味合い

　課税自主権に絡んだ重要な事例として，皆さ
んよくご存じの場外馬券税があります。正式名
称は勝馬投票券発売税と言うのですが，ご承知
のように結果から言うと，これは総務大臣から
同意が得られず，横浜市が係争処理委員会に対
して申し立てをして，国側の主張が認められた
という事案でございます。係争処理委員会の国
に問題なしという結論に至るまでに，影響力を
与えたのは金子先生の鑑定意見でございます。
この鑑定意見の中身をざっと見ながら，課税自
主権と協議制の意味合いについて整理しておき
たいと思います。まず鑑定意見では最初に「総
務大臣が不同意は，違法ではない」ということ
が結論的に言われております。
　次に，協議制についての金子先生の解釈です
が，「法定外税の同意を要する協議制の存在意
義」として，協議制なのだけれど，総務大臣の
同意を要する。総務大臣が「よし」と言わない
と，法定外税ができないというのは，国が公権
的，監督的な立場から良いか悪いかを判断する
のではないということが言われております。実
は，協議制の意義というのは，先ほども少し申
し上げましたが，国の施策と地方公共団体の課
税権が対立する可能性があるので，それは調整
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く，地方公共団体が納税者と真剣に向き合って，
受益と負担の関係を明確にしながら課税や内容
の水準を決めるべきであるという地方分権時代
の地方税の在り方に反している」と述べられて
います。ですから地方分権の視点に立った課税
自主権が重要であるとするならば，それはここ
にまさに書いてあるように，受益と負担の関係
が明確であることをきちんと説明できないと，
それは地方分権自体の地方税そのものに合致し
ないのだということがここで指摘されるわけで
す。先ほども申し上げましたが，この説明責任
ということが法定外税において実は重要な意味
を持つということが強調されます。

Ⅴ．議　論

　（A）　東京都の宿泊税，いわゆるホテル税は
経済学で言われる租税輸出，住民以外に税を課
すという典型ですね。

　（前田）　ホテル税は，要するに外から来た人
が東京都の提供するサービスを多く利用してい
るという理屈付けをされていたけれども，別に
それは受益と負担の関係をきちんと説明しなく
ても，おっしゃるように住民たる納税者ではな
いから，その点に関しては，逆に言えばあまり
説明しなくてもいいのでしょうね。そのときに
徴収者となるホテル業者さんがそのようなこと
をしたら客が減るというようなことで強く反対
すれば，大阪市のように導入は見送られるで
しょうが，東京都の場合は別にそういう懸念が
なかったのではないかと推測します。

　（B）　東京都の名誉のために言っておくと，
東京都もそういう意味では，すごくいろんな説
明がなされたというのは間違いありません。わ
れわれもどういうことをされたかの確認は行っ
て抗議したのですが，そういうことを努力され
ています。ただ，おっしゃるように納税者と向
き合っているのではないですね。あくまでも関

それからこの事案が横浜市の条例を定めて出て
きたときには，どこがまずいかということをき
ちんと総務大臣が説明している。説明責任は果
たしているので，何ら問題はないという指摘で
す。それがこの同意の判断基準の認定・公表の
存在意義のところで示されております。
　それから次に，国の経済施策に照らしてとい
うことですが，これも重複する部分は割愛させ
ていただきますが，先ほど言った 3 つ目の第 3
号要件の国の経済施策に照らして，問題がない
かどうかがチェックされますが，国の経済施策
というのは，国の経済政策一般ではなくて，重
要な経済施策という限定条件が付いてきます。
そのときに場外馬券に関する税金に関して，国
の重要施策にバッティングするかどうかという
ことで，そこで中央競馬の実施が国の重要な経
済施策かどうかということが議論されることに
なります。この鑑定意見の中では，中央競馬の
実施というのは，結論的に非常に重要な国の経
済施策であると。その収入は，単なる収入と違
い，そのほとんどが国庫に入れられて，なおか
つ畜産振興事業に用いられているということに
おいて，非常に重要な施策の 1 つであるという
ような判断がなされます。
　そういうことで，まさに中央競馬会法に基づ
いて，しかもいわゆる賭け行為というものをあ
えて国が行うということですから，その意味に
おいても重要な国の経済施策と認められるであ
ろうと。それに対して今度は著しく障害をなす
かどうかということで，馬券の売り上げに対し
て一定額を課すことになると，その税収規模か
らいって，明らかに悪影響が及ばされるだろう
という判断がなされます。これはそもそも国の
重要な経済施策とバッティングするという意味
においてという具体的な理由から，この法定外
税は認められないということになります。以上
がこの鑑定結果の主な内容です。
　最後に，鑑定意見では，「そもそも，勝馬投
票券発売税の制定過程においては，特に納税者
との関係で適切な手続きが取られたとは言い難
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また，そもそも住民税に事業税というものが
あって，さらにかかってくる。そのうちに事業
税に対しては外形標準課税まで入ってきたので，
そうするとどこが違ってくるのかと，業界の中
では「ああだ，こうだ」と言っていたのですが，
みな，当局に対してはあまり言いません。何を
言いたいかというと，進出したときには特にそ
ういうのがなくて，工場や事業所ができて，機
嫌よく運営している中に，急にこういう法定外
税がぽんと出てきても，嫌だからという形では
出られないわけです。だからそういうのは企業
としてはやはり負担が増えるだけで，嫌だなと。
逆に課税する側から言えば，企業は逃げていか
ないから課税しやすいという理屈があるのかな
とは感じています。

　（F）　分割基準に関しての手数の話で言えば，
自治体ごとに税率を確認するのは一定程度の手
間がもちろんかかります。例えば，建設業にお
いて，特徴的なことを言えば，事業所が固定で
はないのです。動くのです。これの確認という
のは全国の都道府県，市町村に各事業所をお持
ちの方々，例えば，生命保険であるとか，何百
という事業所をお持ちですが，彼らは一応固定
ですよね。私どもは建設現場ごとで動きますの
で，税率の確認以上に，その方が非常に手数が
かかる。もちろん事業所を特定した上で，そこ
の税率を確認しにいかなければいけないという
意味で大変な手間になります。業界でも要望は
ずっと出しているのですけれども。

　（G）　法定外税と超過課税の 2 つの話が出て
きたわけですが，経済学の話で本来 2 つの話は
別の話ではないかと思います。法定外税はいわ
ゆる経済学でいうとピグー税ですか。環境で，
例えば，分かりやすい例で言うと煙突でぼんぼ
ん出しているから，そこに課税するとか，水を
汚したから課税するという話で，非常に分かり
やすく言いますといわゆる環境税です。しかし
例えば，国では対応できないと，あそこの池が

係者と言いますか，実際に徴税をお願いする方
が相手になっているというのは，こういう税の
特徴になるのかなと思います。

　（C）　そうやって関係団体のところとコミュ
ニケーションを図っていくということはすごく
大事なことだと思うのですが，実態としてはや
はりどうしても法人，法人というようになって
います。法人というのは基本的に票を持たない
存在なので，どうしても安易にそうなってしま
うのは否めないのではないですか。

　（D）　超過課税や法定外税で企業が立地地域
を選択するかというと，それだけの要因ではな
いと思うのです。実際に税が異なる外国の選択
の場合，税も 1 つですが，当然カントリーリス
ク的なものもあります。或いはインフラの問題
とか，或いは税と反対で，誘致策としていろい
ろな補助金があるとか，そういうことをいろい
ろと考えて出てくるとは思いますので。あとは
やはり，その国なり或いはその都道府県で事業
をするとなったときに，どれぐらいのサービス
があるかということを，やはり見にいくと思う
のです。
　日本の場合にはサービスの質というのはあま
り変わらないと思うのです。海外の場合にはや
はり国によって大きな制度の差もあるし，目に
見えない障壁のようなものがあると思います。
だから日本との10％，20％ぐらいの差でしたら，
あまり変わらないのかなという感じはあるのか
なと。それ以外の要因が強いという意味でです。
日本国内の場合，地方税の負担の差はあまり大
きくはありません。

　（E）　ただ，神奈川県の法定外普通税の臨時
特例企業税は，完全に法人所得に対して課税を
するという形なので，少し問題があるかと思い
ます。例えば，電機の業界についていえば，
いっとき数年前に話題になったのですが，要は
完全に課税標準と重複しているのではないかと。
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て，そうしたら法定外目的税を課税できるよう
にすれば，もっとすっきりするのではないのか
という形で法定外目的税が導入されたのですが，
実際にはあまり使われていないというのが現状
です。
　受益と負担ということ，もう 1 つ特定の施策
上の目的があるということです。それを積極的
に使うだけの理由があるということなのだけれ
ども，超過課税に関しては要するに財源がない
ということなのです。収入がないからそれをど
うするかということと，もっと大きな話をすれ
ば，税率決定権がそもそもどこにあるかという
ことです。固定資産税を例にとりますと，例の
課税標準に関して負担調整措置を入れ，要する
に土地に関して 7 割負担の一定割合に収れんさ
せていこうといく仕組みが平成 9 年度に導入さ
れました。その背景には，最終的に税率の決定
権を地方に任せようという議論があります。そ
れが究極の目的であるために，その必要条件と
して評価の均衡が実現されねばならない，その
ために， 7 割評価の一定割合に移行するための
負担調整措置が必要となるという議論があった
のです。
　それが，地価が下落局面に入り，やっと収れ
んしてくるようになってきて，ちょっとバブル
になってまた離れかけたと思ったら，今度また
この不況で地価が下がるでしょうから，そうす
るとまた収れんスピードが速くなる。その意味
では 7 割評価のさらに60～70％というところに，
ターゲットがだんだん入ってきているので，そ
れの税率の決定権を固定資産税に関して自治体
に与えるという条件は整いつつあるのです。実
際にそれを国がやるかどうかは別ですが，そう
いう話もあって，まさにそれは税率の決定権そ
のものをどうするか。その場合，税率決定権を
地方に与えてしまうとなると，超過課税も何も
ないわけです。税率そのものを決められるわけ
ですから。
　話は戻りますが，特別の財政需要があるが，
収入がないということと，税率決定権はそもそ

とかいうのは東京からいちいちできないので，
そこは自治体が対応すべきでしょうと。そうい
う意味では，事業税というのは二重課税と言う
よりは，いわゆる外部不経済，汚染に対する内
部化なので，これはある意味正当化できると。
ただし問題なのは，租税輸出が起きやすいとい
うことで，どうしても大企業，大企業にかける
という方向に行きやすいということだと思いま
す。しかし本来，税としてはかけるべきだと。
あそこの煙突はいかんだろうということになり
ましたら，そういう意味で自治体が国に許可を
求めた上で，あそこにはかけたいということは，
私は正当化できると。政策的な話です。どちら
かというと税収ではなくて政策的に，あそこの
池の汚染はまずいだろうということで正当化で
きると思うのです。
　超過課税については，どちらかというと地方
税の全体の大きな問題というか，本来自治体の
税収はそこに住んでいる住民に課税すべきなの
に，それを大企業にある意味安易にと言います
か，税をかける。応益性と言いつつ，実際大企
業ですと，販売は全国展開でしているわけです
から，応益性が誰にどういくか全く分からない
中で大企業にかけてしまう。そういう税を地方
に持たせていいのかという， 2 つの話かと思う
のです。
　ですから法定外税の方はある意味，国が制限
をかけつつ，問題のあるところを認めるという
やり方がいいと思いますが，超過課税の方はど
ちらかというともっと大きな問題。そもそも法
人への課税というのは，地方自治体に持たせて
いいのかという方だと，私は思ったのですが。

　（前田）　法定外税はおっしゃるように，典型
的には環境税という形に表れていますが，要す
るに受益と負担，原因と費用というのが明確に
なっているときに使う。最初にも申し上げまし
たように，もともと法定外普通税しかないとき
も，使い道，使途が特定されるような形で課税
されているものが多かったので，それを見てい
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ら個人住民税でやってくれ，と私はそう思いま
す。

　（前田）　超過課税は投票権のある住民の負担
する税を対象とすべきことには同意します。本
来の地方分権や地方自治の在り方はそういうも
のであると思います。

　（J）　ただ一般論として，受益と負担ですか。
受益がもしあるのなら，別に企業に向かって課
税をしていていいということでしょう。先ほど
からの意見は，企業に対してやりやすいからと。
事実としてそういうことがあるというのは，そ
のとおりだと思いますけどね。しかも受益と負
担をバランスさせるというと，受益の方は計り
ようが本当に分からないですね。ですからそう
いう議論になるとは思いますけれど，理想的に
というか，論理としてそういうことはあるので，
特に地方の税金で応益的な税の考え方，それは
よく言われる，或いは認められたことですよね。
認められていると言っても，それはさらに議論
の余地はあるでしょうけれども。

　（K）　多分，どこかで課税ベースの取り合い
みたいな，先取りすると，やはり生産活動に応
じた地方税というのはいいと私は思っているの
です。安易に上げるかどうかは別ですよ。税が
あるべきではないというところは，それも含め
て，問題提起ということも含めてまた，そうい
う話もしたいと思っています。

もどこにあるのという大きな話と， 2 つの意味
合いが含まれているのではないかと思います。
ですから固定資産税に関して，アメリカの地方
財産税のように金がこれだけ要る，土地家屋の
評価はこれだけ，それを割ったら税率が出てき
ますねという世界も目標の 1 つとしておきなが
ら，平成 9 年以降の固定資産税改革があるとい
うことです。

　（H）　法定外税や超過課税が企業を狙い撃ち
にしているという印象があるのは，やはり企業
の税負担，実効税率などがだんだん下がってき
ているということです。国際的に見て高いから
下げようというので，法人税を下げて，同時に
全体の実効税率が下がったと言われているので
すが，それでやはりちょっと取れるのではない
かという期待感のようなものがあって，国が下
げるなら地方が取ってやろうかというような発
想が少しはあるのかなという気が，雑ぱくな感
じではありますけれども，しています。

　（I）　地方への法人税というのは，超過課税
を一切認めずで，やるなら個人でやれというの
が筋だと私は思います。私の報告事項なので
しょうけど，法人税は全部国に持っていって，
個人住民税と固定資産税でやるというようなこ
とをやっている国も，これはスウェーデンなの
ですが，実際にあるのです。そういう方法にす
ればと私は思うのですが。超過課税のようなも
のは地方には一切認めない，超過課税をやるな
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　　はしがき　　本稿は，平成21年 3 月24日開
催の地方税研究会における，大阪学院大学経済
学部教授 日高政浩氏の『租税支出について』
と題する講演内容をとりまとめたものである。

1．はじめに

　この報告は日本ではなじみの薄い租税支出に
ついて，その概念と政策的な意義をまとめ，日
本の地方税において租税支出に関する論点整理
を行う。多くの OECD 諸国では租税支出の推
計が政府によっておこなわれ公表されている。
予算書の一部として公表されている国にはアメ
リカ，イギリス，ドイツなどがあり，予算書と
は別に公表している国としてオーストラリアや
カナダなどがある。租税支出についての定義は
国によって異なっており，集計方法も異なって
いる。以下では，租税支出の定義について
OECD 諸国の事例を紹介し，租税支出の政策
的な意義について整理を行う。最後に，日本に
おける租税支出の研究を紹介し，地方税につい
ての租税支出を推計する意義について言及する。

2．租税支出の定義

　日本における租税支出の定義については政府

税制調査会の資料に記載がある1。このなかで，
「租税歳出は正規の税体系からの逸脱という点
から定義することができる」と示されている。
さらに，「厳密な定義としては，何が正規の体
系と認識されるかによって各国ごとに異なって
いる」という認識で，「日本では，退職所得控
除を含む大部分の控除が特別ではなくて正規と
考えられているということから，租税歳出は租
税特別措置による減収額である」として，租税
支出の範囲を租税特別措置法に規定された項目
による減収額に特定している。日本の定義は，
OECD 諸国の定義と比べると租税支出を狭い
範囲に限定している。他の国の例としてアメリ
カとオーストラリアの例をあげておく。アメリ
カでは連邦政府の税法に記載されている税の減
収分であると記されている。これは税収の減少
という定義である。オーストラリアでは，租税
支出を「特定の活動や特定の納税者に便益を与
えるような税の減免」であると記されている。
これは租税支出が政府からの便益の側面を強調
した定義になっているといえる。
　租税支出の範囲をめぐる各国の違いの例とし
て人的控除の扱いをあげておこう。アメリカで
は人的控除的は租税支出に入れないとされてい
るのに対し，フランスでは世帯の税負担の格差
を考慮するための N 分 N 乗法が租税支出の項
目であると示されている。

租税支出について

大阪学院大学経済学部教授 日高政浩

1　政府税制調査会資料（平13.10.2基礎小 2 － 1 ）参照
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政府の目的別の間接支出としての整理と，税の
減免の受益者についての整理の 2 つが行われて
いる。
　オーストラリアの租税支出はまず，間接支出
として，直接支出（Direct Expenditures）と
金額を対比させながらまとめている（表 1）。
直接支出の総額が206,096（10億ドル）である
のに対し，租税支出が42,144（10億ドル）であ
り，直接支出の 5 分の 1 程度の間接的支出があ
ることが示されているのである。

　日本の租税支出の範囲は租税特別措置による
減収額に限定されているので，その金額は，平
成18年度では 3 兆2000億円程度，平成20年度で
は 5 兆860億円程度である。これは，年度が異
なるものオーストラリアの租税支出規模が
GDP の4.2%，オランダのそれが2.39%と比べる
と規模が小さい2。このことは，日本の租税支
出の定義が狭い事を示していると考えられる。
　日本において，租税特別措置以外のものまで
租税支出に含める解釈をしている資料が存在す
る。ひとつは，横浜市のホームページで示され
ているもので，緑関連施策事業として，固定資
産税の減免措置に「租税支出」の語を与えてい
る3。また，内閣府は「平成16年度　社会全体
の子育て費用に関する調査研究」の中で，子ど
もの扶養控除を租税支出とみなしている。これ
らは，租税支出を OECD 諸国でとらえている
ような，税の減免による間接的な政府支出とい
う定義に沿った整理であるといえる。

3．アメリカ，オーストラリアの 
租税支出の公表

　租税支出の公表方法についてアメリカとオー
ストラリアを紹介しよう。まず，アメリカでは
租税支出を間接支出としてとらえ，政府支出に
関連付けてまとめた表がある。そこでは2007年
から2011年までの期間，すなわち現時点から将
来にわたっての推計値が示されている。もとも
と租税支出は決算値ではなく推計値であり，こ
のような提示の仕方ができるのである。
　もう 1 つの提示方法は，租税支出を税の減免
額の面からとらえてもので，所得階級別に整理
したものである。税の減免項目ごとにどの所得
階層がどれくらいの税の減免を受けているのか
を表にまとめてある。このように租税支出を，

2　Brixi, H. P., Valenduc, C. and Swift, Z. L. edit （2003） Tax Expenditures - Shedding Light on Government Spend-
ing through the Tax System, Lessons from Developed and Transition Economies 参照
3　http：//www.city.yokohama.jp/me/gyousei/citytax/kenkyukai/pdf/05-07zigyohi.pdf 参照

表 1　�直接支出と間接支出 ( オーストラリア )

　　　　　　　　　～2005－06～

　この提示による政策的な意義は，税の減免を
通じた間接的な支出を加算することにより，政
府の活動についての情報が追加されていること
である。例えば，直接支出の中で最大のものは
社会保障・福祉（Social security and welfare）
であるが，租税支出としても最大の項目になっ
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上村（2008）の所得税の所得控除による租税支
出の推計がある。この中で，垂直的公平の観点
から租税支出の実態をつかむことが必要である
という問題意識に基づいて，所得階級別の所得
税軽減額を提示している。所得控除の大きさに
ついて研究したものとしては，森信・前川

（1999）がある。また，租税支出という観点で
はないが，上村（2008）が指摘しているように，
消費税の益税を推計したものに橋本（2002）が
ある。そのほかには，税の減免措置の実態を精
査した報告として，会計検査院が租税特別措置
について平成16年から18年にかけて行ったもの
がある。

5．租税支出の推計方法

　租税支出の推計方法には， 3 つの方法がある。
第 1 は，税の減免による減収額をとらえる方法
で，税の減免がなかった場合をベンチマークの
税収とし，実際の税収との差額を推計する方法
である。第 2 は税の減免措置を廃止した場合に
どれだけの税収が増加するのかを推計する方法
である。第 3 は，間接的な支出である租税支出
を廃止し，同様の便益が得られるような直接支
出を行う場合に必要な税収を求める方法である。
これらの方法のうち，第 2 ，第 3 の方法では政
策変更による個人や企業の行動の変化を考慮す
ることが必要であるとされている。
　各国の実際の推計には，これらの方法のうち，

ていることが示されている。このことは，社会
保障に関する政府の関わりを直接支出だけで測
る場合には，その果たしている役割を過小評価
することを意味している。
　もう 1 つの例として，経済業務への支出があ
る。「 そ の 他 の 経 済 業 務（other economic 
affairs）」の直接支出は840（10億ドル）にすぎ
ないが，税の減免による間接支出は直接支出の
約10倍の8,300（10億ドル）に達する。この直
接支出には各種の産業への補助金が含まれてい
るが，この表によると補助金は直接支出による
のではなく，税の減免を通じて間接的に行われ
ているのが主であることがうかがえるのである。
　このように，直接支出の構成と間接支出の構
成が異なることは，直接支出のみで政府活動を
測ることは，実態を見誤る可能性があることを
示唆する。政府活動の実態を把握するには，直
接支出の規模や構成を見るだけでなく，税の減
免を通じた間接的な関与の大きさにも注目する
ことが必要である。
　オーストラリアの租税支出の第 2 の提示方法
は，税目別租税支出としての整理である（表
2）。この表では2005-2006年度までの過去分と，
2006-2007年度以降の将来予測値が示されてい
る。

4．日本の租税支出の推計

　日本における近年の租税支出の研究として，

表 2　税目別租税支出 ( オーストラリア )
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これは，特定の個人に対する間接的な政府支出，
或いは特定の行動についての税の減免によるサ
ポートを指すので，すべての納税者に共通の基
礎控除は「特定の個人」への減免にあたらない
と判断される。これに対して，人的控除のうち
配偶者控除や扶養者控除は，配偶者の有無や，
扶養者の有無は個人によって異なっている。し
たがってこれらは「特定の個人」への減額と解

第 1 の方法がとられている。以下で紹介する日
高（2009）の推計結果も第 1 の方法を採用して
いる（表 3）。この方法では，税の減免措置が
ない場合のベンチマークを設定することが必要
になる。以下では，ベンチマーク設定について
のポイントをまとめておく。
　まず，租税支出の，「特定の個人や特定の行
動に対する税の減免」の定義からの設定である。

表 3　租税特別措置による減収額
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マーク税収が約66兆円に対して租税支出は26％
に該当する。また，これは GDP に対して約
3 ％であり，前述のオーストラリア，オランダ
の水準に近い。

釈することができる。もちろん，この分類は絶
対的なものではないことに注意が必要である。
前述のように，アメリカでは人的控除を租税支
出項目とみなしていないのに対しフランスでは
租税支出に含めているように，国によって範囲
が異なっている。
　次に，軽減税率による租税支出については 2
通りが考えられる。まず，中小企業の軽減税率
は法人所得が同一であっても資本金が小さい場
合には低い税率が適用されて税負担が軽減され
るので，「特定の」減免措置であるとみなすこ
とができる。これに対して，所得税の所得税の
累進構造による税率の違いは租税支出に含めな
い。結果的に，高所得者は高い限界税率，低所
得者は低い限界税率が適用されるが，すべての
人が共通の税率表に直面しているからである。
　租税支出の定義には，間接的な政府支出から
のアプローチもある。すなわち，税の減免措置
を直接の政府支出に置き換えられるものは租税
支出とみなし，置き換えることのできないもの
は租税支出に含めないという基準である。

6．日本の租税支出の推計

　租税支出の推計について日高（2009）の一部
を紹介しておく。これは平成18年の国税につい
て，国税庁統計年報書をベースに推計したもの
である（表 4）。これによると平成18年の税収
49兆円に対して，租税支出は約17兆円であると
推計されている。減免措置がない場合のベンチ

表 ４

表 5

　次に，国民経済計算の分類に従って租税支出
を政府の目的別支出に対応させたのが，表 5で
ある。これによると，社会保護と経済業務に租
税支出が集中している。経済業務には民間産業
に対する補助金が含まれているが，直接の補助
金だけでなく，税の減免による間接的な補助金
が占める割合が大きいことを示している。

7．経済的意義

　租税支出の推計を行うことの意義としては，
先行研究でいくつかの点が指摘されている。ま
ず，租税支出の長所として，税の減免を通じて
民間部門の特定の行動を高める誘導を図ること
ができること，直接支出を決定するよりも決定
の時間が短いこと，集権的な意思決定になじま
ない政府の補助を分権的に決定できること，政
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による税の減免を代替する直接支出を想定する
ことは困難であろう4。
　社会保護に含まれるものとして，障害者につ
いての控除があげられる。間接的な支出として，
所得税で障害者関係の控除が1600億円，相続税
について20億円程度である。これは社会保障の
全体像を考える際に，この規模と手段が適切で
あるかの判断する際の追加情報である。
　政府支出の対 GDP 規模は，国際比較の指標
として使われるが，政府の活動としては，これ
以外に民間の経済活動への規制など金額では表
されないものもある。間接的な租税支出も国民
経済計算には記されていないが，多くの国では
これを政府が推計をしている。租税支出の推計
は，したがって政府の活動規模を補足する役割
を果たすと考えることができる。ただし，これ
はその範囲の設定によっては，恣意的な計算結
果になる可能性があることに注意しなければな
らない。
　推計の誤差は範囲を過大に設定する場合と過
少に限定する場合の両方に発生する。前述の人
的控除のようにこれを含めるのか，含めないの
かの判断が分かれるものも存在している。日本
においては租税支出をめぐる議論はほとんど行
われておらず，その範囲についての合意もない
といえる。現時点では，租税特別措置による減
収額という限定された範囲を出発点にしている。
したがって，今後の議論を行うためには，なる
べく広く租税支出を採用し，採用すべきかどう
かの精査の材料を提供することに意義があると
考えられる。

8．地方税における租税支出推計の 
意義

　海外では地方政府によって租税支出が推計さ
れ公表されている例が存在する。表 6のように，

府支出の規模を小さくできることなどが挙げら
れている。
　短所としては，税負担をしていない低所得者
に恩恵がないこと，税制が複雑になること，政
策評価の対象になりにくいこと，既得権益化の
可能性などがあげられる。
　租税支出の推計結果を提示することによって
得られる重要な情報として，間接支出としての
租税支出の規模と構成を把握できるを指摘して
おく。前述のように，オーストラリアの租税支
出では直接支出のみの支出シェアと租税支出を
含めた支出シェアでは異なる形が現れることは，
政策的に重要である。政府の果たすべき役割を
議論する際に，政府活動の実態をとらえなけれ
ばならないが，直接支出だけを見てのでは見誤
る可能性がある。
　さらに，直接的な関与と，間接的な関与のど
ちらが有効であるのかについても精査しなけれ
ばならない。経済業務の支出のうち，補助金に
分類されるのは1.5兆円である。これに対して租
税支出は9.6兆円であり，補助金としては税によ
る減免の方がはるかに多いのである。
　人的控除による租税支出は，政府の目的別支
出の中では社会保護に分類してあるが，項目別
に直接支出と対応させておくことが，それぞれ
の税の減免の経済的な意義を考察するのに有効
である。例えば，「配偶者控除」は所得税と相
続税にあり，それによる税の減免額は所得税が
7,800億円，相続税・贈与税が5200億円であると
推計されているが，その意義は大きく異なる。
所得税の配偶者控除は人的控除を租税支出に含
めるべきかどうかの判断と同列に置くことがで
きるので，直接支出としては「家族手当」のよ
うな支出の代替とみなすことが適当かどうかが
判断基準となろう。相続税の場合には，配偶者
の相続財産の形成への関与が他の相続人とは一
般に異なると考えられる。相続税の配偶者控除

4　日高（2009）では相続税の配偶者控除は推計結果を示しているが，租税支出には含めない方がよいのではないか
との見解を付している。
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資産税の特例措置は，国が定めたものであるが
地方税の減収になる5。したがって，わが国の地
方税の租税支出については，国の定めによるも
のと，地方独自のものとに整理をすることが政
策的にも重要な意味を持つ。
　もう 1 つは，近年の公共経済学の注目される
分野の 1 つである，租税競争の観点からのアプ
ローチである。地方自治体の経済政策としての
税優遇による企業誘致はこれに含まれる。租税
支出は間接的な補助金としてとらえられるもの
であり，この間接補助金が財政規模に対してど
れくらいの規模であるのかということは，直接
支出に追加すべき重要な情報であると考えられ
る。
　これらの点は，地方分権の流れの中で重要性
を増すといえる。地方自治体が収入と支出の両
方に対して責任を持つ比重が高くなるほど，地
方税の減収は大きな意味を持つことになる。租
税支出の観点からは，税収の減少は間接的な支
出なので，その間接支出の必要性についての説
明責任が，地方分権の進展とともに増すと考え
られる。
　

オーストラリアのビクトリア州の予算書には，
租税支出が将来にわたって税目別に推計され，
ダウンロード可能な資料として提供されている。
　日本においては，地方自治体によっては個人
住民税や法人住民税などの税目について，減免
措置を設けている理由とそれによる減収額をま
とめたものが存在する。ただし，この資料が公
開されているとは限らず，また全体の集計が行
われているのでもない。
　日本の地方税について租税支出を推計するこ
とについての関心事として， 2 つの点があげら
れる。 1 つは，国と地方の財政関係を前提にし
たときの，地方税の減免措置による減収の経済
的な位置づけが国税とは異なる点である。日本
の地方税は，各地方団体が独自に設定している
のではなく，地方税法として統一されている部
分が大きい。このため，減免措置を間接支出と
してのとらえる場合，その目的が地方政府の政
策目的による間接支出ではなく，本来国の政策
目的による間接支出であるべきものが地方税の
減収を通じて行われている場合が存在すること
が考えられる。例えば，耐震構造に関する固定

表 6　ビクトリア州の租税支出の公表例

5　この例は，地方税研究会の議論の場で前田高志教授（関西学院大），林宏昭教授（関西大学）をはじめとする出席
者の方々から指摘された例である。前田教授は 2 月に行われた同研究会の報告と関連付けながら，国が地方税の特
例措置を定めることは地方の課税自主権を侵すことにはならないとの見解を示された。
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1．はじめに

　日本には，租税特別措置（租特）というもの
があります（資料 1）。租特は税の減免措置で
あり，租税原則から逸脱するものと説明されま
す。租特については，財政の透明性，政策評価，
財政赤字の観点から，考え直すことが必要だと
強調されることが多いです。
　他の先進国では，日本の租特よりも広い範囲
で税の減免措置をとらえています。租税支出は
アメリカで誕生した概念で，税による「隠れた
補助金」だと考えられています。租特は，原則
的には法律で決められているわけですが，その
根拠は経済学の視点からいえば曖昧です。報告
では，アメリカの租税支出レポートの現状を報
告し，日本への適用可能性について考えたいと
思います。

2．海外行政実態調査の概要

　昨年 9 月にアメリカに 1 週間ほど行ってきま
した。調査対象の行政機関は，財務省にある租
税分析局 OTA です。もう 1 つは議会にある合
同税務委員会 JTC です。また，アメリカ会計
検査院 GAO にも行ってきました。アメリカ会
計検査院は，連邦政府の租税支出レポートを評
価しています。さらに，幾つかの地方政府を回
りました。大きな州政府と小さい州政府と市で

　　はしがき　　本稿は，平成21年 5 月19日開
催の地方税研究会における，関西学院大学経済
学部教授 上村敏之氏の『アメリカ連邦政府と
地方政府における租税支出レポートの実態』と
題する講演内容をとりまとめたものである。
　尚、資料1 ～54を本文末尾にまとめて掲載し
ている。

　関西学院大学の上村です。昨年度までの 2 年
間，会計検査院に研究官として従事しておりま
した。そこでの研究対象が「租税支出レポー
ト 」 で し た。 英 語 で は Tax Expenditure 
Report とか，Tax Expenditure Budjet などの
ように呼びますが，日本ではあまり実態が知ら
れていません。
　昨年 9 月に，アメリカの連邦政府と地方政府
の租税支出レポートについて，現地でヒアリン
グを行う機会を得ました。そこで今回は，アメ
リカの租税支出レポートの事例について報告さ
せていただきます。本研究会は，地方税研究会
ということですので，とりわけアメリカの地方
政府をメインに据えたいのですが，連邦政府と
地方政府は同じようなことをやっておりますの
で，ひとまず連邦政府の話をして，その後に地
方政府の話に入ってゆきたいと思います。最後
に，日本に租税支出レポートを導入することに
ついて，どう考えるかについて述べます。

関西学院大学経済学部教授 上村敏之

アメリカ連邦政府と地方政府における
租税支出レポートの実態
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カでは，サリー教授の本が1973年に出版され，
1974年に予算局が議会に租税支出レポートを提
出する義務があるという法律が成立します。そ
の法律にこのような条文が載っています。「租
税支出とは，連邦税法が定める総収入からの特
別の除外，免除又は特別の税額控除，特別の税
率又は課税の繰り延べによって，もたらされる
歳入のロス」だいうことです。
　ただ，そこから議論が錯綜しました。何を租
税支出とするかは結構難しいです。どの租税，
どの制度，どのレベルの政府で，租税支出をと
らえるかは，実態としては各国の租税支出レ
ポートで差があります。ということは，いろい
ろな議論があるということです。とはいえ，ほ
とんどの先進国で租税支出レポートが，何らか
の形で導入されています。作成していないのは
日本ぐらいではないでしょうか。
　租税支出レポートには，次のような様々な目
的があります。たとえば，直接支出と租税支出
の比較，予算協議，補助金や支出の見直し，

「隠れた補助金」の目的との整合性のチェック，
「隠れた補助金」の削減で税収を増やして財政
赤字を削減したい，税制と支出を一体として考
えるために「隠れた補助金」を数量的にとらえ
ることをやりたい，などとなっています（資料
6）。

4．租税支出の政策評価

　政策目的を重視する場合，手段としての直接
支出と，租税支出の「隠れた補助金」とでは，
どちらが政策に適うのか，というのは大事な視
点です（資料 7）。租税支出の場合は，肯定的
な面と否定的な面があり，その両方をきちんと
把握する必要があります。
　租税支出の肯定的な側面は，政府が主導して
民間のインセンティブを高めていく，つまり，
減免によって民間が元気になることがあります。
政府が意思決定するよりも民間に任せることで，
民間の意思決定を尊重できます。直接支出では，

す。具体的には，マサチューセッツ州とメリー
ランド州で，さらにはニューヨーク市にも伺い
ました。すべて租税支出レポートを作成してい
る地方政府です（資料 2）。

3．租税支出の概念

　租税の目的は歳出の財源確保です。応益課税
の原理からは公共サービスとの対応や，応能課
税からは所得再分配がつながってきます。租税
の原則の逸脱として，租税支出をとらえるとい
う考え方があります。租特もそうですが，中立
性や公正性の原則からの逸脱だと指摘されてい
ます。もう 1 つは財政民主主義の観点です。予
算で可視化され，見えているのは直接支出だけ
です。どれだけ支出を使うかについて，議会の
承認を得るわけですが，一方の租税支出は「隠
れた補助金」であり，可視化されていないこと
が問題となります（資料 3）。
　ところが政策の効果としては，直接支出と租
税支出は，非常に似てくる部分があります。さ
らには，財政の透明性という問題があります。
隠れているということは不透明なわけなので，
透明性をいかに高めるかという視点が重要に
なってきます（資料 4）。
　以上のようなことを強調されたのが，スタン
リー・サリーというハーバード大学の先生でし
た。彼はそれを Tax Expenditure と命名しま
した。課税の各種免除や控除や特別措置は，直
接支出のように予算化された支出と同じような
効果を持っており，それを「隠れた補助金」と
して位置づけました。それゆえに，きちんと数
量的に把握する必要があることを，彼は強調し
ました。どうやって把握するのかということは，
とても難しいです。彼は，「あるべき税制」と
して包括的所得税を位置づけ，そこからの逸脱
として租税支出を計算することを考えました。
　サリー教授の指摘の実践が，租税支出レポー
トです（資料 5）。租税支出の数量的把握とい
うものを，レポートは報告しています。アメリ
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が見込めます。したがって，租税支出があるこ
とによって，税率を高く設定しなければならず，
経済行動がゆがんでいく可能性があります。そ
ういう視点で，租税支出を評価をできるのでは
ないかということです。

5．アメリカにおける租税支出

　では，アメリカには，どういう歴史的な背景
があるのでしょうか（資料10）。1960年代後半
のベトナム戦争で，戦費調達の赤字が深刻にな
りました。そこで，税制上の特別措置が予算書
に計上されていない「隠れた補助金」だという
ことが，サリー教授によって指摘されたわけで
す。このとき，Tax Expenditure Report の提
出が義務されました。
　その後，レーガンの税制改革は「公正，簡素，
経済成長」を掲げ，所得税と法人税の改革を行
いました。基本的には累進課税のフラット化と
課税ベースの拡大だったのですが，その際に14
の租税支出の項目を廃止し，16の租税支出の縮
小をしています。租税支出レポートが，実際の
税制改革に影響を与えたのではないかと言われ
ています。
　アメリカ連邦政府の租税支出レポートは 2 つ
存在します（資料11）。財務省が作っているも
のと，議会の合同税務委員会という組織が作っ
ているものです。この両者の租税支出の定義は
異なっており，金額も一致しません。なぜそう
いうことが起こるかといえば，何をベースライ
ンとするのかということ，つまり何を基準にし
て租税支出を計るのかということが違っている
のです。いろいろな歴史的経緯があり，最初は
サリー教授の方法を採用していたのですが，そ
れに異議が出てきて，様々な変更がなされてい
ます。ただ，租税分析局の租税支出レポートも
合同税務委員会の租税支出レポートも，基本的
には同じデータを使っています。すなわち，所
得税の申告書の個票データを使います。
　例えば，申告書の所得控除や税額控除が金額

一度は政府に資金が入り，再び民間に戻さない
といけないわけですが，租税支出だと直接支出
を減らすことができます。なぜなら，税金を取
らないために，支出の必要がないからです。
　否定的な側面としては，既得権化する可能性
がかなりあるということです（資料 8）。これ
は，公平性の侵害に関連します。一部の人を減
免することが，本当に公平なのかということで
す。また，経済活動に対して中立的ではなくな
ります。一部の人への減免は，そこの人たちの
活動を優遇し，ほかの人たちの活動を冷遇する
ために，中立性が損なわれます。
　また，税金を負担しない低所得者は，租税支
出の恩恵を受けることができません。例えば所
得税の場合，課税最低限以下の人は税金を払っ
ていませんから，所得税で租税支出があったと
しても，その人たちは租税支出の恩恵を受けら
れないです。それから，租税支出は，おおむね
高所得者層を優遇してしまいがちです。なぜな
ら，控除は高所得者層の方がたくさん受けられ
るからであり，そのために所得再分配効果を弱
めると言われています。
　租税支出は税制を複雑にし，減免措置が増え
ると，どうしても徴税コストが上がってくるで
しょう。また，脱税や節税行動が多く発生する
かもしれません。もちろん減収になりますから，
税収の見積もりを困難にしてしまうということ
があります。
　租税支出の評価の基準は幾つかあります（資
料 9）。ひとつは高所得者向けが大きくなると
いう所得階層別の視点です。難しいですが，租
税の帰着との関連性，すなわち，本当に誰が負
担しているのかという帰着との関連もあります。
また，中立性としては，租税支出があることに
よって，経済効果が変わってくるのかという視
点があります。
　いまひとつは，直接支出のように直接にお金
を出すのか，もしくは減免するのとどちらがい
いのか，比較する必要があると思います。租税
支出がなければ課税ベースの拡大や税率の低下
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歳入がどれだけ逃げているかということを把握
するために，租税支出レポートを作っているの
だ，ということも指摘されておりました。
　租税分析局による租税支出レポートの作成方
法（資料18）についてです。個票を集めてす
べて集計するということもできるのですが，そ
れは作業量が膨大になるので，ほとんどやって
いません。まず，個票データからランダム・サ
ンプリングをします。ただ，高所得者層や大企
業は100％抽出し，低所得者層は低い抽出率を
適用したサンプリングをするのだそうです。全
体で10万から20万ぐらいのサンプル数を作って
おいて，そこから推計するという方法をとりま
す。個人の家族構成とか年齢とか収入源などの
情報が含まれます。クロスセクション・データ
を作ったり，それを時系列で並べてパネルにす
ることもあります。それによって歳入額の推計
や租税支出の推計を同時に行います。
　租税支出レポートの抜粋（資料19）を見る
と，例えば国防の租税支出が幾らなのか，教育
の租税支出は幾らなのか，といった政策ごとに
表記されています。面白いのは，将来の租税支
出の金額も予測しているということです。日本
の予算では，将来予算という発想はないのです
が，アメリカの場合は将来予算も組んでしまい
ます。本当に合っているのかはよくわかりませ
んが，将来像まで見せるというところは面白い
と思います。
　また，個人別や法人別の租税支出の結果につ
いても報告しています。ただ租税分析局の場合，
所得階層別の租税支出を公表していません。彼
らに言わせると，最終的な帰着というものがよ
くわからないのでやめました，ということです

（資料20）。ただ，過去には計算したことがあ
るらしく，別の機関の租税支出レポートでは登
場しますので，それについては，また後で話を
したいと思います。
　アメリカの議会の中に部屋があり，そこに合
同税務委員会 JTC があります（資料21）。合同
税務委員会とは，1926年に議会内の無党派の委

で載っています（資料12・13）。これらは基本
的には，所得税の租税支出，つまり税の減免で
すので，申告書を使いながら，租税支出の金額
を集計するのです。
　アメリカでは，内国歳入庁でデータベースが
作られて，財務省も議会もこの個票データにア
クセスできます。地方政府も住民の個票データ
を利用できます。個票というのは，一人一人の
データです。連邦政府も地方政府も歳入を予測
するため，もしくは租税支出レポートを作るた
め，エコノミストを配置しています。おおむね，
彼らは Ph.D をもっている経済学者です。彼ら
にデータベースを触らせ，モデルを組んで計算
させているのです（資料14）。
　ただ，個票データですので，誰がどのような
収入を持っているか，すべてわかってしまいま
す。そのため，情報漏えいには罰則規定があり，
規定を破った場合，刑務所行きだそうです。そ
れぐらいの厳しい罰則規定を設け，彼らに個票
データを扱わせているのです。
　連邦政府の租税支出の項目数は，かなり増え
てきているのがわかります（資料15）。しかし，
金額ベースでいったん大きく下がっている（資
料16）のは，レーガン大統領のときの改革だ
ということです。
　財務省にある租税分析局 OTA が，どのよう
な組織なのかについて説明します（資料17）。
租税分析局は，租税政策や租税プログラムの立
案，税制改革のプログラムなどの分析，もしく
は実行に関して，財務次官補や副次官補を補助
する機関です。基本的には，歳入の見積もりの
責任を負う機関で，約40人のエコノミストがい
ます。租税分析局に，租税支出レポートにどの
ような認識をお持ちですか，と聞くと，租税支
出が政策プログラムである限り，政府が助成し
ようとする業界や納税者に対してどのようなイ
ンセンティブを与えるとしているかを明確にす
ることが大事なのだ，だからそういう意味で租
税支出レポートを作っているのです，と言われ
ていました。租税支出は歳入のロスですので，
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　アメリカ会計検査院は，租税支出は裁量的経
費と同じくらいの規模に匹敵していて，増加傾
向でかなり膨張しているということを指摘して
います。個人と法人の租税支出の比較としては，
個人の方が非常に急激に伸びていることが，彼
らの調査で明らかになっています。最大の租税
支出は，企業が負担している医療保険料や医療
費にかかる控除なのだと彼らは言っています。
　また，アメリカ会計検査院は，租税支出の金
額と直接支出の金額を比較しています。例えば，
教育や研修，雇用，社会事業は，租税支出が
960億ドル，直接支出が920億ドルになっていま
す。通常の予算と租税支出を両建てで予算を作
成することを，アメリカ会計検査院は例示して
いるのです。つまり，直接支出と租税支出を比
較しないといけないという問題意識です（資料
25－28）。
　彼らはいろいろ指摘していますが，1994年に
議員の要請に基づいて租税支出を調査したとき
に，租税支出の精査を勧告しています。彼らの
勧告によると，1993年の法律では，政府の支出
の効率性を評価することになったけれども，租
税支出に対しては行われていないということで
す。そのためには，やはり直接支出と租税支出
を同時に提示し，相対的規模を比べるのが第一
歩ではないか，ということです。それで政策目
的を達成しているのか，どちらがよいのか，こ
れらを見直す必要があるということです。結局，
租税支出と直接支出を統合した予算を作成すべ
きだということを彼らは言っています（資料
29）。

6�．アメリカの地方政府の租税支出
レポート

　この研究会は地方税に関するわけですが，よ
うやく本報告も地方政府にたどりつきました

（資料30）。アメリカの地方政府も租税支出レ
ポートを作っていますが，地方政府によって作
成と公開にかなりの温度差があります。昨年，

員会として設立され，税制の分析に関して上下
両院議員の補助をする機関です。私が訪れた現
時点では，博士号を持つ25人のエコノミスト，法
律家，会計士を含む60人のスタッフがいました。
　そこでは，税収の推計や立法の作成などを
やっています。租税支出を推計するためのデー
タは，財務省の租税分析局とほとんど同じで，
納税申告書による個票データからランダム・サ
ンプリングし，20万件のサンプルモデルを作っ
ています。モデル自体も，実は租税分析局のも
のとほとんど同じで，実は元は同じだそうです。
　財務省で雇われていた人が，退職して議会に
流れてくるらしく，モデルをそのまま持ってく
るということです。ここでの租税支出の計算は，
租税支出がなかったときにどれだけ税収が増え
るのかという計算をして，それで税収ロスを計
算しています。その際，経済行動は変化しない
と考えて推計しています。
　合同税務委員会の場合は，所得階層ごとにど
れだけ租税支出を受けているのかを計測してい
ます（資料22）。おおむね，所得階層が増えて
いくならば，税率が高くなるために，租税支出
の金額が高くなってきます。
　租税支出レポートに関して，どのような利用
実態があるのかについて聞きました（資料23）。
まず，政府による利用があります。例えば，税
制改革を実施するときにどういうような効果が
あるのか，歳入を増やしたいときにどの租税支
出を削れるのかという視点です。また，これは
租税支出を膨張させるものですが，政治家が政
策を推進するときに利用されます。あとは研究
者や市民グループが利用することもあります，
ということでした。
　アメリカ会計検査院 GAO にも伺いました

（資料24）。日本の会計検査院は基本的に税金
の使い道の無駄を指摘するところですが，アメ
リカ会計検査院は政府の政策についても評価し，
政策提言をすることにも力を入れています。そ
のため，彼らは，租税支出についても，その規
模や傾向について分析しています。
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公開するようになります，ということを言われ
ていました。
　そういうこともあって，議会も市民も租税支
出というものを，よくわかっていないというこ
とです。担当者も 1 人しかいませんでした。 1
人しかいないのだけど，個票データを使うこと
ができ，租税支出レポートをきちんと作成して
います，と言われていました。
　メリーランド州も，マサチューセッツ州と同
じように売上税がありますから，売上税がほぼ
半分以上を占めるような租税支出の構造になっ
ています。メリーランド州の租税支出レポート
は，おもしろい分類を行っており，構造的な租
税支出，カテゴリー的な租税支出，偶発的な租
税支出の 3 つに分けています。税法の変更なし
に廃止にならず，一般的にはすべての人に適用
するというものを，構造的な租税支出としてい
ます。カテゴリー的な租税支出というものは特
定の受益者のためのものであり，偶発的な租税
支出というのは偶発的に起こるものです。
　次にニューヨーク市です（資料37－40）。こ
こでは，予算透明化の観点から1989年から租税
支出レポートを公表しています。担当部局には
17人の職員がいて，個票データから租税支出を
計測しています。もちろん，市当局の許可手続
きを経ています。担当部局は，住民税や固定資
産税のような税目ごとの区分で部署を分け，租
税支出を推計しています。
　特に固定資産税は詳細なデータを持っていま
す。もちろん，基本的には個票データです。住
民税についても，納税申告の個票データを持っ
ています。これらを用い，クロス・セクション
の推計においては，経済行動を考慮しませんが，
租税支出を評価するときには経済行動を考慮し
たモデルを作っていると，彼らは言っていまし
た。残念ながら，どのようなモデルなのかは見
せてもらえませんでした。しかし，評価する際
は，行動が変化するモデルを使っているという
ことでした。何を租税支出と考えるのかについ
ては，法律そのものを基準としています。その

私が調べた限りでは，コロンビアの特別区も含
めた州政府のレベルにおいて，33の地方政府が
作っています。33のうち，ウェブサイトで公表
しているのは27でした。作成していないのはア
ラスカ州，アカンソー州，ハワイ州などです。
　今回，調査したのは，マサチューセッツ州と
メリーランド州とニューヨーク市で，いずれも
租税支出レポートを作成している地方政府です。
マサチューセッツ州を訪れた理由は，サリー教
授がマサチューセッツ州にあるハーバード大学
に所属していて，サリー教授とともに，租税支
出レポートを作ったのが，マサチューセッツ州
だということもあります。
　マサチューセッツ州では財政悪化があり，財
源確保の必要性があって，租税支出レポートを
作成したということでした（資料31－33）。作
成においては，基本的には納税申告書の個票
データを使います。これは地方政府レベルの個
票データです。また，必要に応じて国レベルの
サンプルデータ，すなわち内閣歳入庁のデータ
も使っているということでした。
　マサチューセッツ州の歳入局では，エコノミ
ストや統計学者がいて，彼らはデータ閲覧権を
持っています。クロス・セクション・データや
パネル・データを利用したり，年度間比較に
よって，歳入予測を行っています。また，租税
支出の分析は議会に提出されるということです。
　マサチューセッツ州は州政府ですので，租税
支出にも特徴があります。連邦政府は間接税の
租税支出が存在しないのですが，州になると売
上税があります。アメリカの消費税は基本的に
は地方税です。そのため，売上税の租税支出の
項目が登場します。
　次のメリーランド州は小さい地方政府です

（資料34－36）。それでも1970年代の後半から
租税支出レポートが作成されています。ただ，
この地方政府は，租税支出レポートの公開には
後ろ向きで，議会の予算審議には提出されず，
インターネットでも公開されていなかったとい
うことです。ただ，2008年よりウェブサイトで
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家計を対象にしたものも多いのですが，日本の
租特の場合は企業向けが中心で，家計向けはほ
とんどありません。
　租特の法律は「当分の間」と言いながらずっ
と続いています。何々を軽減もしくは免除もし
くは還付とあり，つまり本則とは別の特例と
なっています。租特も課税原則の逸脱ですので，
その必要性について検討すべきだと思います。
　財務省が毎年開示している「租税特別措置に
よる減収額試算」が，日本の租税支出レポート
だと一応考えられます。これをグラフ化してみ
ると，租特の合計金額は若干伸びてきています

（資料43）。
　租特の減収額試算は財務省が推計しており，
いろいろな集計されたデータを掛け算したり，
足し算したりすることで，計算されています

（資料44）。減収額の計算は，租特の項目ごと
に計算式が定められており，その計算式に当て
はめることで推計がなされます（資料45）。こ
の方法は，納税申告書の個票データを使うアメ
リカとは全く違う方法です。こういう方法であ
れば，所得階層別など，詳細な分析は公表され
ません。
　地方税についても減収額のデータが存在しま
す（資料46）。たとえば，固定資産税の減収額
は一番大きいです。これだけの税の減免をやっ
ていますということが，マクロレベルにはわか
るのですが，地方自治体ごとにはなかなか把握
できないです。
　近年，租特をめぐって，いろいろな政治的な
動きがありました（資料47・48）。昨年ですが，
169回通常国会で，民主党の中川議員が「租税
特別措置の政策効果等に関する質問主意書」と
いう質問をされました。
　「租特を行政上の政策に導入している省庁で
は，毎年行われる税制改正の審議に当たり，各
政策の目的に基づき，租特の新設，拡充及び延
長を希望する旨を記載した要望書を財務省に提
出している」。つまり毎年，これだけの租特を
やってください，ということを省庁は要求して

法律において特別の措置だと考えられるものは，
租税支出だと考えているようでした。
　市レベルの地方政府なので，住宅向けの租税
支出が半分くらいを占めています。戸建てや集
合住宅，新築，改築を促すような租税支出とい
うのがあります。あと，ニューヨークというこ
ともあるのですが，商業関連が個人関連よりも
大きいです。例えば，ホテルなどの経済開発を
促すような租税支出というのがあります。
　ニューヨーク市の場合，自治区が幾つかに分
かれるのですが，その自治区ごとに地域別の租
税支出を公表していることが興味深いです。つ
まり，この地域では，このような租税支出のプ
ログラムがある，これだけの税の免除をやって
いる，ということを金額で明示しています。そ
の理由は，地域開発にあるということでした。
また，ニューヨーク市も，所得階層別の租税支
出を計測しています。
　地方政府の租税支出レポートは，どういう利
用実態があるのかについて尋ねました（資料
41）。たとえば，首長が予算審議をする際に，
予算関連資料として租税支出レポートを活用す
ることがあります。また，議会，行政，住民，
マスメディアが，租税支出の廃止や見直しを要
求する際に，租税支出レポートが根拠になりま
す。つまり，これだけの税金の免除をやってい
るではないか，これはもう廃止しようか，とい
う場合の論拠に使われるわけです。ただ，税金
の還付や減免は，景気対策に利用されることも
あるとのことでした。全体として言えることは，
納税者団体，業界団体，産業団体などが，租税
支出レポートに関心を持っているとのことでし
た。

7．日本の租税特別措置

　続いて，日本はどうなっているかということ
です（資料42）。日本には，租税支出という概
念はなく，租税特別措置の概念が近いものと
なっています。アメリカの多くの租税支出は，
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衆議院に送られたのですが，否決されて廃案に
なっています。
　「租特透明化法案」は，租特に関して，基本
理念とか国の責務とか，適用実態とか正当性と
か，そういうものをきちんと定めて，整理合理
化を推進しなさい，という法案です。私は，必
ず廃止は極端だとは思いつつ，適用実態を明ら
かにし，検証されることは大事だと思います。
　新設や変更するときには，できるだけ合理的
な推計をして，それが有効なのか，公平性があ
るのか，合理的なのか，ということを十分に検
討しなさい，という視点は，当然のような気が
します。具体的な適用実態報告と調査は，財務
大臣に責任があるとされています。
　また，会計検査院が，租特について調査する
ように書かれています（資料51）。会計検査院
ですが，平成14年度の決算検査報告から，租特
に注目していて，毎年 1 つずつ租特について検
査報告をしています。しかし，今の会計検査院
は，毎年，すべての租特について調査できるわ
けではありません。
　会計検査院の租特の検査報告ですが，最初は
法人税，今年は青色申告特別控除の適用実態に
ついての報告になっています。租税検査課の
方々に聞くと，例えば生命保険控除が，どうい
うふうに使われているかを調査する際に，国税
庁のデータベースを使うことができないために，
現物の申告書を手入力して調査したそうです。
問題は，会計検査院ですら，国税庁のデータ
ベースにアクセスできないということではない
かと，私は思っているのですが，このことは，
アメリカとはかなり違う状況になっています。

8．ま と め

　まとめに入ります。アメリカ連邦政府の租税
支出レポートによると，租税支出の項目と金額
は増加傾向にあります。このことをどう考える
かです（資料52）。

いる，ということです。
　「会計検査院の検査報告等によると，関係省
庁においては，租特について，その拡充，延長
等の改正の要望をする際に，財務省に対して租
特による減収見込額を提示することなどにより
その効果等の検証を行っているとされている」。
つまり，会計検査院の検査によると，関係省庁
はきちんと減収額に見合うだけの効果があるこ
とを，財務省に報告している，ということです。
　「また，平成十四年から『行政機関が行う政
策の評価に関する法律』が施行されたことに伴
い，行政機関の長は，政策評価に関する基本計
画や事後評価の実施に関する計画を定め，これ
らに基づき事前評価や事後評価を実施しており，
租特についてもその効果等の検証を行っている
ものとされている」。つまり，租特についても
政策評価をするということになっていますよね，
ということです。このあたりのロジックは，ア
メリカ会計検査院にかなり似ています。
　やっていることになっていますよね，と言い
ながら，実はほとんどなされていません。結局，
質問は「昨年の制度改正の対象項目となってい
る租特について，関係省庁及び財務省は，改正
対象項目ごとに，その政策効果や必要性などの
政策評価の具体的内容を明らかにされたい」と
なっています。つまり，租特を続けるのだった
ら，それだけの効果があるのか，必要性がある
のかを検証しなさい，ということです。
　この質問に対して，当時の福田康夫内閣総理
大臣が，どういう答弁をしたかというと，個々
の租特について必要性はあるのだ，効果はある
のだ，と言いながらも，そのほとんどについて，
数量的な検証がなされていない，ということを
明らかにしました。つまり，効果がある，と
言っただけで，どれだけ効果があるか，政府は
きちんと数量的な裏付けを提示できなかったの
です。
　そこで，民主党は何をしたかというと，通称

「租特透明化法案」という法案（資料49・50）
を参議院に提出し，可決いたしました。その後，

06地方税-上村.indd   89 2010/02/18   15:14:30



- 90 -

言われるのですが，租税による「隠れた補助
金」は，租税が社会保障を担当していることと
同じであり，税と社会保障の一体改革を考える
上でも，租税支出レポートは必要だと思います。
　ただ，現実に導入をしていくことは，結構難
しいかもしれません。仮に，アメリカのような
水準で租税支出レポートを作成する場合のもっ
とも大きな問題は，租税支出を推計するデータ
ベースの利用です。日本では国税庁がデータ
ベースを持っていますが，そこにアクセスする
のは困難です。納税申告書のデータベースが利
用できるようにすることは，プライバシーの配
慮をしないといけないので，罰則規定をどう設
定するのか，ということも関係します（資料
54）。また，どのように評価していくのかとい
うことも大事です。特定の機関にこだわりはな
いのですが，たとえばアメリカ会計検査院のよ
うに，日本でも会計検査院が租税支出を評価を
するような体制は大事だと思います。
　明らかに政府に足りないのは専門的なスタッ
フであり，データを分析できるエコノミストを
充実させ，租税支出レポートを作成したり，評
価する必要があると思っています。
　いま，公会計によってバランスシートを作成
することが，国でも地方自治体でも浸透してい
ます。バランスシートの善し悪しは置いておい
て，租税支出レポートについても，同じような
浸透が，日本でも起こればいいのではないかと
思っています。
　実際，ほとんどの先進国が，租税支出レポー
トを作成しており，中国も作成を始めていると
聞きました。日本も，租税支出レポートを作成
するべきだという気がしています。地方自治体
はこういう業務が増えると大変だと思いがちで
すが，租税支出レポートは，どれだけ政策的に
住民をサポートするかということを開示できる
仕組みです。したがって，行政の姿勢をアピー
ルできる方法のひとつなのではないかと考えて
います。本日はありがとうございました。

　租税支出レポートを作った当初には，租税支
出をできるだけ抑制して財政赤字を減らすとい
う目的がありました。つまり，できるだけ租税
支出を抑制していきたいわけです。当初は抑制
を目標としていたのに，実態としては逆になっ
てきました。租税支出がいったん制定されてし
まえば，半永久的に歳入ロスが発生してしまい
ます。なぜこのようなことになったのでしょう
か。考えられることは，いくつかあります。特
にアメリカの政治的な状況として，議員が租税
支出を利益誘導に使ってしまう，租税支出を
使って自分の擁護している団体に利益誘導する，
ということがかなり見られるそうです。
　地方政府に目を向けると，租税支出レポート
を作る地方政府は多いものの，温度差があって，
作成していない地方政府もあります。また，形
式に統一性がほとんどありません。この地方政
府は，こういうことを開示しているが，違う地
方政府ではそういう開示がないなど，統一性が
全く見られません。かといって，租税支出レ
ポートに意義がないかというと，そういうこと
はないと私は思っています。租税支出レポート
により，財政の透明性は向上すると思います。
健全化，安定した経済成長，国民による政府の
ガバナンスの向上という意味では，租税支出レ
ポートは大事だと思います（資料53）。
　国民がプリンシパルで，政府がエージェント
だとします。このとき，情報の非対称性によっ
て，プリンシパルの言うことを聞かないエー
ジェントがいるわけですので，きちんとプリン
シパルが統制するためにも，租税支出レポート
があることは大事だと思います。実際に，IMF
や OECD のレポートでも，財政の透明性が重
視されており，その手段としての租税支出レ
ポートが推奨されています。
　特に日本において，今後に財政再建を進めて
おく上で，どれだけ租税支出があるのかという
情報は，非常に大事だと思います。また，税と
社会保障を一体的に改革する必要があるとよく
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　　はしがき　　本稿は，平成21年 4 月21日開
催の地方税研究会における，京都産業大学経済
学部准教授 八塩裕之氏の『個人住民税の課税
ベース拡大による地方税改革』と題する講演内
容をとりまとめたものである。尚，当日の配付
資料を本文末尾にまとめて掲載している。

1．はじめに

　財政学の議論では基本的な財政の役割は 3 点，
すなわち第 1 に道路やバスといった公共財を供
給するという資源配分機能，第 2 に所得の高い
人から低い人への所得再分配機能，第 3 に景気
変動を安定的にするという経済安定化機能とい
われます。その中で地方自治体の役割として
もっとも重要なのは通常，第 1 の資源配分機能，
すなわち，公共財の安定供給であるとされます。
第 2 の所得再分配については，本来その財源に
関していえば自治体の中ではなく，国が広い観
点から対応すべきです。それから第 3 の経済安
定化は，一地方で景気対策をやるよりも，国が
大きいところでやるべきだとされます。地方自
治体の役割はとにかく，公共財をきちんと景気
に左右されずに安定的に供給することだと。そ
うすると地方税の役割は，そのための財源を安
定的に確保することであるといえます。
　そういう観点でわが国の地方税制を見ると，
非常によく言われることですが，法人課税の比

率が高すぎるのではないか。公共財の財源の安
定確保の点で非常に問題が多いといえます。問
題の第 1 は税収の偏在，第 2 は景気による税収
変動が激しい点です。それから第 3 は応益性の
問題で，例えば，企業も自治体から公共財の便
益を受けるではないかという話はありますが，
一方で大企業の場合，自治体が法人税をかけた
ときの負担の帰着があいまいで，例えば自社の
商品価格に転嫁してしまうことが考えられます。
法人税の負担を誰が負うかは非常にあいまいな
ので，往々にして大企業に課税してしまえとな
る。この研究会でも超過課税が話題となりまし
たが，やはり問題が大きいといえます。
　地方税の役割が公共財の財源調達である点を
重視すると，伝統的に固定資産税が重要だとい
うことと，もう 1 つはやはり個人住民税，以下，
単に「住民税」と呼びますが，やはり自治体の
住民への課税が基本ではないか。今日の目的は，
法人課税ではなく住民税に重点を置く地方税改
革を検討することです。
　住民税は近年，累進税から10％の比例税に改
革されました。その狙いは税源移譲とともに応
益性の改善であり，累進課税よりも比例課税が
望ましいことがその根拠です。しかし，もう 1
つの大きな問題が残されている。それは住民税
の課税ベースが非常に狭いことです。後でデー
タを示しますが，わが国の世帯の 1 / 4 が住民
税負担ゼロであり，これは応益性の点で問題で
はないかということです。

個人住民税の課税ベース拡大による
地方税改革

京都産業大学経済学部准教授 八塩裕之
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　その 1 / 4 の世帯は低所得世帯なので，それ
に税をかけるのは公平性の点で問題があるので
はないかとなりますが，そうではない。重要な
点は，公平性の問題は，一番始めに申したよう
に本来国の仕事ではないか，ということです。
自治体の税は応益性を中心に考えて，あまり公
平は考えず，なるべく広く住民に負担してもら
うべきであり，公平は国が考える。日本の問題
は，住民税で応益性といいつつ公平も配慮する
ため， 2 つの機能が混乱している点にあります。
国の所得税と住民税の役割をきちんと分けるべ
きだ，ということが言いたいのです。
　レジュメ⑷で本日検討する税制改革を説明
すると，①は住民税改革です。今日は均等割で
なく所得割に話を集中しますが，非常に極端で
すけれども，住民税について給与・年金控除を
含め所得控除をすべて廃止します。次に②で，
個人的にはこの話を考える機会が最近多いので
すが，国の所得税で還付可能な税額控除を導入
し，税金を取るばかりではなく，低所得者に再
分配することが考えられます。実際にはどう
やって執行するかなど問題はあり，それについ
て今日は触れられませんが，いずれにせよ再分
配は国が対応します。
　それから③ですが，①で住民税収が大きく増
え，国は②の税額控除でマイナスの税が入りま
すから地方自治体に税源が移されますが，それ
を用いて，地方の法人二税を国税に移す。する
と，①から③で法人二税と所得税の税源交換と
なります。住民税は課税ベースを拡大させ，な
るべく多くの住民に負担してもらい，文字どお
り地方の基幹税となります。最後に④で，税制
改革前後で自治体間に勝ち負けがないように，
全自治体の収入が改革前後で不変なように，地
方交付税を調整する。これによって現在の自治
体の収入配分が固定され，これには問題も含み
ますが，今日は時間もありません。交付税と補
助金，本当はここはもっと議論が必要ですが，
今日は大雑把にさせていただき，ブロック化し
ます。

　こうした改革以降，歳出に対する歳入過不足
は自治体が，法人の超過課税や交付税の追加で
はなく，住民税の税率調整で対応することが重
要です。これによって自治体が追加的に財を供
給するために必要な財源は，住民がその便益の
対価として追加的な税負担増でまかなう。住民
が望まない公共サービスをやめれば，税負担は
軽減される。こうして自治体は課税自主権を行
使しつつ，住民と向き合って税率を決めること
になるのです。
　レジュメ⑸ページで改革の狙いを整理しま
す。まず，改革で住民税負担は低所得者も増え
ますが，国で税額控除を導入すれば，所得税・
住民税の合計ではむしろ負担軽減も可能かもし
れません。それから，低所得者も含めて大半の
住民に住民税を負担してもらうことで，住民税
収は大幅に増え，文字どおり基幹税となります。
一方で，税源が法人二税から課税ベースの広い
住民税に代わるので，安定性や税収偏在が改善
します。特に住民税の課税ベース拡大が，住民
税の税収偏在を地方消費税並みに改善する点が
重要です。そうした質の良い税源を自治体に与
えた上で，あとは税率を自ら決定してもらうの
です。それによって限界的財政責任，経済学で
重視される考え方ですが，例えば自治体がある
追加的な公共サービスを実施するときに，歳出
増加分は住民から追加的に税を徴収するという
責任を徹底させます。すると，そのサービスを
追加で供給すべきか否かという判断が，住民が
それを追加的な税を負担してまでやるべきかど
うか，という点からなされます。地下鉄とか市
営バスなどのサービス充実に関して，住民が本
当にそれを必要かを考える機会になるのです。
　なお，地方消費税はよく税源交換で話題にな
りますが，自治体に税率を決める権限がない。
私も実際，消費税 5 ％のうち 1 ％を地方に払い
ますが， 1 ％が自治体に行くなどということを
あまり考えたことがない。住民税の場合は，私
の自治体は税率を10％から11％に上げるらしい
などとなることで，限界的財政責任の徹底が可
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税制を簡単に説明します。次に 3 の「日本の住
民税の問題点」で，課税ベースの浸食がなぜ問
題かを議論し，最後に， 4 で税制改革の効果を
データで分析します。

2．スェーデンの税制の概要

　レジュメ⑼以降で，最初にスウェーデンの税
制を説明します。スウェーデンは高福祉高負担
で非常に税金も高いですが，地方自治の充実も
有名です。ポイントはそこに書いたとおりで，
すでに「はじめに」で述べたので省略します。
もっとも，地方分権が発達しているとはいえ，
国と地方の関係に関するドタバタはやはりある
ようで，今回の景気悪化でも自治体の税収減少
が深刻で，国による一時的な支援も検討されて
いるようです。その点で何もかも順調というの
ではないが，おおむね評価は高いようです。
　レジュメ⑽は，スウェーデンの税収状況を示
しました。単位は，10億 SEK（スウェーデン
クローネ）です。最近の経済危機で円レートが
変わっていますが，表では金額よりも比率を見
て下さい。まず，税収の対 GDP 比率は約50％
で非常に大きい。その上で，国の所得税収は
410億 SEK，それに対し中・低所得者に配る税
額控除が－810億 SEK であり，事実上マイナ
ス税収です。一方，国の税収として VAT が
2,660億 SEK と大きく，税率はよく知られるよ
うに25％です。それから地方税，表は市と県の
合計ですが，その税収は4,540億 SEK で，これ
はすべて住民税です。これと比べると，国の所
得税収は，所得が高い人に限定的にかけるため
410億 SEK しかないのです。次に，社会保険
料は4,440億 SEK で，これも非常に大きいです
が，後述のようにこれは本人の年金保険料負担
とともに，雇用主負担が大きいです。
　次にレジュメ⑾は少し細かいですが，勤労所
得課税の具体的な制度です。右側の表ですが，
所得税・住民税の計算ではまず課税所得を計算
する必要があり，給与収入から基礎控除，日本

能になるということです。
　実際にこうした税制をとる国として，ス
ウェーデンがあります。スウェーデンは非常に
高福祉高負担の国で，後ほど述べるように，こ
れは日本ではとても無理という点も多い。しか
し，一方で地方自治が発達しており，その中で
こういう税制が行われています。
　その税制はあとで説明するので，ここは要点
だけですが，地方自治体の税収はすべて個人所
得課税です（英語は「local tax」ですが，以下
では便宜上「住民税」と呼びます）。その課税
ベースは非常に広くて所得の大半に課税される
ため，税収調達力が非常に大きい。その上で税
率は各自治体が決めますが，非常に高く，県と
市の合計で約30％です。すなわち低所得者も，
日本ではあり得ないですが，給与の30％が税と
して徴収されます。国から地方の財政調整もあ
りますが，自治体はまず住民税を集めねばなら
ない。しかし課税ベースが広いため，多額の税
収を確保できるとともに，税収の偏在も小さく，
また景気変動に対しても安定的です。一方，国
の所得税は所得再分配に徹しており，所得の高
い階層に対し所得税を課しますが，所得の低い
人には税をかけず，そして中・低所得者に税額
控除を適用するため，国のトータルの所得税収
はマイナスになってしまっています。一方で消
費税や法人税は全額国の税収です。
　その上で歳出は，国と地方の分担が徹底して
おり，これも今日は触れませんが，例えば地方
がある仕事をやる場合，その財源は住民税でま
かなうことが基本です。すなわち，住民税は公
共財供給の財源調達，国の所得税は所得再分配
という役割を担っています。もちろん，日本で
すぐにこうした改革は無理ですが，それにして
もこうした発想が非常にない。今日はわが国で
こうした税制を適用した場合の計算結果も示し
つつ，税収偏在や安定性，自主性といった問題
が大きく改善される点を議論したいと思います。
　以上が報告概要ですが，レジュメ⑻は今日の
プレゼン内容です。まず 2 で，スウェーデンの
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険料負担を計算するのです。個人はそれを
チェックして終わり，間違っていれば修正しま
す。もちろん，日本ではこうした制度は不可能
です。
　次にこうした税制で負担がどれくらいになる
か，を実際に計算します。レジュメ⑿は勤労所
得20万 SEK，日本円で300万円程度を稼ぐ個人
の税負担を実際に計算しました。スウェーデン
の平均勤労所得が大体33万 SEK なので，平均
よりだいぶ下ですが，そうした人の負担の実態
です。表の右は，勤労所得が50万 SEK で，平
均より上の人ですが，考え方は同じなので，以
下では20万 SEK の人で説明します。
　ここで勤労所得20万 SEK は，雇用主の社会
保険料負担支払い後です。表の100は，100％を
示します。まず国の所得税ですが，スウェーデ
ンでは所得が低い人には所得税をかけませんか
ら，0.00です。それから，住民税は自治体で税
率が異なるのですが，ここでは平均で考えまし
た。基礎控除以外はすべて課税され，負担率が
27.78％と非常に大きくなります。これに社会
保険料の 7 ％を足すと合計負担率は34.78％で
すが，これに税額控除が入ります。ひとつは

「年金保険料に対する税額控除」で，先ほど払っ
た7％がそのままマイナス，次に「労働所得に対
する税額控除」が3.75％です。従って－10.75％
となり，最終負担率は24.03％，これを一括で歳
入庁に払います。この負担以外にも VAT25％
や雇用主段階の保険料負担が32％と，本当に低
所得者ですら負担は大きいです。
　ここで重要な点は，国の所得税はゼロにも拘
わらず，税額控除のマイナスがあることです。
しかし，一方で住民税の31.55％は基本的に
払ってもらう。それから，年金保険料 7 ％もき
ちんと払う。その上で負担軽減を国が行うので
す。住民税や保険料は穴をあけず，マイナスは
国が対応する。住民税は自治体の唯一の税源で，
公共財の安定供給を支える役割を担うからです。
なお，公的年金給付や手当もすべて住民税の課
税ベースに入るため，ほとんどすべての人が住

円で大体20～50万円を引きます。所得控除は基
本的にこれだけで，あとはすべて課税所得です。
すなわち，課税ベースが非常に広い。次に税率
構造を見ると，国の所得税は，平均勤労所得よ
り少し上ぐらいまではいわゆるゼロ税率で税は
かからず，これを超えると20％，さらに上の所
得には25％をかけます。一方で住民税は，課税
所得全体に31.55％がかかります。このうち県
が10％，市が20％，ただし税率は各自治体が決
めるため，数％の違いがあります。30％は日本
より圧倒的に高いですが，それが広い課税所得
に適用される点が今日の報告では重要な点です。
　次に社会保険料負担は，給与分配前に雇用主
負担が32.42％，それから年金保険料が受け取
り給与の 7 ％です。ただし，この年金保険料は
日本と同じく支払額の上限があります。
　一番下は税額控除ですが，これは地方でなく
国だけに適用されます。「年金保険料に対する
税額控除」は少しわかりにくいですが， 7 ％の
年金保険料分がそのまま税額控除されます。一
方「労働所得に対する税額控除」は最大十数万
円程度の税額控除です。この税額控除の政策目
的は，低所得者への所得再分配というより中・
低所得者の就労促進のようですが，結果として
国の所得税だけをみると，所得の上から税を
取って下に税額控除で回すという，所得再分配
になっています。こうした制度の経済的な意味
は後ほど触れます。
　次にレジュメ⑾の左ですが，スウェーデンは
税の徴収システムが日本と大きく異なり，所得
税と住民税，年金保険料をすべて一括納税しま
す。日本では税務署と自治体と社会保険庁は
別々ですが，スウェーデンは歳入庁で，これら
の総額を一括徴収します。その後，歳入庁が，
国は幾ら，○○自治体は幾ら，年金基金は幾ら
と分配します。それから 2 番目に，納税者番号
が非常に発達しています。スウェーデンでは納
番を活用してすべての所得情報が歳入庁に集ま
るため，それをもとに歳入庁が各住民の所得税

（勤労所得税と資本所得税）・住民税・社会保
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給に支障をきたすことです。
　この 2 つの問題を，レジュメ⒂以下でデータ
をもとに具体的に議論します。まず①は，住民
への応益性・限界的財政責任の問題です。レ
ジュメ⒂の 表 は， 報 告 書（ 田 近・ 八 塩，
2009 1）からの引用です。表の計算方法は今日
はあまり触れませんが，いわゆる国民生活基礎
調査の個票データを用いました。データの
19,980世帯を10の所得階層に分割し，各階層の
税の負担実態を示しています。低所得階層が第
Ⅰ階層，高所得階層が第Ⅹ階層です。
　レジュメ⒂の表から得たインプリケーション
をレジュメ⒃に記しておりますので，それを説
明します。まず第 1 に，住民税の課税ベースが
いかに狭いかです。表の「住民税の課税所得比
率」は世帯所得に対する課税所得の比率で，具
体的にはデータから給与，事業所得，農業所得，
年金，財産所得等々を拾って合計し，そこに税
法で給与所得控除や公的年金等控除，基礎・配
偶者・扶養控除などを順々に当てていって課税
所得を計算し，その比率を各階層で平均しまし
た。結果をみると，課税所得比率は第Ⅰ階層で
0.7％でほぼゼロ，第Ⅱ階層もわずか4.1％です。
表の下の日本全体も39.5％で，実に世帯所得の
6 割が課税所得から除かれています。ここには
書いていませんが，給与所得控除と公的年金等
控除が非常に大きい。従って10％比例税といい
つつ，実際の住民税負担率は，第Ⅴ階層でも 2
～3％です。
　第 2 に，レジュメ⒂の表の一番右は，世帯所
得に対する住民税負担率の分布ですが，住民税
負担ゼロの世帯が4,805世帯，すなわち全体の
1 / 4 に及ぶことです。この 1 / 4 はもちろん低
所得世帯ですが，より具体的には年金世帯（世
帯所得の半分が年金の世帯）が多く，4,805の
うち3,000以上です。これは低所得者に税を課
さないことの徹底でしょうが，自治体が供給す

民税を負担します。一方で，消費税や法人税が
国の財源です。
　住民税が地方で唯一の税源なので，（自治体
間の財政調整もありますが）税収較差の問題は
当然あるようです。首都ストックホルムは所得
が高いため税率が低くなり，地方は若干高くな
る。しかし，住民税の課税ベースを広くとるこ
とで，後ほど日本も示しますが，税収偏在はか
なり緩和される点は重要です。基本的な考えは
地方自治体に，景気変動にあまり影響を受けず
偏在もない良い税源を 1 つ与えることです。
　 3 月に現地で話を聞いたのですが，その際，
自治体の税収はまっすぐ（安定的）で，景気変
動の影響は国なのだと言っておりました。日本
は地方消費税があるが，どうかと聞いたところ，
悪くはないが住民税があるからいいと。それで
足りない場合はどうするのかと聞くと，国に基
礎控除の撤廃を要望すると言い，とにかく住民
税の課税ベース拡大が重要なようです。応対者
の個人的意見とはいえ，非常に印象的でした。

3．わが国の住民税の問題点

　以上がスウェーデンです。日本とは大きく異
なる国ですが，しかし，住民税の課税ベースの
考え方は重要と考えました。わが国では住民税
の課税ベース浸食が大きく税負担ゼロの世帯が
多いのですが，これが様々な弊害を起こしてい
ます。以下ではこの点を議論しますが，問題は
2 点に整理できます。
　簡単に述べておくと， 1 つは住民に対する限
界的財政責任の問題で，税負担ゼロの人が多い
と，例えばある公共サービスが要るか要らない
かの局面で，「要らない」というストップがか
からないことです。もう 1 つは，住民税の課税
ベース浸食が自治体間の税収偏在を起こすこと，
また税収調達力の減少であり，公共財の安定供

1　田近栄治・八塩裕之（2009）「個人住民税負担の実態と改革について」国立社会保障・人口問題研究所編『所得・
資産・消費と社会保険料・税の関係に着目した社会保障の給付と負担のあり方に関する研究』
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らは都道府県と市町村の税収合計で計算してい
ます。表 1 は県民一人あたり税収で，単位は千
円です。この表のインプリケーションはレジュ
メ⒆の①，②に書いています。まず①ですが，
表 1の一番下に税目ごとに県民 1 人当たり税収
の最大と最小の県を示しています。住民税を見
ると，一番大きいのは東京，小さいのは沖縄で，
格差は3.03倍です。以前はこれが3.8倍ぐらいで
あり，10％比例税率にしてかなり改善されまし
た。しかし，その横の地方消費税は1.88倍であ
り，これに比べると，まだまだ偏っています。
後ほど示すように，実は課税ベースの浸食に大
きな原因があります。その直観は先ほど図で示
しましたし，基本的に獲得した所得が消費で出
ていくので課税ベースを広げると地方消費税に
近くなるのは理解できるところかと思います。
　次に②の法人二税は最大の東京・最小の長崎
で6.4倍で，これがよくいわれる税収偏在です。
安定的に公共財の財源を捻出すべきときに，こ
れだけ偏るのは問題といえます。
　レジュメ⒆の③は，課税ベース浸食が住民税
の税収調達力を減少させる問題です。具体的に
は表 2です。表 2は表 1の裏返しですが，10％
の比例住民税の税収が全収入に占める比率を，
都道府県別に示します。地方の自治体でこれが
非常に低く，例えば秋田は5.8％，島根は5.2％
と収入全体の 1 /20程度で，基幹税とはいえな
い状況です。これを課税ベース拡大で大きく改
善できることを後で示します。なお，東京や神
奈川の比率はやはり高く，20％ぐらいです。
　また，東京は全収入に対する法人二税の比率
が25％に及びます。法人二税は景気が良かった
り悪かったりで大きく増減するという不安定性
が大きい。また応益性の問題も含め，その比率
がこれだけ高いことは，公共財の安定供給のた
めに好ましくないといえます。

4．税制改革の効果

　次に，税制改革でこれらの数字がどのように

る公共財の費用を住民から求めることが目的の
住民税の場合，これはむしろ問題ではないか。
とくに，自治体が公共財を追加供給するために
住民税率引き上げを問うた場合，負担ゼロの人
は反対するインセンティブをもたない。経済学
では自治体の非効率な歳出を防ぐ点から，こう
したインセンティブを限界的財政責任といって
重視しますが，それが効かない構造になってい
ます。問題は，応益性と公平性の混同にある。
住民税は課税ベースを広く取り，なるべく多く
の人に負担をしてもらった上で，低所得者の対
応は国が対応すべきではないか。その 1 つの手
段が税額控除です。
　次に，課税ベース浸食がもたらす 2 つめの問
題である，自治体間の税収偏在や税収調達力の
減少です。まず，税収偏在はレジュメ⒅にもっ
とも直観的な図を示しました。先ほどの表は個
票データから作成しましたが，今度の図は県民
経済計算や地方財政統計年報の都道府県データ
を使ったので，データ上，先ほどの表との連関
はありません。この図の計算の際，細かい点で
データがなく，計算がややアバウトな点もあり
ます。したがって，結果は少し幅を持って見る
べきですが，傾向は十分示していると思います。
　図では，各都道府県別の給与，年金収入，事
業・農業所得など，家計の所得に対して住民税
の課税所得がどれだけの比率かを，都道府県別
に示しました。一番比率が高いのは東京で，大
体55％です。東京は所得が高いのですが，所得
控除の比率は所得が高いほど小さいことが原因
です。次に比率が高いのは神奈川，千葉，愛知，
兵庫，埼玉，大阪です。一方，課税所得の比率
が低いところ，すなわち課税ベース浸食が激し
いところは厳密な順位にあまり意味はないと思
いますが，例えば沖縄，高知，島根などです。
この図は住民税の課税ベース浸食で，どういう
自治体が不利になるかを端的に示しています。
　実際に税収格差の実態を示すため，これはパ
ワーポイントでは非常に小さくなるので，ワー
ドの別紙で表1と表2をつけております。これ
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すが，そのかわりに法人二税を国に移します。
すなわち，法人二税と所得税の税源交換ですが，
法人二税を地方から離し不偏性や安定性を改善
させることがねらいです。そうすると，国の法
人税比率が相当高くなりますが，そこから先は
国の問題だと思います。すなわち，わが国の税
制がそもそも法人税に依存しすぎではないかと
いうことですが，この問題は今日はこれ以上触
れないこととします。
　次に交付税などですが，ここは単純化のため，
各自治体と国の勝ち負けがないように，すなわ
ち改革前後で自治体の収入が変化しないように
調整します。その結果，数字だけを見れば改革
に反対する人はいないことになります。改革に
よって，所得税と法人二税の税源交換で約 2 兆
円が地方に移り，同額だけ国からの交付税・補
助金が減ります。
　改革以降，交付税・補助金をブロック化して，
その後の歳出入の過不足はすべて住民税率の調
整で各自治体が対応する。もちろん，実際は，
歳出について国と地方の役割をきちんとわける
などが必要でしょうが，その点も今日は触れな
いこととします。非常に激しい税制改革ですけ
れども，とにかくこれで計算してみたというこ
とです。
　改革効果はレジュメ�で，これは先ほどの所
得10分位の税負担が改革後にどのようになるか
を表で示し，インプリケーションをレジュメ�
に示しました。表は税額控除の効果を所得税本
体とわけて示しました。すなわち，住民税の課
税ベースを大きく広げる一方，税額控除のマイ
ナスを外側から加える形になっています。
　まず，一番重要な点である住民税負担をみる
と，世帯所得に占める住民税の課税所得比率は
89％にもなります。もとの40％が89％になるの
で，住民税の税収は倍以上，負担率は全階層で
8 ％程度に大きく増えます。まさに比例税であ
り，所得の低い世帯もすべて払うことで応益性
が徹底されます。実際，住民税負担ゼロの世帯
数を表の右側に示しましたが，ほとんどなくな

変わるかを見ます。税制改革案の概要は「はじ
めに」で説明しましたが，より具体的にレジュ
メ⒇に示しました。その内容はかなり激しいの
で即座の実施は難しいですが，しかし，先に述
べた問題を改善する効果はかなり大きい。それ
を示したいということです。
　まず住民税は，非常に激しい改革ですが，社
会保険料控除以外の所得控除，すなわち基礎控
除や配偶者・扶養控除，給与・年金控除をすべ
て廃止します。社会保険料控除をなぜ残したか
といえば，社会保険料は支払いなので残したと
いうことで，これをほかに代えることは可能で
す。ただし，これ以外の人的控除などはやめる
ということです。
　一方で，国の所得税において還付可能な税額
控除を導入し，所得再分配を行う。その際，ど
のように税額控除を仕組むか，最近，定額給付
金の話もありましたが，低所得者にどのように
お金を還付するかが非常に難しい。本来，ここ
はきちんと議論すべきで，先のスウェーデンで
は所得税と住民税と社会保険料を一括徴収する
中で，所得税の税額控除の還付を，住民税と社
会保険料の負担軽減として行っている。ただし
今日はこれ以上踏み込まず，少し非現実的です
が，国民全員一律の税額控除を淡々と戻すとし
ます。なお，人的控除を含む所得控除を廃止し
て，それを税額控除にかえる改革は，世界の多
くの国でなされていることを付け加えておきま
す。
　ここでは改革案をシンプルにするために，国
の所得控除はそのままとします。すなわち，住
民税で課税ベースを拡大して税収を取り，その
財源を所得税の 1 人当たりの税額控除で回すこ
とにして，国民全体の所得税・住民税負担は改
革前後で不変とします。私は所得税の所得控除
も本来は改善すべきと思いますが，今日は分析
簡単化のために，その点は目をつむります。計
算の結果，税額控除額は一人当たり9.75万円に
なります。
　これによって，税収が大きく地方へ移されま
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かなり是正されることを直観的に示しています。
　次に，改革が収入に与える効果を都道府県別
にみたのが，別紙でつけてある表 3，表 4で
す。改革の内容をもう一度繰り返すと，住民税
の課税ベースをまず拡大し，一方で国の税額控
除を導入する。その上で法人二税は全部国に
持っていく。すなわち，所得税と法人二税の税
源交換です。それで発生した過不足は交付税・
補助金等で調整し，自治体間で勝ち負けがない
ようにします。
　表 3の単位は千円で，税制改革後の自治体に
おける県民一人当たり税収（県と市の合計）を
示します。例えば北海道だと，自治体の道民一
人当たり総収入が94.3万円で，住民税の所得割
が17万円となり，その代わり法人二税は 0 円，
税収合計は31.3万円です。税制改革前の数字は
先の表 1 ですが，表 3の右側は税制改革前後の
変化を示しています。住民税は，表 3の下の全
国平均のところで， 1 人当たり9.7万円の増加，
すなわち19.14万円と倍以上になります。法人
二税は，すべての自治体でゼロです。こうした
住民税と法人二税の税源交換の結果，税収が減
るのは東京です。東京は法人二税が非常に大き
いので，改革で税収は大きく減少する。それか
ら，愛知と大阪も法人二税に頼るため税収は減
りますが，ほかの県はすべて税収アップ，従っ
て税源が移譲されます。一方，交付税等は，総
収入が税制改革前後で変化しないように調整す
るので，その結果東京に国から多額の補助金が
配られることになります。この点は，現在の収
入配分を固定することの影響です。
　次に，表 3の一番下をみると，県民 1 人当た
り住民税収の都道府県較差が1.8で，改革前の
3.03から大きく縮小します。先ほど地方消費税
が1.88と述べましたが，これとほぼ同じになり，
その結果税収全体では1.93まで大きく縮まりま
す。それから，交付税・補助金の最大最小格差
をみますと，島根と神奈川が20.9に大きく拡大
します。神奈川は住民が非常に多いので，住民
税を拡充すると税収が非常に増えます。税収は

ります。先に税負担ゼロ世帯は年金世帯が多い
と述べましたが，公的年金等控除をなくした点
が重要です。これに加えて，自治体が追加の歳
出を行う場合，住民税率引き上げで行わざるを
得ないような制度にすれば，その分は住民すべ
てが負担するため，限界的財政責任が徹底され
ます。その結果，不要な歳出への歯止めが期待
できます。もちろん，必要な歳出は増税でまか
なえばよい。
　一方で税額控除のマイナスを入れます。税額
控除の還付による再分配効果は非常に強く，そ
の結果，住民税の課税を強化しながら，所得の
高い世帯から低い世帯への再分配もできてしま
う。もっとも，これは税額控除の仕組み方次第
なので，表の結果はあくまで参考と考えるべき
ですが，それでも低所得者の負担軽減として有
効であることを端的に示しています。また，改
革後の所得税負担率は全体で3.8％，一方で税
額控除が - 5 ％で，所得税負担は平均 -1.2％，
すなわちマイナスです。これは日本では確かに
非現実的でしょうが，その意味するところは案
外重要かもしれない。すなわち，住民税は自治
体財源の確保に徹する一方で，国の所得税は所
得再分配に徹する。スウェーデンは実際にそう
なっていました。
　次に，こうした改革が自治体間の税収偏在の
是正や，税収調達力の改善に効果があることを
みます。もっとも先ほどみたように，住民税の
課税ベースは倍以上，税収も倍以上になります
ので，税収調達力が大きく増えるのは明らかで
す。
　その上で，自治体間の税収偏在をみると，ま
ず先ほど折れ線グラフで示した都道府県別の住
民税の課税所得比率が，改革でどう変わるかを
レジュメ�に示しました。先に述べたように，
若干計算方法に問題はありますが，大きな傾向
は変わらないと思います。図をみると，大半の
県でその比率が80％ぐらいまで大きく増えるこ
とになり，しかも先ほどは右下がりだったのが，
ほぼ横一線になります。この図は，税収偏在が
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ケースが多いですが，私個人は住民税の充実が
重要であると考えるわけです。改革の狙いは，
所得税と住民税の役割を分けることであり，住
民税の公平性と応益性を一緒にしてはいけない
ということです。
　ただし，今日の報告で端折ったところ，税額
控除の還付をどのように仕組むか，交付税をど
のようにするのか，それから，歳出サイドをき
ちんと考えなければいけないというのは，いず
れも大きいテーマですが，課題として残ったま
まです。
　それから，住民税の話で行くと，例えば自治
体間の租税競争はやはりどうしてもおきるよう
です。スウェーデンでも自治体間で住民税率が
せいぜい数％しか開かないのは，やはりこの影
響で，うちの自治体だけ極端に高くしたり低く
したりはやはりできないと言っていましたので，
そういう問題はあると思います。もう 1 つの問
題は，所得の低い人の労働供給の阻害です。た
とえば，主婦のパートなどの場合，労働供給に
参加することに対して10％の住民税がもろにか
かってしまいます。アメリカの実証研究による
と，所得税はたとえば労働供給を 7 時間するか
8 時間するかという判断にはあまり影響は与え
ないけれども，労働に参加するかしないかとい
う判断には案外大きな影響を与えることが知ら
れています。そうした問題への対処としては，
所得控除をもう少し残すことが考えられます。
ただし控除を多く残すと，それだけ今日述べた
改革の利点は薄くなっていきます。
　今日の報告は以上です。長々とありがとうご
ざいました。

島根もかなり増えるのですが，神奈川の増え方
が大きいので，交付税等の格差はむしろ広がっ
てしまいます。もっとも，現状の交付税は地方
に行き過ぎではないかという話があり，今日検
討した改革では，今の収入分配をそのまま残す
ことにしますから，それがこうした状況がおき
る原因です。県民一人当たり総収入格差をみる
と，島根と埼玉で2.6倍と税制改革前後で変わ
りません。
　それから，東京都にこれだけ交付税等をあげ
るのかという問題ですが，これも現状の歪みを
反映した結果です。すなわち，東京が法人税に
これだけ頼っているためですが，その問題は

「はじめに」などですでに議論した通りです。
そういう意味では，この表 3 には，今の収入配
分のゆがみが端的に表れているといえます。
　最後ですけれども，表 4は，収入全体に対す
る住民税の比率を見ます。ここで何が言いたい
かというと，改革によって住民税がまさに地方
税の基幹税になることです。先に，住民税が収
入全体の 5 ％しかないと述べた秋田県でも15％
ぐらいまで膨らんできますし，神奈川県は43％
にもなります。法人二税もなく，交付税もブ
ロック化されれば，追加で歳出を行う場合は住
民税の税率をあげるしかないわけで，それにつ
いて自治体が住民と向き合ってそれを決定する
わけです。これによって歳出を効率化させるこ
とが目的です。
　最後にまとめですが，机上の計算だと言われ
ればそれまでかもしれませんが，住民税の課税
ベース拡大はこれだけの大きな可能性を秘めて
いる。地方税としては消費税が論点に上がる
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所得
階層

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
Ⅵ
Ⅶ
Ⅷ
Ⅸ
Ⅹ
合計

住民税
課税所得
比率

所得税
負担率

住民税
負担率

社会保険
料負担率

税＋社保
負担率世帯数

1998
1998
1998
1998
1998
1998
1998
1998
1998
1998
19980

0.7%
4.1%
10.4%
16.8%
22.9%
29.0%
35.3%
40.3%
47.1%
61.8%
39.5%

0.02%
0.14%
0.38%
0.67%
0.97%
1.34%
1.84%
2.51%
3.67%
8.97%
3.77%

0.07%
0.41%
1.04%
1.68%
2.29%
2.90%
3.53%
4.03%
4.71%
6.18%
3.95%

14.08%
10.92%
10.20%
9.79%
10.03%
10.03%
10.05%
10.18%
10.00%
8.24%
9.66%

14.18%
11.47%
11.62%
12.13%
13.29%
14.26%
15.42%
16.73%
18.38%
23.38%
17.38%

0%
1936
1555
827
338
118
29
2
0
0
0

4805

0～2%
36
253
498
545
311
190
37
6
0
0

1876

2～4%
18
80
496
639
767
497
293
98
33
12

2933

4～8%
7
72
83
382
552
703
733
665
399
246
3842

8%以上
1
38
94
94
250
579
933
1229
1566
1740
6524

負　担　率 住民税負担率分布（世帯数）
（合計19980世帯）
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表 １ �　県民一人当たり自治体収入額、単位；千円　（都道府県と県内市町村の合計、H18年地
方財政統計年報より作成。ただし、三位一体改革による所得税の国から地方への税源移譲
は反映した）
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表 ２ �　自治体の収入内訳、単位；％（都道府県と県内市町村の合計、H18年地方財政統計
年報より作成。ただし、三位一体改革による所得税の国から地方への税源移譲は反映
した）
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表 ３ �　税制改革が県民一人当たり自治体収入にもたらす効果、単位；千円（住民税の課税ベー
ス拡大＋法人二税国税化。地方財政統計年報と県民経済計算年報、社会保険事業年報の
H18年度統計などを用いて作成）

07地方税-八塩.indd   142 2010/02/18   15:16:39



- 143 -

表 4 �　税制改革が自治体収入内訳にもたらす効果、単位；％（住民税の課税ベース拡大＋
法人二税国税化。地方財政統計年報と県民経済計算年報、社会保険事業年報のH18
年度統計などを用いて作成）
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　　はしがき　　本稿は，平成21年 6 月16日開
催の地方税研究会における，大阪産業大学経済
学部 教授 戸谷裕之氏の『地方法人税 2 税の創
設から最近の課題まで』と題する講演内容をと
りまとめたものである。尚，当日の配付資料を
本文末尾にまとめて掲載している。

　大阪産業大学の戸谷です。よろしくお願いし
ます。今日のテーマは「地方法人 2 税の創設か
ら最近の課題まで」ということで，自分の研究
テーマでもある企業課税を地方税の面から見て
みたいと思っています。
　話の流れを最初にご説明いたしますが，まず
法人住民税の成立ということからお話します。
　次に，事業税の成立を見ます。これらは随分
昔までさかのぼっていくのですが，どうしても
大事だと思いますので，そのお話をさせていた
だきます。
　それから 3 番目として，外形標準課税という
最近のテーマに触れますが，これは当然，事業
税の成立と関連しています。続いて，地方法人
課税の問題点を順に見ていきます。課税ベース
の問題，変動の問題，応益性と偏在の問題など
です。そして最後に，地方企業課税の今後とい
うことを考えてみたいと思います。

1 . 1　シャウプ勧告の理念

　現在の日本の税金を考えるには昭和24年
『シャウプ勧告』まで遡らないといけません。
シャウプ勧告は昭和24年に出ます。昭和20年に
戦争が終わって，昭和22年に日本国憲法ができ
て，そのあとシャウプ使節団がやってきて，日
本にどんな税金を作ったらいいかということを
勧告するわけです。
　シャウプの理念の中で地方税関係を特に取り
上げますと， 1 つは「地方自治」ということを
うたいます。これは当然日本国憲法の中にも地
方自治の概念が入っていますので，地方自治に
基づいた税制を構築すべきだということを述べ
ます。
　 2 つ目の理念としては，地方自治に関連しま
すが，「税源の分離」ということが言われます。
これはあとで詳しくお話ししますが，地方自治
を実施するためには，地方独自の税源が要ると
いうことをシャウプは提唱するわけです。自分
たちの地域は自分たちの税制で賄うということ
が自治の根幹であり，そのためには税源を分離
しておかなければいけない。こういう理念を持
ちます。
　もう 1 つは「基礎的自治体の重視」です。日
本の行政レベルは国・都道府県・市町村とあり
ますが，なかでも基礎的自治体として市町村の

地方法人２税の創設から
最近の課題まで

大阪産業大学経済学部教授 戸谷裕之
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行政を重視しよう，そのためには，もちろん市
町村の税収をしっかりと確保しないといけない。
このような理念に基づいてシャウプ勧告はまと
めてられていくわけです。

1 . 2　シャウプの税体系

　シャウプの考えた税体系は具体的には次のよ
うに整理することが出来ます。今述べたように
日本では国，都道府県，市町村と 3 段階の構造
になっていますが，国は所得税・法人税を中心
とした所得課税をしなさい。都道府県は企業課
税でやりなさい。企業課税というのは何かとい
うと，シャウプの言った付加価値税ですが，こ
れが後々，事業税の大問題になって現在もこの
問題が尾を引いています。
　そして市町村は資産課税でいきなさい。具体
的には固定資産税です。そうして「税源の分
離」を強調します。つまり，国は所得課税なの
だから，都道府県と市町村は所得を課税ベース
としない。或いは市町村は固定資産税なのだか
ら，国や都道府県はそこには手を出さない。そ
ういうふうにきちっと分けなさいというのが
シャウプのそもそもの理念でした。

2 . 1　住民税の構成

　ところが，皆さんご存じのように現実にはそ
うなっておりません。個人住民税や法人住民税
は所得課税ですね。住民税というのはニック
ネームですが，住民税が一体どれだけあるかを
まとめたものが資料③です。まず都道府県民税，
市町村民税に分かれています。都道府県民税は
個人と法人があって，さらに個人は均等割・所
得割，法人は均等割・法人税割に分かれます。
同様に市町村民税も個人と法人があって，それ
ぞれ均等割，所得割，均等割，法人税割となっ
ています。このほか利子割，配当割等々あるの
ですが，今日はこの話はちょっと置いておきま
す。

2 . 2　市町村民税の創設

　「税源の分離」をシャウプは唱えたのですが，
結局，都道府県民税も市町村民税にも所得割や
法人税割があり，ダブっているというのが現状
です。なぜダブったかということを考えてみま
す。シャウプが来たのは昭和24年です。そして
25年から実際にその税制を敷くのですが，現実
問題として地方自治体の税金が足りなかったの
だろうと思われます。とりわけシャウプ勧告で
は市町村が重視されましたので，市町村民税

（個人）の均等割と所得割，そして市町村民税
（法人）の均等割は入れるということにします。
　これは所得課税ですから国の税源（課税ベー
ス）であって，市町村が課税するのは本当は望
ましくないのだけれども，背に腹は代えられな
いといったところでしょうか。ただ，せめても
の理由付けですが，個人・法人ともに「均等
割」というのは所得に課税しているわけではあ
りません。これはいいだろう。
　問題は個人の所得割です。この当時の所得割
とは具体的には次の 3 つの中から選択すること
となっていました。 1 つ目は所得税額に課税す
る，結局，所得税割です。 2 つ目は課税総所得
金額に課税する。これは国税の所得税の課税
ベースと同じということです。 3 つ目は課税総
所得金額から所得税を引いたものに課税すると
いう方式です。
　税率が順に， 1 の場合は20％， 2 の場合は
10％， 3 の場合は20％，この中で選択適用して
よろしいということでした。要するに一種の

「苦肉の策」として，このようなややこしい形
で市町村住民税は実際に導入されていくわけで
す。

3 .　法人税割の創設

　しかしそれでもまだ税収が足りなかったのだ
と予想されます。翌年の昭和26年，今度は市町
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村民税（法人）に法人税割が入ります。税率は
15％です。これも法人所得には課税していない
という「苦肉の策」だったと思われます。
　さらにその次の昭和27年，国の法人税の税率
が35％から42％に上がりました。急激な上がり
方だと思いますが，それに伴って法人税割の税
率が15％から12.5％に引き下げられます。
12.5％というのはどこから出てきたかというと，
きちっと計算されていて，つまり35×0.15＝42
×0.125から，12.5％となるわけです。
　これ以降，法人税割は必ずこの問題が付いて
回ります。国が法人税の税率を変えたら，地方
はどうするのかと，常にこの問題が起こり続け
るわけです。これは現在も尾を引いていますが，
最近はそれほど大きく問題視されていないのは
事実です。

4 .　道府県民税の創設

　昭和29年，今度は道府県民税（個人）の均等
割・所得割，道府県民税（法人）の均等割・法
人税割が入っていきます。逆に言えば，それま
では道府県には住民税はなかったわけです。な
ぜこの時点で道府県民税が創設されたかという
理由ですが，広域行政が始まって，府県の役割
が増大してきたためだといわれています。戦争
で全部ダウンしていた経済がだんだんと復興し
てきたときに，やはりヒト・モノ・カネの移動
が大きくなって，広域行政が必要になってくる。
そうすると，府県の税収を手厚くしないといけ
ないというような状況が背後にあったと考えら
れます。
　あまり関係ないかもしれませんが，このとき
新警察法が入りました。それまでは警察は市町
村の仕事でしたが，昭和29年に警察が府県の行
政になり，このことも府県の税収を確保しなけ
ればならない理由になったと思われます。この
新警察法を調べていくと面白いですね。戦前は
警察は国家権力の手足であった。それが駄目だ
ということになって，戦後，警察は町の保安官

のようなイメージで市町村の仕事とされました。
しかし，やはり小さな市町村では財政的に警察
官は雇えない。それで府県に引き上げるという
ことになりました。ところが一方では，それは
国家権力に近づく，戦前の復活だということで
社会的にも大激論がなされています。
　また昭和29年は景気が下降局面に入って，府
県の税収に打撃を与えます。府県の税収という
のは，あとで詳しく述べますが，旧事業税が
あって，やはり府県税収に打撃がある。そこで，
道府県住民税が導入されることになります。法
人税割はどうなるかというと，道府県法人税割
5 ％を導入します。その結果，市町村法人税割
は7.5％に引き下げる。12.5％から，市町村は
7.5％になって，道府県は5％になって足して
12.5％と，きちっと算出されています。

5 . 1　高度経済成長期の法人税

　こうして大体現在の姿ができてきます。では
高度経済成長期の法人住民税は一体どうなって
きたかということですが，まず国の法人税の動
きから見ていかないといけません。戦後日本の
高度成長経済期，例えば1955（昭和30）年から，
1970（昭和45）年の万博までの間，波はあるも
のの，神武景気，岩戸景気，いざなぎ景気と３
つの好景気がありました。
　資料⑥にあるように，その間，国の法人税率
は下がってきています。なぜ下がっているかと
いうと，いろいろな理由があるのですが，経済
が好調だと税収は放っておいても入ってくるか
ら下がってきます。
　ところが，1970年以降，どうなるか。1971年
のドルショック，1973年のオイルショックと，
このころから非常に厳しい時代に突入していき
ます。その時期は法人税の税率，基本税率だけ
を取ってみても，大体上がっていきます。どこ
まで上がるかというと，1980年代前半までです。
これが43.3％と一番高かった時期です。
　そのあと1980年代後半，いわゆるバブル景気
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の時代，今度は法人税は下がっていくわけです。
よく言われますが，これは税を取る側の論理で
すね。景気がよくて税収が好調なときには税率
を下げ，景気が悪くなって税収が入らないとき
に税率を上げるのですから。しかし，税を取ら
れる側にとっては踏んだりけったりです。景気
が良くて儲かっているときに税率は下がってい
て，景気が悪くなって経営の苦しいときに税率
が上がってしまう。
　ここでちょっとだけ自慢しますが，実は1995
年頃に，私はそれこそ租税研究協会でこの話を
していました。ある会員の方が質問をされまし
た。「そうすると，あなたの論理からいくと今
後法人税率は上がるのですか」と。1990年代後
半ころといえばバブルがはじけてだいぶ苦しい
ですよね。いわゆる「失われた10年」と呼ばれ
た頃です。景気が悪くなれば法人税率は上がる
のかと聞かれたのです。しかし，そのときに私
は「法人税率はもう上がらないのではないかと
思います」と答えました。
　なぜかというと，1989年，日本に消費税が入
りました。消費税が入ることによって，日本の
税体系がそもそも変わっていく。これからは法
人税の割合が下がって消費税のウエイトが高く
なっていく。こんなふうに予測したら大体当
たっていました。その後も法人税の税率はどん
どん下がっています。1989年は，期せずして平
成元年ですが，日本の税制の大きな転換点で
あったと思われます。
　現在これだけ不況で苦しいけれども，誰も法
人税を上げろとは言いません。左派政党でさえ
法人税を上げろと言わない。みんな消費税の方
に目が向いている。法人税はこれからはかつて
のように主要な役割を果たしてはいかないので
はないだろうかという気がしています。
　ただもう少し補足説明が必要です。つまり不
況になって厳しい時代になって，企業には踏ん
だりけったりで，法人税が上がっていったとい
うけれども，その裏返しとして所得税が減税さ
れていました。いわば景気の後退，財政再建，

所得税減税のしわ寄せとして法人税が引き上げ
られていたということもできると思われます。

5 . 2　法人税と法人住民税の関係

　では高度経済成長期に法人住民税はどうなっ
ていたかというと，結構きちっとやるのです。
好況期に法人税率が引き下げられたときは，市
町村も道府県も法人税割は微妙ですが上がりま
す。1970年代までは上がります。こうしないと
地方は困りますね。
　1970年代まではそのロジックは大体当てはま
ります。ところが，1970年を超えてから法人税
率が上がっていったとき，道府県の法人税割は
下がっていきますが，市町村の法人税割は上
がっていく。道府県の法人税割と市町村のそれ
が逆方向に動きます。
　国の法人税が上がれば地方住民税の法人税割
は下がるべきです。しかし1970年以降，道府県
は下がりますが，市町村は上がりました。なぜ
かという理由ですが，このとき都市化が進展す
ることによって，都市部の財源不足を補うとい
うことが言われました。特に都市の重視という
ことから，都市部の財源を確保するという意味
で市町村の法人税割は上がっていたと思われま
す。
　ただし1980年代に入ってまた状況が変わりま
す。市町村の法人税割12.3％，道府県の法人税
割5.0％になってから全く動いていません。法
人税率はその後も上がったり下がったりします
が，その動きを無視するように全然動かない。
今もそうです。これが何故かということが
ちょっとわからないのですが，法人税の動きに
合わせていちいち地方税を動かすというような，
こんな厄介なことはやめましょう，ということ
のような気がします。もう面倒だというか，或
いは他のことに目が移ってしまったのかもしれ
ません。
　資料⑩は地方税の各税収の割合を示していま
す。都道府県の場合の法人税割は 6 ％です。ウ
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エイトとして，それほど大きくない。むしろ地
方企業課税の議論は，今からお話ししますけれ
ども，34％のウェイトを占める事業税の方に焦
点が移ってしまった。もうあまり法人税割でご
ちゃごちゃ言うのはやめましょうということに
なったのではないかと私は想像しています。
　もう 1 つだけ言っておかないといけないのは，
個人の住民税。先ほど言いました個人住民税の
方は， 1 ， 2 ， 3 の選択でした。いわばあれも
所得税割だったのですが，1964年（昭和39年），
所得税を課税ベースにする方式を廃止していま
す。もう現行の個人住民税は今のベースにしま
すということになって，これは国の所得税との
リンクは切ってしまうわけです。ところが法人
税割だけは，なぜか残ってしまった。以上が，
法人住民税のお話です。

6 . 1　シャウプ勧告と事業税

　先ほど言いましたように，シャウプ先生は都
道府県の主要税目として企業課税を導入しなさ
いということを勧告しました。その理由として，
国税・地方税を含め，所得に対する課税の累積
が過酷であると指摘します。
　資料⑪はシャウプ勧告の抜粋ですが，「個人
商工業者は，（1）基礎控除および扶養控除を
行った後の純益について国税を，（2）純取得を
課税標準の一部とする都道府県民税ならびに市
町村民税および（3）事業税を納めている。中
級所得者ですら，この三種の税のために合計
70％近くという限界率の納税を行っているので
ある」と。
　ただし道府県の税を全く廃止しろというので
はないのです。「都道府県が企業にある種の税
を課すことは正当である。というのは，事業お
よび労働者がその地方に存在するために必要と
なってくる都道府県施策の経費支払を事業とそ
の顧客が，援助することは当然だからである。
例えば，工場とその労働者がある地域で発展増
加してくれば，公衆衛生費は当然増大して来る

のである」。要するに地方行財政のために税は
必要だと言います。
　そして「われわれは，この付加価値を課税標
準とした事業税は，すべてこれを都道府県の所
管とし，その全額を都道府県の収入とするよう
勧告する」。これがシャウプのいう，事業税を
付加価値税にしようという議論の出発点であり，
現在も続いているものです。

6 . 2　政府の法案

　これに基づいて法案が作成されました。そこ
では，付加価値とは，「事業の『総売上金額』
から『特定の支出金額』を控除した金額」と定
められています。まず引き算 ( 控除法 ) でやっ
てよろしいと言います。そして『特定の支出金
額』を，「事業に直接必要な他の事業に支出す
べき金額のうち，土地，家屋，家屋以外の減価
償却可能な固定資産，商品，半製品，原材料，
補助材料および消耗品の購入代金ならびに次に
掲げる金額の合計額」と規定します。この『特
定の支出金額』の中に，給与は入れていないと
いうのが一番大きなところでした。あと税率に
ついては標準税率を 4 ％，自由業 3 ％，制限税
率は 8 ％ということにしました。
　ところが，この政府案は国会において審議未
了・廃案となります。その理由としては，付加
価値税は世界で初めての試みであったこと，そ
れゆえ納税者や徴税当局における準備期間が必
要であったこと，さらに経済界に与える負担の
変動が著しいことが挙げられています。当時の
日本はまだ GHQ の占領下にあり，かなり強い
権力構造の中での税制改正であったにもかかわ
らず，それでも入らなかったという点が興味深
い。要するに日本国民の合意が得られなかった
ということでしょうか。

6 . 3　シャウプ第 2次勧告

　そこでシャウプは翌年また来日し，第 2 次勧
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告を1950年（昭和25年） 9 月に出します。そこ
では次のように述べられています。
　「付加価値税は，課税を純益に限定していな
いために，労働力を大きな要素としている会社
には，不当に重圧を加えるということが，一般
の苦情を買っている。しかし，この苦情は，付
加価値税が，現行の事業税と同様に利益にかけ
られるものであると考えたために起こったもの
のようであるが，逆に，付加価値税は，より高
い価格で買受人に転嫁されるものである。即ち，
それは一種の売上税である」。すなわち付加価
値税は転嫁を前提とする売上税であると言って
います。

6 . 4　改正法案　1951年 3 月

　第 2 次勧告に基づいて改正の法律案が作成さ
れました。改正法案の 1 つ目のポイントは加算
法の選択適用を認めます。これが現在の外形標
準課税の原型になっています。利潤＋給与＋利
子＋賃借料の合計か，もしくは前回の控除法か
の選択適用を認めます。足し算でやるか，引き
算でやるか，どちらでもいいという意味です。
　 2 つ目のポイントは固定資産の取り扱いです。
1 次勧告の際にも問題になったのですが，固定
資産を買った場合，以前の控除法の下ではそれ
を全額差し引くことができます。しかし，税制
が入る以前に買った固定資産は全く引けない。
そこで，改正案では控除法によって付加価値額
を算定する場合，減価償却分のみ控除可能とし
ました。しかし，これも混乱を招きます。
　そして 3 つ目のポイントは，分割基準は原則
として従業者数にするということです。固定資
産の取扱と分割基準については，また後で述べ
ます。

6 . 5　各界からの反対

　しかしこれでも各界からは猛反対を受けます。
まず地方制度調査会が「付加価値税を廃止し，

現行事業税および特別所得税に左の改正を加え
てこれを存置する」とします。政府の税制調査
会も「付加価値税は諸般の事情にかんがみて廃
止することとし，現行事業税および特別所得税
に改正を加えてこれを存置すること」と結論づ
けます。こうして1954（昭和29）年に現在の形
の事業税が大体確立するということになりまし
た。結局，シャウプの言ったとおりにはならな
かったということです。

6 . 6　付加価値税論議の再浮上

　それから約10年を経過して付加価値税論議が
再浮上してきます。1964（昭和39）年，やはり
事業税としての付加価値税はいい税金だという
ことを税調も認め始めます。「事業税の課税標
準については，事業の規模ないし活動量あるい
は収益活動を通じて実現される担税力を表す何
らかの所得金額以外の基準を求めて，これを課
税標準とすることが適当であると考える。＜中
略＞したがって，加算法による付加価値税額に
よることが，事業の規模ないし活動量あるいは
収益活動を通じて実現される担税力を適正に示
すということからも，また納税者に新たな帳簿
作成の負担を与えないという点からも，適当で
あると認めた」と答申しました。
　企業の活動量ということをよく言うのですが，
ビジネスアクティビティといいますか，それを
何で計るかという問題です。たとえば企業の活
動量は「利益」に反映される，つまり利益が大
きいと，企業はそれだけ大きく活動していって，
それなりの便益を政府から受けているという考
え方があります。しかし「利益」というのは結
構いいかげんなものなのではないか，それより
はもうちょっと大きな概念である「付加価値」
の方が企業の活動量を上手く反映しているので
はないか。これはずっと言われてきました。
　そして，1966年，1968年，1971年，いずれも
事業税の課税標準に付加価値要素を導入するこ
とを税調答申は述べ続けます。

08地方税-戸谷.indd   149 2010/02/18   15:17:45



- 150 -

6 . 7　若干のトーンダウン

　ところが，ここで付加価値税論議は若干トー
ンダウンします。1975年の答申ですが，「慎重
に検討すべきではないかという意見もあり，当
調査会としては，外形標準課税の導入に関する
これらの諸問題につき，なお，引き続き検討す
ることが適当であると認めた」という官邸文学
というか，ちょっと待った方がいいと述べられ
ています。

6 . 8　一般消費税問題

　待った方がいいと言い出した理由ですが，
1970年代後半から一般消費税問題が日本でも始
まります。一般消費税というのは原型が EC 型
付加価値税です。最初に入ったのは1968年に当
時の西ドイツ，あとフランス，イギリスという
ように，順番に欧州諸国に導入されてきます。
これを日本に導入すべきかどうかの議論が沸き
起こります。
　租税理論上，一般消費税というのは消費型付
加価値税と言われます。一方で，シャウプ勧告
の原型として議論されている付加価値税という
のは所得型付加価値税です。しかも，前者つま
り一般消費税は国税として期待されていました
が，後者は道府県税としての地方税でした。
　社会全体としては一般消費税に関心が高まり，
所得型付加価値税，事業税の外形標準課税の問
題は横に押しやられていくような恰好になって
きます。その当時の税調答申を見てみますと，

「事業税における外形標準課税の導入は，その
負担が当該事業の製品あるいはサービスを購入
する消費者に転嫁され，法律上の納税義務者は
企業であっても，最終負担は事実上消費者に帰
属するという面から考えれば，新税（一般消費
税）と税の性格上共通のもの」（1977年）と書
かれています。
　また，「新税の課税標準として用いられる売

上額は，従来からは事業税に外形標準課税を導
入するとした場合に検討対象とされていた課税
標準と共通する面がある」ことを認めており，

「十分に検討を行うことが必要」或いは「新税
導入時までに最終的に結論を得ることとする」
というようにちょっと曖昧な表現になっていま
す。
　さらに「一般消費税との関連において検討を
進めることが適当である」「この問題は課税
ベースの広い間接税との関連を考慮して検討す
べきである」「今後，別途検討を行う必要があ
る」と，要するに先送りということになってく
るわけです。

6 . 9　消費税の導入

　1989年（平成元年）に消費税が導入されまし
た。これで消費税の問題は一段落しました。で
は，外形標準課税をどうするのかといったとき，
88年の答申には「間接税と税制全般の関連を考
慮して検討すべき問題である」というふうに述
べられています。

6 . 10　地方消費税の導入

　そして，いよいよ次に事業税の付加価値税化
と思った矢先に，今度は地方消費税が出てきま
す。これもいわゆる消費型付加価値税の地方税
版です。導入は1997年ですが，1994年の答申は

「地方消費税が創設されるが，（外形標準課税
は）応益課税としての性格で，税収の安定化，
赤字法人に対する課税の適正化等の観点から引
き続き検討する必要がある」という形で，また
ちょっと先を越されてしまった。運が悪いとい
いますか，そういう経緯をずっと事業税の外形
標準課税はたどっていっています。

6 . 11　法人税小委員会報告

　1999年，税制調査会の中の法人税小委員会が
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報告を出しまして，これが大きかったと思いま
す。ここでは，地方分権を支える安定的な税源
の確保，応益課税としての税の性格の明確化，
税負担の公平性の確保，経済構造改革の促進と
いう面から，外形標準として次の4つの候補が
出てきます。
　まず，事業活動規模として，利潤＋給与総額
＋支払利子＋賃貸料。それから給与総額，つま
り俸給・給与＋賞与＋退職金手当等です。そし
て物的基準と人的基準の組み合わせ，これは，
事業所家屋床面積等＋給与総額。あと資本金等
の金額です。こういう 4 つの候補が外形標準課
税として考えられるということを，小委員会は
かなり具体性を持って言うわけです。
　ところが，小委員会とは異なり，親委員会の
税制調査会の方の答申はどうなったかというと，

「外形標準課税の導入は，……景気の状況等を
踏まえつつ，できるだけ早期にその導入を図る
ことが望ましい」「そのために小委員会報告に
示された 4 つの類型を中心に，具体的な導入に
伴う税負担の変動，中小法人の取扱い，雇用へ
の配慮，適切な経過措置など導入にあたっての
諸課題等について，引き続き具体的な検討を進
めていく」と，ちょっと及び腰という感を否め
ません。まぁ，こういう微妙な状況にあったと
いうことです。

6 . 12　東京都「銀行税」

　そこに一石を投じたのが，東京都の銀行税
だったと思います。これは大阪府も具体的に計
画はしました。東京都は2000年 4 月，大阪府は
6 月から資金量 5 兆円以上の銀行に対して業務
粗利益に 3 ％の税金をかけます。皆さんご記憶
の方も多いと思いますが，石原知事は現行の地
方税法上でも，つまり法律を改正しなくても，
この条文に基づいて東京都が銀行税をかけるこ
とは可能だと言いました。
　なぜかというと，地方税法第72条に「事業の
状況に応じ……資本金額，売上金額，家屋の床

面積若しくは価格，土地の地積若しくは価格，
従業員数を課税標準とし，又は所得及び清算所
得とこれらの課税標準とをあわせて用いること
ができる」と書かれている。だから事業の状況
に応じたら，所得以外のものに課税してもても
いいと解釈したのです。
　しかし，これも同じ72条ですが，「但し，こ
のとき，通常の所得を課税標準とするときの租
税負担と著しく均衡を失することのないように
しなければならない」と書いてある。これに基
づいて，訴訟が起こります。銀行側は，事業税
は所得課税を常態とする応能課税であって，こ
のような特例はきわめて限定的に適用されなけ
ればならず，所得課税が適当でない「事業の情
況」にないこと等を主張しました。事業の状況
というのは，一体何なのか。所得課税が適当で
ない理由はないだろうということです。
　その結果，東京高裁において，結局，東京都
側は駄目だという判決になるわけです。「事業
の情況」の存在を認めるものの，所得を課税標
準にする場合に比して税負担が「著しく均衡を
失」しており違法と判断する判決が出ました。
そのあと，東京都は上告せずに和解という形で，
今まで取りすぎた還付金を払ったということに
なります。
　しかし，このことはやはり外形標準課税の創
設の後押しをしただろうと考えられます。つま
り，きちっと法律を整備しないといけないので
はないかということを社会的に訴えたという気
がします。

6 . 13　外形標準課税（05年）

　そしていよいよ2005年，資本金 1 億円超の法
人に対して，付加価値額の0.48％，資本金額の
0.2％，所得金額については下から3.8，5.7，
7.2％という，いわゆる外形標準課税が導入さ
れます。ここにおられる方々の企業はこれに
入っていると思います。資料○34の（　）内は 1
億円以下の通常の今までの事業税の税率ですか
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ら，ちょっとこっちを減らして，付加価値額と
資本金額に課税したということになっています。
しかし，非常にウェイトとして小さいというか，
まず付加価値割の税率がたったの0.48％です。
シャウプ勧告の原案 8 ％に比べると非常に少な
い。もう 1 つは資本割というようなものが，な
んだか知らないけれども入ってしまった。シャ
ウプ先生はこんなことを言っていません。
　ただ，税率が低いと言いますが，ウェイトと
してどのくらいかということを，大阪府財政課
の方にお聞きしました。大阪府の事業税のうち
のこの部分，外形標準部分で，大体14％くらい
あるそうです。私はもっと少ないと思っていた
のですが，案外そこそこは入っているなという
気がします。

6 . 14　地方法人特別税（08年）

　さらに去年からですが，地方法人特別税が導
入されました。2.6兆円分を事業税から吸い上
げて，それを譲与税として人口と従業者によっ
て案分するというものです。これは7.2％だっ
た所得割の部分が低くなっただけで，外形標準
部分は変わっていません。この結果，外形標準
部分のウェイトはもう少し大きくなったと思わ
れます。少し長くなりましたが，以上が事業税
の創設から現在での流れとなっています。

7 . 1　課税ベースの問題

　それでは，一体問題はどういうところにある
のだろうかということを，次に見てみたいと思
います。まず課税ベースの問題です。租税理論
の方から話しますと，いわゆる外形標準課税の
課税ベースとなっている所得型付加価値とは，
利潤＋給与＋支払利子＋賃貸料です。
　私はある中小企業の社長さんに「こんな税金
どう思います？」と聞いたことがあります。そ
うすると次のように言われました。「利潤に給
与を加えるというのはわかる。けれども，支払

利子は外に出ていくものでしょう。なぜそれに
かけるのだ。同じように賃貸料も外に出ていっ
て何も残らないのに，なぜそれにかけるのか分
からない」と言われました。
　これにはどう答えたらいいのでしょう。私は
思わず，「足すのではなくて，引かないんです」
と口走りました。一体どうなっているのかとい
うのをもう一度よく考えてみたいと思います。
資料○37はものすごく粗い書き方ですが，利潤と
は，売上高から売上原価を引いて，さらに給与，
利子，賃貸料，減価償却，その他交際費などの
諸経費を引いたものです。
　この式の給与，利子，賃貸料を右辺から左辺
に持っていったら，右辺に残るのは売上高－売
上原価－減価償却費－その他経費となって，結
局，所得型付加価値というのはこういうことに
なる。減価償却費の扱いでシャウプさんが混乱
したのも，多分このへんにあったのではないか
と思われます。
　故木下和夫先生の『税制調査会－戦後税制改
革の軌跡』という立派な本があります。この中
でシャウプ先生との対談が出て来ますが，もち
ろんシャウプ勧告以降ですが，シャウプ先生は
所得型の付加価値と消費型の付加価値の区別が，
ちょっとついていなかったと素直に認められた，
という文言が出てきます。こういうことだった
のではないかと思います。
　そして，さらに課税ベースとして，所得型付
加価値と消費型付加価値はどう違うかというこ
とを，資料○38に私なりに書いてみました。所得
型付加価値では，利潤を出すときに売上原価を
計算します。けれども，消費型はそんなことも
あまり関係ない。とにかくその年に仕入れた金
額は全部引く。問題は次ですが，消費税の場合
は投資した金額を全額引いてよいので，場合に
よっては課税ベースがマイナスとなり税還付に
なります。つまり借金して巨額の投資をしたら，
還付になる可能性があるわけです。
　ところが所得型付加価値税のもとでは，そう
いうことは起こらない。なぜかというと加算法

08地方税-戸谷.indd   152 2010/02/18   15:17:46



- 153 -

にしているということは，裏を返したらこの式
になったわけですから，減価償却費のみが控除
できます。あとはあまり違いはありませんが，
ただちょっと違うとしたら，ここに書いていま
せんけれども，引当金繰入額というのは，消費
型にはありません。恒等式から考えたら，所得
型はそれを考慮するのだろうなと考えられます。
要するに所得型付加価値というのはフローだけ
の概念で，消費型付加価値はフローとストック
が混在した概念です。 2 つの付加価値税に関す
る課税ベースの問題は以上のように理解すべき
だろうと思います。

7 . 2　変動の問題

　次は変動の問題です。役所あるいは政府に
とっては，景気がよかったら税収がドカンと
入ってきて，景気が悪くなったら税収が急激に
減ってしまうというのは，本当に財政運営の難
しい税金になります。国税としては，例えば理
論経済学者などはビルトイン・スタビライザー
という効果があるのだから，それでいいのだと
いう人もまだおられます。しかし，現実問題と
して，景気が悪くなって税収が減ったから，こ
の行政を切りますなんてことは簡単に言えませ
んから，やはり税収が安定しているということ
が好ましい。また急に税収が増えると，住民か
ら集めた税金を還元していないという批判に晒
されます。その結果，往々にして無駄な行政
サービスをしてしまうことになります。
　資料○39に売上髙と税引前当期利益と付加価値
と資本金という４つの対前年変化率を，財務省

『財政金融統計月報（法人企業統計特集）』から
引き抜いてきました。当たり前ですが，一番変
動が激しいのは，税引前当期利益です。つまり
利益です。これを課税ベースにしていると，必
ず変動の問題が起ってしまう。それに比べて，
あとの指標は非常に安定的です。詳しくは見ま
せんが，売上高も，付加価値も，資本金も非常
に安定的ということが見て取れます。やはり税

収の安定性ということは大事だろうということ
から，付加価値というのは重要な課税ベースで
あると思われます。

7 . 3 　応益性の問題

　もう 1 つ，これもよくある図ですが，資本金
階級別欠損法人の推移，つまり赤字法人の比率
です。まず日本の法人数は，年度によって違い
ますが今だと270～280万社だと思います。その
うち，赤字企業が 5 割以上です。ということは，
半分以上の企業が基本的には所得課税である法
人税，法人住民税，事業税を支払っていないと
いうことです。
　これを資本金階級別に分類すると，もっと大
きな変化が出てきます。例えば資本金10億円以
上の大企業においては，赤字法人の割合は20％
から14～5％になっています。ただ，10億円以
上の会社であっても，もっとも景気のよかった
80年代後半のときでも，15％近くはやはり赤字
だった。それが資本金1000万円未満の中小零細
企業になると，ずっと以前から赤字が続いてい
るということです。
　そもそも利潤というのはいい加減なものでは
ないか。ちょっと言いすぎかもしれませんが，
利潤はそれほど客観的な指標ではなく，操作す
る余地がかなりあると思われます。応益性とは
何かといったら，そこで事業活動を営んでいた
ら，それなりの政府から便益を受けるだろう，
その便益に応じて税金は払うべきだという考え
方です。それだったら，利潤に給与その他を足
し込んで，操作する余地が少ない付加価値額の
方がいいのではないか。利潤が必ずしも便益の
指標ではないということが言えると思います。

7 . 4　偏在の問題

　次に，偏在の問題についてお話をします。偏
在というのは，簡単に言うと，地方税が一部の
地域に偏ってしまうことです。一番偏在が大き
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いのは法人住民税及び事業税の地方法人 2 税で
す。資料○41の一段目に示されているように，法
人住民税及び事業税の約44％，すなわち半分弱
は東京，愛知，大阪に入っている。47都道府県
のうち 3 つで 4 割強を示している。しかも，
もっと言えば26.5％，1/4以上は東京都に入っ
ているということになっています。
　図の二段目は地方消費税です。これはまだ
ちょっとましで，東京は13.1％で，大阪は7.3％
です。三段目が地方税合計。その下が人口です。
日本の人口の9.8％，約 1 割は東京都にいます。
大阪は6.8％，愛知は5.7％です。一番下は県内
総生産を示しています。大体17.9％を東京で稼
いで，7.5％を大阪，愛知は6.9％です。こうい
うことになって，どうしても企業課税は偏って
しまいます。
　もうちょっと偏在の問題を見ますと，資料○42
は人口 1 人あたりの税収です。同じことですが，
全国平均を100とした場合，東京都は大体倍以
上です。最大と最小の差が6.6倍あります。そ
れに対して，地方税全体は3.1倍，個人住民税
の場合は3.0倍，地方消費税はやはりなべてい
きますから1.8倍，固定資産税は2.2倍というふ
うに，どうしても法人 2 税の差が大きいという
ことが出てきます。

7 . 5　分割基準と偏在

　しかしここで大事なことは，偏在の問題は分
割基準に関連しているということです。もしも，
ある法人がいて，所得課税から外形標準課税に
変わったとします。けれども，その法人の税収
が全く変わらなかったとしたら，各府県に配分
する配分額は同じはずです。
　資料○43に1970（昭和45）年から事業税の分割
基準を取ってきました。卸売・小売業，サービ
ス業と製造業という主要なものだけですが，基
本的には従業員数を分割基準としています。あ
とはここにおられるでしょうが，電気，ガス事
業などはちょっと別で固定資産額を取ったり，

鉄道は距離数で取ったりするのですが，これは
置いておきましょう。
　すでに1970年代から，資本金 1 億円以上の法
人は本社の従業員数は1/2にカウントするとい
うような，いわゆる都心に事業税収が集まりす
ぎることを抑制しています。ところが，1989年

（平成元年）バブルのピークの頃それでもまだ
追いつかなかったようで，資本金 1 億円以上の
工場の従業員は1.5倍にします。ただしこれは
製造業だけです。つまり都心は従業員の人数は
半分にウエイトをつけて，当然，工場は地方に
あると思いますが，その工場の従業員数は1.5
倍にカウントするというふうにしました。
　そして2005年，再び分割基準が変更になりま
す。これまで，卸売・小売業，サービス業につ
いては従業員でやっていたのですが，これを
1/2は従業員にして，1/2は事業所数で分けると
いうことにしました。これによって地方にもう
少し税収が行くように圧力がかかったと思われ
ます。なぜかというと，地方は事業所はあって
も，そこにいる人数が少ないことが予想されま
す。地方にとっては従業員数よりも，事業所数
で配分される方が税収が多くなるということで
す。
　ところが他方で，本社従業員1/2というのを
廃止しました。これは製造業もそうです。これ
は昭和45年からできていた制度です。なぜ廃止
したかというと， １ つは本社従業員とそれ以外
の従業員の区分が不明瞭だということが上げら
れています。この辺の実務作業は，ここにおら
れる皆さん方の方がよくご存じかもしれません。
またあとで教えていただきたいとおもいます。
もう 1 つの理由は，あまりにも都心から，具体
的には東京都ですが，税収が出ていくことに歯
止めをかけたのではないかということが考えら
れます。
　そして，先ほど言いましたように2008年度か
ら，地方法人特別税を導入し，結局，事業税の
半分は1/2は人口で分けて，残りは従業員で分
けたということになっています。
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　偏在の問題は繰り返しますが，結局，分割基
準の問題です。地方税の専門家の間では昔から
よく言われますが，課税ベースの問題と分割基
準の問題は分けないと混乱する。分割基準の問
題は何も事業税だけではありません。例えば法
人住民税は所得割を従業員で配分し，それに加
えて各自治体に均等割を払っています。個人事
業税については従業員だけで配分します。
　地方消費税というのが微妙な配分基準で入る
のですが，これは消費相当額と書いています。
消費相当額というのは何かというと，純粋な消
費額ではありません。6/8消費額で，1/8人口で，
1/8事業所というのが消費相当額ということに
なっています。これは玉岡先生の専門の領域で
すが，極めて譲与税に近い地方税という形で清
算（クリアリング）されています。
　そして地方法人特別税も，いったん国に召し
上げた分を人口と従業員で分けて，偏在の問題
をなんとか解決しようというものだと思います。

8 .　地方企業課税の今後

　最後に地方企業課税の今後ですが，何を考え
ないといけないかというと， 3 つくらいあると
思っています。 1 つは税収の安定性ということ
です。大阪府や，今だと愛知県で税収の落ち込
みが相当に厳しいです。景気が悪くなってしま
うと，急速に税収が減ってしまう。こういうこ
とは避けないといけない。しかし逆も言えます。
景気がよくなると，急速に税収が増えてくるの
も，ある意味で問題だと思います。なぜなら，

税収が増えているのに仕事はしないのか，行政
サービスを増やさないのかという圧力は当然か
かります。ところが，景気が悪くなっても，そ
れを切りますとはなかなか言えません。やっぱ
り税収の安定性ということはどうしても考えな
いといけない。
　もう 1 つは，先ほど言いました分割基準の模
索です。現在用いられている他にいい分割基準
がないだろうかということですが，やはりない
かなと私自身は考えています。結局，人口で分
けるのが，ある意味，一番納得がいく。しかし
各企業にとっては，人口を分割基準にすること
は不可能です。事業所もない，従業員もいない，
そんなところになぜ払わなければいけないのか
と，企業サイドから必ずそういう意見が出ます。
そうすると，この 3 つ目の地方譲与税が検討に
値する。いったん税金を国税として取ってし
まって，それを客観的な基準で配分するという
のがいいかなという気がいたします。
　もう 1 つは，やはり現行の外形標準課税は中
途半端すぎると思います。税率も非常に低いで
すし，対象となる企業も非常に少ない。これを
どうするかということが，今後の議論になって
いくでしょう。しかしこれについては，あまり
誰も何も言わない。例えば総務省もそんなこと
より，消費税増税の中にどう地方消費税を食い
込ませるかということに熱心になっておられる
のではないでしょうか。事業税をどうするのか，
ちょっとやりっぱなしじゃないかなという気が
します。外形標準課税の着地点はまだまだ先の
ことのように思われます。

08地方税-戸谷.indd   155 2010/02/18   15:17:48



- 156 -

資料①

資料②

１．１ シャウプ勧告(S.24)の理念

•地方自治

•税源の分離

•基礎的自治体（市町村）重視

１．２ シャウプの税体系

• 国 ：所得課税(所得税、法人税)

• 都道府県：企業課税(付加価値税）

• 市町村 ：資産課税(固定資産税)
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資料③

資料④

２．１住民税の構成

• 都道府県民税
• 個人：均等割 所得割 利子割 配当割

株式等譲渡所得割

• 法人：均等割 法人税割 利子割

• 市町村民税
• 個人：均等割 所得割

• 法人：均等割 法人税割

２．２市町村民税の創設

• 昭和25年

市町村民税(個人) 均等割 所得割

(法人) 均等割

＜所得割の課税ベース選択＞

①所得税額

②課税総所得金額

③課税総所得金額ー所得税額
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資料⑤

資料⑥

３．法人税割の創設

・昭和26年

市町村民税(法人) 法人税割１５％

・昭和27年

法人税割１５％→１２．５％へ引下げ

＜法人税率３５％→４２％に伴う措置＞

３５×０．１５＝４２×０．１２５
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資料⑦

資料⑧

４．道府県民税の創設

• 昭和２９年

道府県民税（個人） 均等割 所得割

（法人） 均等割 法人税割

広域行政・府県の役割の増大（新警察法）

景気下降局面 → 府県の税収に打撃

道府県法人税割５％に伴い

→市町村法人税割７．５％

５．高度経済成長期の法人住民税

法人税率の推移

好況期引き下げ、不況期引き上げ

１９７０年まで 法人税率引き下げ

府県・市町村ともに法人税割引き上げ

１９７０年以降 法人税率引き上げ

府県 法人税割引き下げ

市町村 引き上げ

（都市化の進展による都市部の財源不足）
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資料⑨

資料⑩

表4-2 地方税の概要<2006年度> （単位：10億円 ％）

＜都道府県税＞ ＜市町村税＞

１ 普通税 14,806 90.7%１ 普通税 18,672 92.5%

(1)都道府県民税 3,989 24.4% (1)市町村民税 9,075 45.0%

(ｱ)個人均等割 65 0.4% (ｱ)個人均等割 172 0.9%

(ｲ)所得割 2,440 14.9% (ｲ)所得割 6,067 30.1%

(ｳ)法人均等割 145 0.9% (ｳ)法人均等割 405 2.0%

(ｴ)法人税割 972 6.0% (ｴ)法人税割 2,431 12.0%

(ｵ)利子・配当割等 367 2.2% (2)固定資産税 8,572 42.5%

(2)事業税 5,579 34.2% (ｱ)土地 3,395 16.8%

(ｱ)個人分 216 1.3% (ｲ)家屋 3,466 17.2%

(ｲ)法人分 5,363 32.9% (ｳ)償却資産 1,604 7.9%

(3)地方消費税 2,629 16.1% (ｴ)交納付金 107 0.5%

(4)不動産取得税 485 3.0% (3)軽自動車税 157 0.8%

(5)道府県たばこ税 281 1.7% (4)市町村たばこ税 862 4.3%

(6)ゴルフ場利用税 62 0.4% (5)その他の普通税 6 0.0%

(7)自動車税 1,725 10.6%

(8)その他の普通税 56 0.3%

２ 目的税 1,518 9.3%２ 目的税 1,510 7.5%

(1)法定目的税 1,510 9.3% (1)法定目的税 1,509 7.5%

(ｱ)自動車取得税 457 2.8% (ｱ)事業所税 302 1.5%

(ｲ)軽油引取税 1,051 6.4% (ｲ)都市計画税 1,182 5.9%

(ｳ)狩猟税 2 0.0% (2)法定外目的税 1 0.0%

(2)法定外目的税 7,859 48.1%

合 計 16,324 100.0% 合 計 20,182 100.0%

資料）総務省『地方財政統計年報』2008年度版より作成。

08地方税-戸谷.indd   160 2010/02/18   15:17:48



- 161 -

資料⑪

資料⑫

６．１ シャウプ勧告と事業税

• 国税・地方税を含め所得に対する課税の累
積が過酷と指摘

「現在のところ、個人商工業者は、(1)基礎控除

および扶養控除を行った後の純益について
国税を、(2)純所得を課税標準の一部とする
都道府県民税ならびに市町村民税および(3)
事業税を納めている。中級所得者ですら、こ
の三種の税のために合計70％近くという限界

率の納税を行っているのである。」

• 「都道府県が企業にある種の税を課すること
は正当である。というのは、事業および労働
者がその地方に存在するために必要となって
来る都道府県施策の経費支払を事業とその
顧客が、援助することは当然だからである。
例えば、工場とその労働者がある地域で発
展増加してくれば、公衆衛生費は当然増大し
て来るのである。」

• 「われわれは、この付加価値を課税標準とし
た事業税は、すべてこれを都道府県の所管と
し、その全額を都道府県の収入とするように
勧告する。」
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資料⑬

資料⑭

６．２ 政府の法案（１）

• 付加価値額とは「事業の『総売上金額』から『
特定の支出金額』を控除した金額」

• 『特定の支出金額』とは

「事業に直接必要な他の事業に支出すべき金
額のうち、土地、家屋、家屋以外の減価償却
可能な固定資産、商品、半製品、原材料、補
助材料および消耗品の購入代金ならびに次
に掲げる金額の合計額」

６．２ 政府の法案（２）

• 税率については標準税率100分の4

• 自由業に対するものは100分の3

• 制限税率100分の8
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資料⑮

資料⑯

６．２ 政府の法案（３）

• この政府案は国会において、審議未了・廃案

• その理由としては、付加価値税は世界で初め
ての試みであったこと、そしてそれゆえ納税
者や徴税当局における準備期間の必要性、
さらに経済界に与える負担の変動が著しいこ
と等があげられていた。

６．３ シャウプ第2次勧告50年9月

「付加価値税は、課税を純益に限定していない
ために、労働力を大きな要素としている会社
には、不当に重圧を加えるということが、一般
の苦情を買っている。しかし、この苦情は、付
加価値税が、現行の事業税と同様に利益に
かけられるものであると考えられたために起
こったもののようであるが、逆に、付加価値税
は、より高い価格で買受人に転嫁されるもの
である。即ち、それは一種の売上税である。」
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資料⑰

資料⑱

６．４ 改正法案 1951年3月

改正点

１．加算法の選択適用を容認

利潤、給与、利子、賃借料の合計もしくは当初

の控除法

２．付加価値税実施の日より前に取得していた固定
資産についての取扱いが明確にされた。控除法に
よって付加価値額を算定する場合、これらの資産に
ついては減価償却費を差し引くことが認められた。

３．分割基準は、原則として従業者数

６．５ 各界からの反対

• 地方制度調査会答申

「付加価値税を廃止し、現行事業税および特
別所得税に左の改正を加えてこれを存置す
ること」

• 税制調査会答申

「付加価値税は諸般の事情にかんがみて廃
止することとし、現行事業税および特別所得
税に改正を加えてこれを存置すること」
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資料⑲

資料⑳

６．６ 付加価値税の再浮上（１）

1964年12月の税調答申

「事業税の課税標準については、事業の規模ないし活
動量あるいは収益活動を通じて実現される担税力
を表す何らかの所得金額以外の基準を求めて、こ
れを課税標準とすることが適当であると考える。＜
中略＞したがって、加算法による付加価値額による
ことが、事業の規模ないし活動量あるいは収益活動
を通じて実現される担税力を適正に示すということ
からも、また納税者に新たな帳簿作成の負担を与え
ないという点からも、適当であると認めた。」

６．６ 付加価値税の再浮上（２）

• 政府税制調査会

• 1966年12月中間答申

• 1968年7月長期答申

• 1971年8月長期答申

• いずれも事業税の課税標準に付加価値要素
を導入することを述べ続けた。
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資料○21

資料○22

６．７ 若干のトーンダウン

• 「わが国経済の現状にかんがみ、昭和51年度の税

制改正において外形標準課税の導入にふみきるこ
とは時期尚早であるという意見、今後におけるわが
国経済社会の変動に対応してとられるべき将来の
税制の姿をも考慮しつつ慎重に検討すべきではな
いかという意見もあり、当調査会としては、外形標準
課税の導入に関するこれらの諸問題につき、なお、
引き続き検討することが適当であると認めた。」

（1975年12月答申）

６．８ 一般消費税問題（１）

• 1970年代後半から始まった一般消費税問題

が、混乱に拍車

• EC型付加価値税を原型とする一般消費税は

「消費型付加価値税」である。他方、事業税
の代案として議論されてきた付加価値税は「
所得型付加価値税」である。しかも前者は国
税として期待されたものであり、後者は道府
県税としての地方税である。
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資料○23

資料○24

６．８ 一般消費税問題（２）

• 1977年10月答申は、「事業税における外形標

準課税の導入は、その負担が当該事業の製
品あるいはサービスを購入する消費者に転
嫁され、法律上の納税義務者は企業であっ
ても、最終負担は事実上消費者に帰属すると
いう面から考えれば、新税（一般消費税）と税
の性格上共通のもの」

６．８ 一般消費税問題（３）

• 「新税の課税標準として用いられている売上
額は、従来から事業税に外形標準課税を導
入するとした場合に検討対象とされていた課
税標準と共通する面がある」ことを認めては
いるが、「十分に検討を行うことが必要」であ
り、「新税導入時までに最終的な結論を得る
こととする」と曖昧に結んでいる。
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資料○25

資料○26

６．８ 一般消費税問題（４）

• 「一般消費税との関連において検討を進める
ことが適当である」(1977年12月)

• 「この問題は課税ベースの広い間接税との関
連を考慮して検討すべきである」

(1980年11月)

• 「今後、別途検討を行う必要がある」

(1988年4月)

６．９ 消費税の導入

• １９８９年 消費税導入

• １９８８年答申

「（外形標準課税については）間接税等税制
全般との関連を考慮して検討すべきものであ
る。」
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資料○27

資料○28

６．１０ 地方消費税の導入

• １９９４年 地方消費税導入

• １９９４年答申

「地方消費税が創設されたが、（外形標準課税
は）応益課税としての性格、税収の安定化、
赤字法人に対する課税の適正化等の観点か
ら引き続き検討する必要がある。」

６．１１ 法人税小委員会報告（１）

• １９９９年７月 法人税小委員会報告

地方分権を支える安定的な財源の確保

応益課税としての税の性格の明確化

税負担の公平性の確保

経済構造改革の促進
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資料○29

資料○30

６．１１ 法人税小委員会報告(２)
• 外形基準の４つの候補

①事業活動規模

利潤＋給与総額＋支払利子＋賃貸料

②給与総額

俸給・給与＋賞与＋退職手当等

③物的基準と人的基準の組み合わせ

事業所家屋床面積等＋給与総額

④資本金等の金額

資本金の金額区分ごとに定める税額

６．１１ 法人税小委員会報告(３)

• １９９９年『答申』

• 「外形標準課税の導入は、・・景気の状況等
を踏まえつつ、できるだけ早期にその導入を
図ることが望ましい。」

• 「そのため、小委員会報告に示された４つの
類型を中心に、具体的な導入に伴う税負担
の変動、中小法人の取扱い、雇用への配慮、
適切な経過措置など導入にあたっての諸課
題等について、引き続き具体的な検討を進め
ていく。」
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資料○31

資料○32

６．１２ 東京都「銀行税」（１）

• ２０００年 東京都(4月)・大阪府「銀行税」(6月)

• 資金量5兆円以上の銀行

業務粗利益 ３％課税

「事業の情況に応じ……資本金額、売上金額、家

屋の床面積若しくは価格、土地の地積若しくは
価格、従業員数等を課税標準とし、又は所得
及び清算所得とこれらの課税標準とをあわせ
用いることができる」

６．１２ 東京都「銀行税」（２）

• 但し、このとき、通常の所得を課税標準とする
ときの租税負担と「著しく均衡を失することの
ないようにしなければならない」

• 銀行側は、事業税は所得課税を常態とする
応能課税であり上記特例はきわめて限定的
に運用されるべきものであること・所得課税
が適当でない「事業の情況」にないこと等を
主張
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資料○33

資料○34

６．１２ 東京都「銀行税」（３）

• 東京高裁において、事業税の応益性と「事業
の情況」の存在を認めるものの、所得を課税
標準にする場合に比して税負担が「著しく均
衡を失」しており違法と判断する判決。

• 東京都の還付。

→外形標準課税の創設へ

６．１３ 外形標準課税（０５年）

• 資本金１億円超の法人

• 付加価値割 ０．４８％

• 資本割 ０．２％

• 所得割

年400万円以下 ３．８％（５％）

年800万円以下 ５．５％（７．３％）

年８００万円超 ７．２％（９．６％）
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資料○35

資料○36

６．１４ 地方特別法人税(０８年)

• 付加価値割 ０．４８％

• 資本割 ０．２％

• 所得割

年４００万円以下 １．５％（２．７％）

年８００万円以下 ２．２％（４％）

年８００万円超 ２．９％（５．３％）
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資料○37

資料○38

７．１ 課税ベースの問題（１）
所得型付加価値

＝利潤＋給与＋支払利子＋賃貸料

利潤＝売上高ｰ売上原価ｰ給与ｰ支払利子

ｰ賃貸料ｰ減価償却費ｰその他

所得型付加価値

＝売上高ｰ売上原価ｰ減価償却費ｰその他

７．２ 課税ベースの問題（２）

所得型付加価値

＝売上高ｰ売上原価ｰ減価償却費ｰその他

消費型付加価値

＝売上高－課税仕入－投資額－その他
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資料○39

資料○40

８．変動の問題

９．応益性の問題
資本金階級別欠損法人の推移
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資料○41

資料○42

１０．１ 偏在の問題（１）
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資料○43

資料○44

１０．３ 偏在の問題（３）分割基準の変遷
1970(��45)～
1988(��63)��

1989(���)�� 2005(��17)��

金融保険業
運輸通信業
卸売・小売業
サービス業

従業員の数

（資本金１億円以
上の法人の本社従
業員は１／２）

１／２事業所数
１／２従業員数

本社従業員１／２
を廃止

製造業 資本金１億円以上
の工場の従業員は
１．５倍

本社従業員１／２
を廃止

１０．４ 偏在の問題（４）
～地方企業課税の分割～

• 法人住民税 : 従業員＋均等割

・個人事業税 : 従業員

・法人事業税 : 従業員、事業所

・地方消費税 : 消費相当額

（消費、人口、事業所）

・地方法人特別税 : 人口 、従業員
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資料○45

１１．地方企業課税の今後

• 税収の安定性の確保

• 分割基準の模索

• 地方譲与税化の検討
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　　はしがき　　本稿は，平成21年 7 月 7 日開
催の地方税研究会における，神戸大学大学院経
済学研究科准教授 玉岡雅之氏の『地方消費税
の今後について』と題する講演内容をとりまと
めたものである。尚，当日の配付資料の一部を
本文末尾にまとめて掲載している。

はじめに

　今日は地方消費税についてお話しします。地
方消費税が地方税かという突っ込みもあると思
うのですけれども，一応地方税だということで
扱っていきたいと思っています。
　お配りしてあるレジメの目次をご覧いただく
とわかるのですが，結構たくさん書いてありま
す。主にしゃべろうと思いますのは，これまで
全然議論されていない地方消費税の大事な側面
について，特に今後を見通して話してみようと
思います。政策提言というのはあまり普段はし
ないのですけれども，こうしなさいというより
は，こういうことをしてはいけないということ
をお話できればと思っています。

1）日本の消費税制度の特徴

　まず 1 番目は消費税がどんなものかというこ
とで，今年でちょうど20年になっているわけで
すね。20年前はどうだったかというと， 3 ％の

単一税率で入りました。自動車関係に 6 ％の税
率が一時適用されていましたけれども，基本的
に単一です。当時の理解はいわゆる帳簿方式の
付加価値税だということだったのですけれども，
帳簿方式で複数税率というのは普通はできない
と理解されているのです。そうではなくて，帳
簿方式であるにも拘わらず，複数税率で動いて
いたという非常にまれなシステムです。その後，
税率が上がっていくわけです。
　 2 点目の特徴は税の算定の仕方が税額控除の
仕方でやっています。ただし，通常，付加価値
税の場合は EU で見られますようにインボイス
というものをどの国も使うわけですけれども，
日本の場合はインボイスを使わないで税額控除
をやっているということで，非常にまたこれも
まれです。珍しいです。
　 3 番目ですけれども，インボイスを使ってい
る場合には免税事業者というのはインボイスを
発行できないので，免税事業者から財・サービ
スを買った事業者というのはその免税事業者か
ら買った物に含まれている消費税，付加価値税
というのは控除できないということでまるまる
仕入れについてまたもう 1 回税を払うという，
いわゆる課税の累積というのが起こるのです。
日本の消費税の場合は課税仕入れという独特の
概念があって，免税事業者から買った場合でも，
そこに消費税がかかっていると，実際にかけら
れているのですけれども，かかっているとして
税額を控除できるということで，免税事業者が

地方消費税の今後について

神戸大学大学院経済学研究科准教授 玉岡雅之
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算ということに伴ってある意味国税の消費税の
付加税みたいな形で運用しています。というこ
とで，地方分権という流れがあるので，地方
消費税自体を課税自主権の面から考えるとどう
なるか。つまり，国税の消費税と別個に独自に
地方消費税というものを課税することはできな
いかと。答えは課税できるということなのです
けれども，ただし，コストがかかります。以下，
この順に問題を見ていきます。

3）逆進性の緩和策

3）－ 1．消費税制度の中での緩和策

　まず逆進性ですけれども，これはいろいろな
やり方があって，一番簡単なのが，消費税をか
けているわけなので，その消費税の制度の中で
緩和する。もう 1 つは消費税ではなくて，消費
税の外で，財政制度全体で緩和するということ
です。
　ヨーロッパで付加価値税が入ったのが今から
40年ぐらい前なのですけれども，そのころから
いわゆる学界の共通の認識としては，逆進性の
緩和策というのは消費税というか，その制度の
中ではやるなと，税率もできるだけ 1 本がいい
というのが基本的な理解なのですが，実際に税
率を 1 本でやっている国というのは非常に少な
いわけです。ほとんどの国で複数の税率を設け
ているということです。
　どうするかということなのですけれども，複
数税率というのは具体的にはいわゆる基本税率
と軽減税率或いはそれに加えて割増税率という
扱いになると思われます。基本税率というのは
今の地方消費税込みで 5 ％のものが多分幾らか
上がるだろうと。食料品とか，或いは生活必需
品とみなされるものについて非課税とか，軽減
税率とか，或いは軽減税率の極端ですけれども，
ゼロ税率を適用するかという問題です。
　食料品に軽減税率を適用するときには実は厄
介な問題がいろいろあります。 1 つは食料品と

存在しても課税の累積というのが起こらないと，
非常にこれも特殊です。ただし，それに伴って，
いわゆる益税という問題が生じてきます。
　 4 番目ですけれども，最初は消費譲与税とい
う形があって，地方に回っていたのですが，途
中から地方消費税というものに替わりました。
税率が消費税額の25％ということで，後に述べ
ますけれども，かなり変わった方法で地方に税
収を配分しています。その25％という税率です
が，これには実は 2 つ意味があります。その 2
つの意味があるということについてはまた後で
述べます。

2）地方消費税制度の抱える課題

　消費税自体が入って20年たったわけで，今ど
うなっているかというと，財政が非常に厳しい
ので，税率を上げようということです。いつ上
がるかわかりませんけれども，未来永劫上がら
ないということはあり得ないわけです。その時
にどういうことが問題になるかということで，
地方消費税にポイントを絞って考えるわけです
が，消費税の中にくるまれて運用しているわけ
ですから，消費税自体の問題というのもあるし，
地方消費税固有の問題点もあるだろうというこ
とで，以下ではその 2 つに分けてお話します。
　消費税の問題は，先ほど言った益税とか，簡
易課税の問題とか，いろいろあるのですけれど
も，複数税率が将来出てくるだろうというこ
とです。そこに絞って考えると，いわゆる逆進
性の問題があります。所得が高いほどいわゆる
消費性向が低くなりますから，対所得で見ると，
消費税の負担というのは逆進的であるというこ
とです。それをどうするか。通常の理解では複
数税率ということをやる場合にはインボイスと
いうのは不可欠だという理解です。それは本当
かどうかという話です。
　地方消費税制度固有の課題としては，後で述
べますが清算というのをやっています。結構煩
雑な，これをどうするか。それと，現在その清
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　複数税率をするときに共通の理解としてイン
ボイスというものが必要だというのがあります。
そのインボイスがなくて，複数税率というのは
難しいだろうと。そうすると，インボイスを入
れると，いわゆる納税側，事業者の側でかけて
いる，かかっている納税協力費とか，或いは税
を取る側の税務行政費というのがかなり増える
だろうと。
　仮に食料品が軽減税率になると，今現在，免
税事業の適用を受けている農家は何百万世帯あ
ると思うのですけれども，そこは軽減税率の適
用を受けたいと思うでしょう。つまり，仕入れ
については標準税率で，売上については軽減税
率の方で結果的に還付される。そうすると，数
百万の農家について還付の作業をするという非
常にありがたくない事態が起こり得るというこ
とです。
　免税事業者とか，簡易課税の制度で，簡易課
税というのは売上の何割とかということで仕入
れをやっていますけれども，その税率がいろい
ろ変わってくると，これもかなり見直さないと
いけないというか，見直せないというか，ほと
んど合理的な数字を出すのは非常に難しいとい
うことになると思います。

3）－ 2．財政制度全体での緩和策

　過去，消費税が入ったときと消費税の税率が
上がったときにはいわゆる福祉給付金みたいな
ものが支給されたということと所得税の所得控
除が引き上げられました。すべての項目ではな
いのですけれども，基礎控除とか，あるいは扶
養控除等が引き上げられて，現在は38万円とか
になったのです。所得税による調整というのが
考えられる。ただし，所得税を払っていないよ
うな所得の低い世帯には恩恵が及ばない。
　もう 1 つは社会保障給付による調整というこ
とです。これも対象になっていない世帯につい
てはその恩恵を被ることはできないということ
で，いずれも難しいということです。結局，ど

いうのは何かという問題です。単純なようで，
非常に難しいです。食料品を定義するというこ
とです。人間の食べる物だけではなくて，家畜
に与える飼料はある意味生産財的なものなので
すが，それをどう見るか。そういう物にも軽減
税率を適用するかという問題です。
　もう 1 つは食料品に低い税率を適用するとい
うことなのですけれども，例えばよく出る例が
ハンバーガーをマクドナルドで食べると，その
ときに店で食べる場合とお持ち帰りする場合に
どうするか。店で食べる場合はサービスの提供
を受けるわけだから標準税率の適用を受ける。
お持ち帰りの場合は家で食べるわけですから軽
減税率ということで済むかもしれませんけれど
も，軽減税率を適用したのをうまく逆手にとっ
てごまかして，お持ち帰りと言いながら店の中
で食べるとか，何が財・サービスの譲渡で，何
がサービスの消費かというのが非常に厄介です。
　生鮮食料品とありますけれども，それを軽減
税率と言ったとしても，生鮮食料品の中に非常
にぜいたくな魚介類があるかもしれないという
ことで，非常に厄介です。
　もう 1 つは，そうやって逆進性を緩和したと
しても，緩和の程度というのは簡単な計算で出
ますが，非常に限られている。上村先生のご研
究も最近ありましたけれども，非常に限界があ
る。もう 1 つは軽減税率を適用するとかなりの
減収がある。減収があるとすると，標準税率で
ある税率をある程度また引き上げないといけな
いということで，痛しかゆしだということにな
ります。
　何に軽減税率を適用するか。何を非課税にす
るかという問題です。20年前に物品税というの
が廃止されたわけですけれども，物品税の世界
に逆戻りするということです。消費税がいいと
いわれた理由というのが差別をしないというこ
とだったのです。財・サービスの差別をしない
ということだったのですけれども，そこに差別
をまた持ち込むということで，何のために消費
税を入れたのだという話になります。
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と思っています。
　 3 番目ですけれども，インボイスの書式をど
うするかということです。税率が増えると書類
が増えるということとチェックをどうするかと
いうことです。韓国とか，台湾では当初は取
引ごとにマッチングといって，インボイスの
チェックをしていた，電算処理でやっていたの
ですけれども，途中でやめました。とてつもな
いインボイスのチェックがあるので，その費用
も膨大になるということでやめました。EU 等
でも同じです。
　最近はどうかというと，EU では電子インボ
イスというものを使い始めています。やり始め
て結構な年月がたっているのですけれども，た
だ，共通の様式がありません。一番緩いところ
では先ほど言った形のインボイスですね。これ
を電子メールに添付するだけでいいという国も
あれば，いわゆる EDI を使って，取引をした
ら，そのたびごとに即座に税額が計算される。
それを当事者同士で，事業者同士ではなくて，
税の計算をする第三者の専門機関が計算すると
か，或いは専用ソフトウエアがあって，どんな
品目がどういう性質で，相手が課税事業者，非
課税事業者か全部わかる。事業者の番号がこれ
に出ますので，そういうのを使って即座にでき
るという国もあって，EU においてもばらばら
です。それをどう統一するかについて今は非常
にもめています。
　日本で複数税率になって，インボイスが入っ
てというときにどうなるか。電子インボイスに
ついてはあまり議論が進んでいませんけれども，
多分早めに議論しておいた方がいいかなとは思
います。

5）地方消費税と複数税率

　複数税率になった場合，地方消費税はどうな
るのかということなのです。消費税額25％です。
25％には 2 つの意味があるというのが関係する
のです。現行消費税制度をもし維持するという

うなるかというと，行ってはいけないと思うの
ですけれども，複数税率という方にどうしても
行ってしまうだろうということです。

4）複数税率に伴うインボイスの採用

　その問題点のインボイス導入ということに
ついて見たのが，レジメ ⑺ というところです。
今現在はどうなっているかというと，途中で制
度が変わって，請求書等保存方式ということで，
レジメ ⑻ を見ていただくとわかるのですが，
請求書に消費税額等という形で付けてやってい
ます。右側に書かれているのが，イギリスで用
いられているインボイスです。非常に似通って
はいます。
　それで，どうなるかということなのですけれ
ども，複数の税率が出てくると，品目ごとに税
率が違えば，税率が違うように記入する。例え
ば税率が同じものについてこうやってまとめて，
税率が違うもの，例えば食料品について違う請
求書をやるという具合に，税率ごとに異なる書
類を用意するということです。或いは一つの書
類に税率の異なる商品を税率と税額を明記して
記載するということもできます。この指摘はあ
まりないのですけれども，現在の請求書等保存
方式というのはある意味簡易インボイスになっ
ているということです。通常用いられているイ
ンボイスに非常に似ています。
　ただ，違うのはインボイスの発行をもって課
税事業者であると認めるというのがインボイス
を用いている国で通常行われていることです。
発行できないのは課税事業者ではないというこ
とで，発行できない業者から買ったら消費税を
控除できないということに現在なっていない
ので，その辺を現在の方式をインボイスと見な
して，そのときに厳密にインボイス方式のよう
に課税事業者と非課税事業者を分けるかどうか。
これは政策判断だと思うのです。私の判断では
今の方式は益税という問題はありますけれども，
現行方式を保った方が混乱は多分少ないだろう
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　ケース 2 というのは地方消費税独自に税率を
設定する場合です。これは可能かということで
すけれども，それは可能です。それについて書
いた論文が今日の配布資料の 2 つ目で，これは
3 年前に書いたものです。「地方消費税の独自
課税化」という論文です（本誌・90頁～98頁）。
そこに大ざっぱに書いています。
　可能なのですけれども，そのときにどうする
か。単一で税率を設定するか。それとも，複数
税率を設定するか。これは理論的な興味だけな
ので，実際にこんなことをやったら実務的には
大変なので，やるべきではないと思うのですけ
れども，一応理論的には複数税率の国税消費税
の下で，地方消費税についても複数税率を設定
するというのは可能です。
　それで，地方間の税率は同じになるのか，異
なるのかという部分ですけれども，これは異
なっても一応できます。資源配分がどうだとか，
いろいろ問題はありますけれども，理屈上は可
能です。ただし，変えてしまうと多分厄介なの
で，同じになるだろうということです。

6）地方消費税と偏在性

　 6 番の，地方消費税と偏在性です。これは前
回の戸谷先生の報告にもありましたように，よ
く議論されるケースであり，（出所が平成20年
版地方財政白書ビジュアル版の）この表につい
ては，よく使われております。法人税とか，住
民税に比べると，地方消費税というのは偏在性
が少ないということで，実際にそうです。一般
的にも偏在性がない税というのは非常に地方税
に適していると考えられています。
　ここで疑問なのですけれども，偏在性がない
というのは確かによさそうなのですけれども，
やはりどうしても偏在性というのは残る。一例
として消費税の清算基準を見直したい岩手県の
グループのところから取ってきたのですけれど
も，偏在性は低いけれども，例えば東京と沖縄
を見ると倍近い差がある。都道府県でそうです。

ことになると，国税の消費税率が動くと，そ
れに連動して，その25％ということになりま
す。税率を上げると25％ということなので，例
えばですけれども，消費税の標準税率が 8 ％だ
と，地方消費税の税率が 2 ％になる。軽減税率
が 4 ％だと，地方消費税についても 1 ％になっ
て，地方消費税込みで10％， 5 ％という世界に
なります。それで，国税消費税率に連動すると
いうのがあり得ます。
　レジメ⑽の課税期間分の消費税及び地方消費
税の申告書をご覧ください。ちょっと読みづら
い帳票ですが，ここですね。地方消費税の税額
をどうやって計算するかなのですけれども，あ
る事業者について課税期間についてその事業者
が納めるべき消費税額を計算します。例えばそ
れが 1 億円だとします。そうすると，地方消費
税額というのはその25％で，2,500万円という
ことになります。これは消費税率が一律である
から，こういうことができるわけです。
　ところが，複数税率になり，売るものについ
ては例えば，先ほど言った10％で一定だけれど
も，仕入れについて標準税率で仕入れたものと
軽減税率で仕入れたものがある。そのときに標
準税率のみで仕入れた事業者と軽減税率の物も
仕入れた事業者で計算すると，売上の額と税込
みの仕入れの額が同じだとしても，仕入れた物
の構成によっては計算して出てくる消費税額と
いうのは異なる。25％かけるというのはちょっ
とまずい。仕入れについて軽減税率で仕入れて
いる事業者がいて，そのときに差引で納める消
費税について25％で計算するというのは非常に
まずいのです。
　後で清算のところでもそのまずさは出てくる
のですけれども，そうではなくて，これはケー
ス 1 というところに関連するのですけれども，
連動するという場合に消費税率を上げるように，
売上にかかる消費税の25％で，仕入れについて
かかっている消費税額の25％というように計算
すると，たとえ軽減税率で仕入れたとしてもき
れいに計算できます。
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すが，現在地方消費税というのは国税の方で 1
度徴収してもらって，中身を地方の方に割り振
るということをやっております。それはある意
味厄介なことです。なぜそんなことをやってい
るのかということなのですけれども，徴収する
のは現地，東京で物を販売したら，東京で徴収
しているわけです。遠隔地に例えば販売する。
大阪府の人が東京から通信販売とか，ネットの
販売で物を購入するというときに，販売した事
業者は東京にいるわけで，そこでたくさん消費
税を払い込む。地方消費税も東京に行ってしま
うと先ほど言った偏在性がかなり高まる。
　どうするかというと，国税はそれでいいので
すけれども，地方消費税というのは地方で消費
した額に合うように地方消費税を割り振るとい
うことで，財政学の方でいわゆる仕向地原則と
いうものを採用した場合ということです。最終
消費地が税の帰属地になるようにうまくしない
といけないということで，その清算という部分
が必要だろうということになりました。現在の
消費税，地方消費税の徴収の仕方というのは物
を販売しているところで取りあえず徴収して，
そこの税務署に納めているということで，県
の境というのをもし国境だと考えれば，いわゆ
る原産地原則ということで徴収されているとい
うことです。税収配分を仕向地原則で最終消費
地に税が行くようにするためには清算というも
のが必要であると考えられました。簡単な図式
が「地方消費税の仕組み」として，レジメ⒂に
載っていますけれども，こういうふうなもので
回っています。
　実際にどうやっているかなのですけれども，
一番わかりやすいのは大阪府作成の，レジメ⒃

「地方消費税の払込み・清算・交付のしくみ」
です。清算をするときに大阪府は大阪府以外の
46都道府県相手に消費税を払う。逆に大阪府以
外の46都道府県は大阪府に対して地方消費税を
払う。大阪府が他都道府県に払う分を清算金支
出と言い，大阪府に入ってくる地方消費税の分
を清算金収入と言っております。

市区町村レベルでもかなり違う。
　これはベースとなる消費税額が違うというの
もあるのですけれども，その市町村に配るとき
に人口と従業員半々で分けておりまして，いわ
ゆる昼間人口を反映したような配分基準になっ
ていますので，似たような人口の都市であった
としても，交付金の収入というのはかなり違う。
隣接している自治体間でも違うということで，
どうしても偏在性が残る。将来，地方消費税の
取り分も増えると思うのですが，やはりまだ偏
在性が残る。
　戦後，前回もシヤウプ勧告の話がありました
けれども，当時議論されたのが，ある財政学の
グループによると，古典的地方自治という言葉
を使っておられて，古典的自治というのは地方
税で自前の財源をまかなって，地方税で何とか
やっていく。それが地方自治であるというのが
古典的地方自治だということです。今の三位一
体改革とか，地方分権の流れというのはある意
味古典的地方自治への回帰ということが言える
かもしれません。
　では，現代的地方自治というのは何かという
ことなのですけれども，それはやはり財源調整
を伴った地方自治です。つまり，どうしても偏
在性というものが残るので，それを国から施し
てもらうか，地方の中でやるかは別にして，ど
うしても残る偏在性というのは財政調整，財源
調整で対処するというのが現代的地方自治であ
るというような話が60年前にありました。
　その地方消費税の比率が上がると偏在性が残
るので，それをどうするかというのは，今日の
最後の道州制の話にも関連するのですけれども，
そこでどうするかということです。残ってしま
う偏在性をどうするかというのはまだあまり議
論されていないと思いますので，議論する必要
があるだろうということです。

7）地方消費税の清算

　今日のある意味目玉の話で，ややこしいので
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税勉強会方式が清算を伴う方式です。 2 番目の
繰延支払い方式というのは清算を伴わないでで
きる方法です。良さそうですけれども，実際は
問題も多いです。

①　現行方式
　簡単にいいますと，現行方式というのは先ほ
ど言ったように清算基準に基づいて各都道府県
に地方消費税を配分する。いったん都道府県で
割り振った消費税を市町村に半分渡すのですけ
れども，その際の基準というのが半分が人口で，
半分が従業者数ということです。これを消費税
の税率が上がった場合も同じようにするという
ことです。

②　繰延支払い方式
　 2 番目は繰延支払い方式という EU で用い
られている方式です。EU では国境ですけれど
も，どうやるかというと，ある県から別の県に
財・サービスを販売するときに，輸出免税と同
じで，移出の際にゼロ税率をかける。他の県の
事業者は自分の次の販売，取引で，この場合は
小売りになっています。消費者に渡す際に本来
ならばここで払わないといけなかった消費税額
を併せて控除して，売上が 1 万円で，仕入れが
5,000円とすると，税率が10％とすると，この
5,000円の仕入れに10％で500円， 1 万円の売上
に10％で1,000円と。500円を納めて，1,000円－
500円の500円を納める。結局，売上の 1 万円に
10％の1,000円を納めるという形で，最終的に
本来この県に入るべき税収が全部入ってくると
いう形です。移出の際にゼロ税率をやるという
ことで，清算ということを伴わないで，消費さ
れる県に全部消費税収が入る。これは EU で実
際にやっています。
　ただし，EU で問題になっているのはこの制
度を悪用して脱税がかなり行われているという
ことです。イギリスなどでは，全税収の 1 割強
が脱税されているということです。
　どうやって脱税するかということなのですけ

　どういった基準で分けているかなのですけれ
ども，このマクロの統計があります。小売りの
年間販売額とか，サービス業の対個人の事業収
入を 6 / 8 のウエートで各都道府県で割ります。
幾らあるか。人口については 1 / 8 ，従業者数
については 1 / 8 で，それぞれの消費で割り振
る。そうすると，日本全体の消費を100％とす
ると，大阪府でやる消費のウエートというのは
7.35％，東京都は13.49％です。これは平成18年
の数字です。
　大阪府が例えば東京都に対しては国から入っ
てきた地方消費税の13.49％を東京都に払う。
神奈川県に対しては6.33％を払う。愛知県に対
しては6.00％を払う。逆に他の都道府県は大阪
府に対して自分が国から 1 度預かった地方消
費税の7.35％を大阪府に渡すという作業を三月
ごとにやっています。非常にややこしい作業を
やっています。

7）－ 1．清算の諸方式

　これを実際にやっているのですが，なぜこん
なことをやらないといけないかというのは，先
ほど言ったように最終消費地が税の帰属地にな
るように清算をするということです。これが今
後複数税率になるとか，或いは地方消費税とい
うものを独自に課税していくときに現行の清算
の仕組みというのがどうなるかということです。
　考えられるのが 4 つぐらいあって，今現在
やっている方式をそのまま使うというのと， 2
番目はこれは EU でやっている方法ですけれど
も，繰延支払い方式というのをやるか。 3 番目
はカナダでやっていますけれども，税額控除清
算方式です。 4 番目が今日お配りした資料なの
ですけれども，総務省を中心にやった地方消費
税勉強会で提起されている方式です。これは 3
番目の方式とほぼ同じです。それらの方式が
あって，清算をやるとすれば，そのうちのどれ
かをやるということです。 1 番目と 3 番目と 4
番目の現行方式と税額控除清算方式と地方消費
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④　地方消費税勉強会方式
　地方消費税勉強会方式というのもこの方式で
す。数字例を使って500を迂回するという話を
したのですが，非常に簡単な数字例なのでうま
くいくようになっています。取引の数が膨大に
あって，どういう方式で徴収するかによるので
すけれども，問題はこちらの県はこちらの県の
税収をこちらの県の方からもらうという形に
なります。こちらの県でもらうべき税額とこち
らの県が払うよという税額は一致しないのです。
どうしても一致しない。これは EU の経験でも
そうなのです。
　理屈上は当然一致するはずなのですけれども，
実際にやると一致しない。マクロの統計をもっ
てきても，移出と移入というのは，片方の移出
は片方の移入なので，差し引きネットでゼロの
はずなのですけれども，マクロのデータをもっ
てしてもゼロにならないということで，特に税
率が違っている場合にもめる。100欲しいのに，
50しかないというようなことが必ず起こります。
税額控除清算方式にもとづく方式は根本的な欠
陥を持っていっています。非常に厄介というこ
とです。

7）－ 2．�消費税複数税率化時の清算	
方法

　応用問題で，消費税が複数税率になったとき
にどうやって清算するかということです。現行
方式というのは先ほど言ったように消費税の税
額をいったん計算して，それに単一税率の地方
消費税率というのを掛ける。これは先ほど言っ
たように無理です。
　消費税が複数税率になっているときに売上と
仕入れについていろいろ税率が変わっているわ
けですけれども，それについて引き算をしたも
のに一律の税率を掛けるのは無理です。清算が
非常に大ざっぱになります。なぜ大ざっぱにな
るかについては「地方消費税勉強会方式」の辺
りに書いてあるように，うまくいきません。

れども，いわゆるカルーセル型脱税ということ
が行われています。もっと複雑な形で行われて
いる場合もありますけれども，簡単に言います
と，こうした手法を使って脱税が行われている
ということです。
　今現在 EU では脱税に対処するためにどうし
ているかというと， 2 つあります。 1 つ目は
VIVAT，Viable integrated VAT に近い方式
をやろうとしています。これは今現在ここでゼ
ロ税率をかけているのですけれども，共通の税
率，例えば15％という税率で課税事業者間は取
引する。つまり，原産地原則で課税する。15％
をかけて，こっちが課税する。X という国と
Y という国の両当事者間で清算をするという
ことがまた考えられています。清算に関して
は戸谷先生がお詳しいのですけれども，また
後ほど触れたいと思います。 2 つ目は General 
Reverse Charge と言って，繰延支払い方式を
国境を越える取引だけではなく，国内での取引
についても免税点を超えるものであれば適用す
るというものです。すでに一部の国で実施され
ており，税の取り逃げをうまく防ぐ方法ですが，
実施のためのコストがかかりますので現在議論
が続いています。

③　税額控除清算方式
　元に戻りまして， 3 番目の方式が税額控除
清算方式ということで，これですね。X 県で，
この県である税率で地方消費税をかけて，この
県で税を納める。この県から隣の県が財を購入
すると。例えばこの県が 5 ％の税率，こっちの
県が10％の税率です。 1 万の物を X から Y に
販売する。そうすると， 1 万かける 5 ％で500
の税をこっちに支払う。こちらの県にいる事業
者は500の税を自分の売上にかかる税から引い
て，こちらの方に，Y の方に納める。X の県
にいる税務当局は清算者，クリアリングハウス
で500の税を渡したということです。こちらの
Y の県の方に属するようにするという方式で
す。
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政府が関与しないようなことが可能かどうか。
4 番目として清算ということをなくせるかどう
かということです。なくせる方法もあるし，な
くさない方法もあるのです。
　わかったのは，仕向地原則を適用して，清算
もなく，税率も自分で決定する。中央政府が関
与しないで，独自に徴収するというような，あ
りとあらゆる，仕向地原則も含めてですが，独
自課税の候補を全部満たすような地方消費税の
候補というのは，実はないということでした。
独自課税という時には，いろいろな候補があり
ますけれども，それらの要件のいずれかを捨て
ないと，無理だろうということで，どれを取る
かという話です。詳しくはお配りしている「地
方消費税の独自課税化」という論文をご覧くだ
さい。

9）道州制と地方消費税

　どれを取るかということと関連して，道州制
と地方消費税という最後のところです。好きな
よく使う言葉で，事務配分と財源配分の連立方
程式ということです。国と都道府県と市町村で
どういう事務を担当するか。それに合うように
どういう財源を各層に割り当てるかということ
です。それを連立方程式にします。これは戦後
この間話があったシヤウプのときに事務配分と
財源配分を彼らなりに考えて，方程式を解いた
わけですね。なおかつ解き切れない部分は地方
財政平衡交付金というものでちゃんと補って，
それでうまく何とか解けたのですけれども，か
なめとなった平衡交付金が機能しなくなってし
まったのです。葬り去られてしまったので，が
たがたっと方程式が崩れてしまったわけです。
　そこで，戦後この60年というか，60年たって
いますけれども，いろいろな形で方程式を組み
換えて，組み換えて，ある意味，解のない方程
式を解いてきて今現在に至っているわけです。
60年前と同じようなというか，大規模に方程式
を組み替える時期になっているかなと。それが

　ということで，どうやるかと言いますと，次
の方式として地方消費税額の一定割合で売上・
仕入れにかかる地方消費税を計算するというこ
とです。
　これは差引の税額で計算するのではなくて，
売上と仕入れそれぞれ別個に地方消費税額を計
算して，25％分だとしたら，その売上について
25％，仕入れについて25％というものを売上・
仕入れ別個に計算して，それで地方消費税を計
算すると，国税消費税額と比例するように地方
消費税が計算されますので，現行の清算方式を
使えるだろうということです。
　 3 番目が地方消費税独自で税率をかけるとい
うことです。これは国税の今の清算の仕組みと
は全く別にやる。これをやる場合に税額控除清
算方式でやるか，繰延支払い方式でやるかとい
う差はありますけれども，今の仕組みとは一応
別個でできるということです。

8）地方消費税の独自課税化

　地方消費税は今現在は消費税におんぶにだっ
こという形になっています。これを独自課税と
いうことにできないか。カナダ等では実際に国
税の消費税とは別個に地方消費税の税率を変え
てやっている州があります。やっているところ
があるので，できないことはないのですけれど
も，その前に独自課税というのは何かというこ
とを考えてみようというわけです。
　独自課税とは何かということで，課税ベース
を国税とは別個にするかどうか。多分これをす
るとややこしいだろう。もちろんできないこと
はないのですが，非常に厄介だからやらないで
しょう。 2 番目ですけれども，税率を独自決定
する。これは先ほど言ったように理屈の上では
可能です。 3 番目ですけれども，独自に徴収す
る。今みたいに中央政府の関与なしに独自に徴
収する。独自にというのは地方政府間でやるか，
或いは地方政府を代表するような機関，清算機
関がやるかという差はありますけれども，中央
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もし質問があったら詳しくお答えしますけれど
も，これについて去年近畿大の中井先生と一緒
に大阪府の方で道州制の研究会をやったので
す。これは今日お配りした 3 つ目の「大阪府広
域自治制度に関する研究会『最終報告』のポイ
ント」という資料です。太田知事のときに始め
て，最終報告は橋下知事のときに出したのです
けれども，知事の意向とは全く関係なくて，独
立して，自由に言いたいことを言ったのです。
　そこで言うところの，財源配分に関しては，
道州制下の税財政制度で考えています。考えて
いるのはいわゆる標準的な中間州ですね。財政
規模とか，いろいろなものを見ても中間州です。
関西を念頭に置いているのですけれども，そこ
については財政調整をしないで，自前の財源で
やっていきましょうということです。中間州を
超える富裕州，豊かなところと貧しい困難州で
す。富裕州と困難州との間では財政調整はあっ
てもいいだろうけれども，人口の何割かを占め
る中間州においては財政調整を行わないように
するように財源を確保するという話をしていま
す。今現在，地方財政は大阪府は厳しいのです
けれども，地方消費税の税率が上がるとちょっ
と事態は変わってくるだろうということだと思
います。
　今日のお話は地方消費税というよりはどちら
かというと消費税寄りの議論だったのですけれ
ども，あまり議論されていないだろうと思う点
についてお話しました。以上です。

道州制ということの議論です。道州制というこ
とで再び事務配分の議論が非常にあります。国
はどういう仕事をするか。道州はどういう仕事
をするか。市町村というのはどういう仕事をす
るかという議論が進んでいますけれども，それ
に合うように限られた財源をどうやって分け合
うかということで，事務配分と同時に財源配分
というのを考えていかなければいけません。
　どうするかということですけれども，各層の
政府で単一の財源を割り振るのは多分無理だろ
うと思われます。政府の規模が小さいと言いな
がらも，かなり大きくなってきたので，所得に
しろ，消費にしろ，かなりお互いにかけ合わな
い限り財源が足りないということで，多分財源
の共有ということになるかと思うのですけれど
も，どう共有し合うか。今，問題にしたのは地
方消費税ですが，消費課税ということについて
どう共有し合うかということです。
　その財源配分というときに問題になってくる
のが，道州であれ，基礎的自治体であれ，格差
が出てくると，それをどうするかということで
す。道州間で格差が出ると，当然市町村間でも
出てくる。そこで水平的調整ということを行う
のかどうか。つまり，国の関与を経ずに道州の
間だけで水平的調整をするかという話です。
　片や，道州の中に市町村，基礎自治体がある
わけですけれども，道州と市町村の関係をどう
考えるかということで，道州と市町村間で垂直
的調整というものをどうするかということです。
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† 配付資料

地方消費税の独自課税化

玉 岡 雅 之

　地方消費税1をこれからの地方にとって重要な
財源だと捉え，現在のような国税に対する付加税
的な扱いではなく，独自に課税することを考える。
国税としての消費税の役割も今後十分高まること
が予想されるので，本稿では国税としての消費税
が存在することを前提にしながら，地方税として
の地方消費税を独自に課すことができるかどうか
を主に理論的な側面から考察する。
　独自に地方消費税を課す場合に考慮しなければ
ならない諸点がある。順不同で列挙すると，
・税率決定を独自にするかどうか
・課税ベースの算定を独自にするかどうか（非課

税財・サービス・部門の設定等）
・原産地原則を適用するか仕向地原則を適用する

か
・税の徴収を独自で行うかどうか
である。このうち課税ベースの算定を独自に行う
かどうかについては，各地方間で基準がバラバラ
であったり，国税の消費税と基準が違ったりした
場合に起こるであろう事業者に与える影響を考え
ると積極的に考察する意味を見いだせない。した
がって以下では財源調達が地方消費税の第一義的
な目標だと考えて，地方の限界的財政責任を果た
すものとしての地方消費税の独自課税化を考える。
その結果，
・税率を独自に決定する
・仕向地原則を適用する
・税を地方独自で徴収する
の 3 つを満たすような地方消費税の仕組みはない
ことが明らかにされる。したがって本稿では税
率の独自決定が可能かどうかを第一義的に考察
し，仕向地原則の適用も可能にする地方消費税の
仕組みを考えることにする。候補としては並列
型付加価値税（Dual VAT）と補償型付加価値税

（CVAT）が挙げられ，これらを日本の地方消費税
制度に適用する際の問題点が検討される。
　以下第 1 節では現行の日本の地方消費税制度を

清算の側面から整理する。第 2 節では独自課税の
中身を検討し，何についての独自性かを定義づけ
る。第 3 節では各国の事例とこれまでの研究例を
簡単に紹介する。第 4 節では地方消費税制度にお
ける仕向地原則の適用について考察し，第 5 節で
独自課税化の候補について検討する。以上の検討
をふまえて第 6 節で日本の地方消費税制度の独自
課税化のもつ意味について触れることにする。

1 ．現行の地方消費税制度

　現行の地方消費税制度を清算という観点からま
ず眺めることにする。地方税法の関連する条文は
以下のようになっている。

（地方消費税の清算）
第72条の114　道府県は，当該道府県に納付された
譲渡割額に相当する額及び第72条の103第 3 項の規
定により払い込まれた貨物割の納付額の合算額に相
当する額から前条第 1 項の規定により国に支払つた
金額に相当する額を減額した額を，政令で定めると
ころにより，各道府県ごとの消費に相当する額に応
じてあん分し，当該あん分した額のうち他の道府県
に係る額を他の道府県に対し，それぞれ支払うもの
とする。
2 　前項の規定により他の道府県に支払うべき金額

と同項の規定により他の道府県から支払を受ける
べき金額は，関係道府県間で，それぞれ相殺する
ものとする。

3 　第 1 項の各道府県ごとの消費に相当する額と
は，各道府県ごとに，当該道府県の小売年間販売
額（統計法（昭和22年法律第18号）第 2 条に規定
する指定統計である商業統計の最近に公表された
結果に基づき総務省令で定める額をいう。）と当
該道府県の当該小売年間販売額に相当する消費以
外の消費に相当する額（消費に関連する指標で政
令で定めるものを基準として政令で定めるところ
により算定した額をいう。）とを合計して得た額
をいう。

4 　前 3 項に定めるもののほか，これらの規定の実
施のための手続その他その執行のために必要な事
項は，総務省令で定める。

　地方による地方消費税の独自課税化を考える前

1 　本稿で扱う地方消費税は現行制度と同様に消費型付加価値税タイプの税である。
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　これは地方間で地方消費税収の清算を行わず，
国が地方消費税（＝消費税収の 4 分の 1 ）を各地
方の消費額で按分した額と同じになる。税清算の
実務面だけは地方が担当しているので，その限り
では地方税ということもいえるが，結果としての
税収は国の消費税の付加税という性格を拭いきれ
ず，47都道府県間でそれぞれ清算するという制度
そのものの必要性が低いことが分かる 2 。そして清
算過程に国が大きく関与しており，以下に述べる
地方による消費課税の独自化にとって清算制度を
なくすかどうかが一つの鍵になる。

2 ．独自課税の中身

　地方消費税の独自課税化といった場合，「誰の」
「何に対する」「何の」独自性を考えるのかを明確
にする必要がある。以下では，「課税ベース」「税
率」「税の徴収」の 3 つの側面から地方消費税の独
自課税化を考察する。

2 - 1 . 課税ベースの選定
　各地方がどのような財・サービスに課税し，ど
のような財・サービスを非課税にするか，あるい
は非課税部門を設けるかどうかを独自に決めるこ
とが課税ベース選定における独自性である。課税
ベースの算定を独自に行うかどうかについては，
各地方間で基準がバラバラである場合や，国税の
消費税と基準が違った場合に起こるであろう事業
者に与える影響を考えると積極的に考察する意味
を見いだせない。以下では課税ベースについては
全地方で共通であると仮定する 3 。

2 - 2 . 税率の独自決定
税率の独自決定には，
・国税消費税とは独立に税率を決定
・他の地方の税率とは独立に税率を決定
という 2 つの側面がある。各地方で別々に税率を
決めるのでこの 2 つの側面はとりあえず無関係に
思われるが，他地方の税率とは異なりながらも
国税消費税に付加税的に課す地方消費税を考える
ことが出来る。カナダの HST（Harmonized Sales 

に現行の制度を整理しておく。現行の地方消費税
では課税標準は国税の消費税額で税率は100分の25
となっている。都道府県は，国から支払われた地
方消費税相当額について，「小売年間販売額（商業
統計）」と「サービス業対個人事業収入額（サービ
ス業基本統計）」の合算額を 6 / 8 ，「人口（国勢
調査）」を 1 / 8 ，「従業者数（事業所・企業統計）」
を 1 / 8 としたウエイトで都道府県間で清算する。
この清算の仕組みを簡単なモデルで説明する。簡
単化のため各地方の財 ･ サービスの販売額のウエ
イトを 1 つまり100％として計算する。
　今，第 i 地方の課税売上を Si，消費額を Ci とす
る。
　第 i 地方での当初の地方消費税収は，

　
　

　一方第 i 地方から第 i 地方以外への地方消費税収
の支払い分（地方消費税清算金歳出分）は

　　

となり，第 i 地方以外から第 i 地方への地方消費税
の支払い分（地方消費税清算金歳入分）は，

　　

（j ≠ i）より市町村交付金配分前の実際の地方消費
税収 Ti は，

　　

となる。

2 　地方消費税がこのような清算制度を設けるようになった経緯等については持田（2004）第 3 章を参照のこと。
3 　どの地方も地方消費税を課していると考える。地方消費税を課さない地方や他の消費課税制度，例えば小売売上
税を課している地方が存在することは考えないことにする。
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自体が排除されることになる。他地方に対する移
出額の多い，また他地方よりも税率の高い地方は
仕向地原則で運用した場合よりも税収が多くなる 7 。
　経済的な「中立性」の達成や租税競争の恐れな
ど通常指摘される原産地原則の問題点の他に，税
の徴収という実施上の問題点からも地方消費税に
原産地原則を適用するのは問題が多いことが分か
る。

3 ．各国の事例，先行研究例の紹介

　カナダにおける QST（Quebec Sales Tax）およ
び HST, そしてブラジルにおける ICMS （Imposto 
sobre Circulção de Mercadorias e Serviços）が先
行事例として挙げられる 8 。
　QST は後述する並列型付加価値税（Dual VAT）
のモデルとなる付加価値税であり，ケベック州
が QST そのものと連邦付加価値税である GST

（Goods and Services Tax）を徴収している 9 。課
税ベースは GST とほぼ同様であり，GST 込みの
価格に QST が課される。他州への移出については
相手が課税事業者の場合，ゼロ税率が適用される。
　HST は東部 3 州が連邦政府と協調して自州の付
加価値税を課すもので，税の徴収自体は連邦政府
が行っている10。課税ベースは各州共通で GST と 
HST 込みの税率が財・サービスの価格に乗じられ，
移出に関しては HST はゼロ税率を適用される。移
入に関しては相手先の州が HST を採用していなく
ても，HST 登録企業がある州に移出をするときは 
HST を課して販売する必要がある。
　ICMS は州で課されている付加価値税で珍しく
原産地原則で運用されている。州間の取引につい
て州内の取引とは異なる税率が適用されるなど，
制度自体が複雑化しており，絶えず改革の議論が
起こっている11。
　一方，研究事例については，並列型付加価値

Tax）が典型例であるが，他地方の税率とは名目
上異なっていても税率の決定権自体が地方にはな
く，国にある場合は独自決定とは言い難いであろ
う。
　したがって，以下で地方の税率の独自決定とい
う場合には，他の地方の税率とは独立に税率を決
定し「かつ」国税消費税とは独立に税率を決定す
る場合を考えることにする。特殊ケースとして各
地方の税率が等しい場合が考えられる。
　このようにして独立して決定された税率を，課
税主義（原則）の観点から眺めることができる。

原産地原則：
　�自地方内の取引と他地方への移出に自地方の　

税率を適用
仕向地原則：
　�自地方内のみ自地方の税率を適用，他地方へ

の移出にはゼロ税率を適用
原産地原則では自地方内外を問わず全ての取引に
対して 1 本の税率ですむのに対して 4 ，仕向地原則
では移出取引に対するゼロ税率の適用が必須とな
る。仕向地原則を採用することに伴う当然の帰結
であるが，移出元での税額の還付と移出先での繰
り延べ支払い方式の適用という課税行為が待ち受
けることになる 5 。

2 - 3 . 税の独自徴収
　県境をまたがって財・サービスが取引される場
合，自地方内のみで税の徴収が完結するのは原産
地原則によるしかない 6 。自地方内の取引に関する
地方消費税だけではなく，移出に関する地方消費
税の徴収も当該地方だけで完結する点が特徴であ
る。原産地原則で税を徴収する際に，同じく原産
地原則を採用している地方からの移入品に含まれ
ている地方消費税の控除をどうするかという問題
が生じる。独自徴収という定義から清算の仕組み

4 　地方消費税における複数税率はとりあえず考慮しない。
5 　後述する税額控除清算方式の場合はこの限りではない。
6 　仕向地原則を採用している国が，原産地原則を採用している国からの輸入財・サービスに含まれている税につい
ての税額控除をどう処理するかという厄介な問題がある。玉岡（2006）第 9 章を参照のこと。

7 　厳密な証明は玉岡（2006）第 6 章を参照のこと。
8 　持田（2004）第 3 章。
9 　http：//www.revenu.gouv.qc.ca/eng/entreprise/taxes/tvq_tps/index.asp
10　http：//www.cra-arc.gc.ca/tx/bsnss/tpcs/gst-tps/menu-eng.html
11　Varsano （2000）
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を適用することになる。

4 - 2 . B to C
　B to C の場合も移出元の採用する課税原則に
よって対応が異なってくる。移出元が原産地原則
を採用している場合，移出先の消費者が自主納税
する場合も含めて，移出先での税率による課税
になるようにするのは困難である。これに対し
て，移出元が仕向地原則を採用している場合は，
⑴移出元ではゼロ税率を適用するので，移出先の
消費者が自主納税する，⑵対消費者のみ原産地原
則（自動車など特別な財・サービスは仕向地で課
税：EU の例）を採用する，⑶仕向地の税率で課税

（「原産地課税・送金システム」14はその 1 つ）する
などの方法が考えられる。どの方法も一長一短が
あり，決め手になる案はない状態と言っても過言
ではない。
　地方ごとに原産地原則，仕向地原則の選択を認
める理論的には興味深いケースもありうるが，最
終的に仕向地原則を実現することを考えるので，
以下ではどの地方も仕向地原則を採用していると
考える。
　したがって，B to B については，移出時にゼロ
税率を適用して，移出先で繰り延べ支払い方式を
適用することが考えられる。また，B to C につい
ては移出先の消費者が自己申告などによる自主納
税を行うか，移出元の地方が移出先の地方の税率
で課税することが考えられる。後者の場合は何ら
かの清算が地方間で必要になってくる。

5 ．独自課税化の候補の検討

　本節では税率の独自決定権を伴った仕向地原則
での地方消費税が実現可能かどうかを考察する。
そのための候補として並列型付加価値税（Dual 
VAT）と補償型付加価値税（CVAT）が挙げられる。

■ 並列型付加価値税（Dual VAT）

　カナダの QST（Quebec Sales Tax）が典型例と
して挙げられるが15，実は並列型付加価値税につい

税（Dual VAT） に つ い て は Bird and Gendron 
（1998）,（2000） が， 後 述 の 補 償 型 付 加 価 値 税
（CVAT）については McLure （2000）がある12。

4 ．仕向地原則の適用

　地方間での取引について仕向地原則を考える場
合，BtoB（事業者間取引）13と BtoC（事業者対消
費者間取引） に分けて考える必要がある。税額控
除が認められるような課税事業者と税額控除が認
められない消費者とでは，最終的な税の支払い方
に大きな違いがあるからである。

4 - 1 . B to B
　B to B において移出先で仕向地原則（＝消費地
での課税）を実現する方法として，
・税額控除を伴った原産地原則
・繰り延べ支払い方式
をとりあえず考えることができる。「税額控除清算
方式」とも呼ばれる前者は移出元の地方は原産地
原則で，移出元の税が含まれたまま移出先の地方
に財・サービスが移出され，移出先の地方で移入
品に含まれていた税額を控除する方式である。取
引が続いていくことによって，結局仕向地原則に
転化してしまう。通常この方式では清算を考える
ことになる。清算を考えない場合は後者の方式の
採用を考えることになる。
　後者は移出元の地方で移出品に対してはゼロ税
率を適用し，移出先の地方で再加工・再販売をす
るときに移出先の地方消費税が課されることにな
る方式である。
　さらに，移出先で仕向地原則（＝消費地での課
税）を実現する場合に，移出元の地方がどのよう
な課税原則を用いているかが重要である。移出元
が原産地原則を採用している場合，移出先が税額
控除を行う。清算を伴わない場合，移入時点での
税収は清算を伴う場合と比べて減少するが，移出
先の税率で以後取引が行われていく。また移出元
が仕向地原則を採用している場合には，移出にゼ
ロ税率を適用して，移出先で繰り延べ支払い方式

12　McLure （2000）は Varsano （2000）を元にしている。
13　ここでは課税事業者間の取引を念頭に置く。非課税事業者への販売は対消費者向けの販売と同様に考える。
14　玉岡（2006）第 8 章を参照のこと。
15　Bird and Gendron （1998）
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取引にあたるので，たとえば A 地方からの移出財
の価格は（ 1 +tv）Pa となるが，tvPa の税額は移入
事業者側で控除できる。B 地方の移入事業者が自
地方内の消費者に販売する際は（ 1 +tv+tb）の税
率が販売価格に乗じられる。B 地方の消費者は自
地方内の事業者からの場合と同じように購入でき
る。
◇ 移出先の消費者が直接購入する場合

　メールオーダーやインターネットを通じた消費
者の直接購入の場合，たとえば A 地方の事業者か
ら B 地方の消費者へ商品が直接販売される場合に
は国税付加価値税のみが課され，A 地方の事業者
は税務当局へ 1 単位当たり tvPa の税額を支払って
取引は終了する。移出先の B 地方の消費者は購入
分についての地方付加価値税を自己申告する必要
があるが，そのような誘因はない。
◇ 事業者間の取引 

　A 地方から B 地方への移出の場合，ta= 0 ，つ
まりゼロ税率を乗じて販売され，国税付加価値税
のみが価格に上乗せされる。B 地方の移入事業者
は国税付加価値税を税額控除し，地方付加価値税
については繰り延べ支払い方式が適用されるので，
再販売の際などに tb の税率で地方付加価値税を国
税付加価値税とともに売上に課されることになる。  
　並列型付加価値税における課税事業者間の取引
を数値を使って説明すると以下のようになる。A
地方と B 地方の 2 つを考える。A 地方では業者 1 ，
業者 2 と業者 3 がおり，B 地方でも同様に業者 1 ，
業者 2 と業者 3 がいるものとする（同一国なので
貨幣単位は共通）。国税消費税率 tv は20%，A 地方
の地方消費税率 ta は 5 %，B 地方の地方消費税率
tb は10%であるとし，A 地方内で業者 1 から業者 2
に100で商品が販売され，業者 2 は B 地方の業者 3
に200で商品を販売し，B 地方の業者 3 は B 地方の
消費者に300で商品を販売する。同様に，B 地方内
でも業者 1 から業者 2 に200で商品が販売され，業
者 2 は A 地方の業者 3 に300で商品を販売し，A 地
方の業者 3 は A 地方の消費者に400で商品を販売す
るものとする。
　A（B）地方の第 i 業者の税込み売り上げを Ai

（Bi），A（B）地方の第 i 業者の納税義務額を TAi

（TBi）とすると，それぞれの数値は以下のように
なる。納税義務額の後ろの括弧内は中央と地方へ
の税収の帰属を表している。

てまとまった概念はない。国税付加価値税と同時
に地方付加価値税を課す点が唯一並列型付加価値
税を定義づけるときに必要な点で，
・課税ベースを両者で共通にするかどうか
・税の徴収をそれぞれ別個に行うか，それとも両

者共同で行うか，どちらか一段階の政府が行う
か

については，あらかじめ決められたものはない。
さらに税率について，
・国税付加価値税込みの価格に地方付加価値税を

課す　… ………………………（ 1 +tv）（ 1 +ti）
・国税付加価値税とは別個に地方付加価値税を課

す　　… ………………………………（ 1 +tv+ti）
の 2 つが選択肢として考えられる（tv は国税付加
価値税率，ti は地方付加価値税率）。ちなみに QST
は前者である。
　QST のように両税を地方が徴収する場合，国税
付加価値税込みの価格に地方付加価値税を課すか
らといって徴収意欲が大きくなることはない。国
税付加価値税が課されたまま財は地方間を移動す
るが，地方付加価値税については QST のように，
繰り延べ支払い方式を用いて仕向地で徴収される
ことを考えることができる。
　並列型付加価値税の仕組みを簡単に説明すると
次のようになる。
　国税と地方税の付加価値税があり，A 地方，B
地方の 2 つの地方があるとする。国税の付加価値
税率を tv，地方の付加価値税率をそれぞれ ta，tb

とする。国税付加価値税とは別個に地方付加価値
税を課す場合を考える。

● 地方内の取引
　A（B）地方内の取引には地方付加価値税と国税
付加価値税が課される。事業者間の取引では購入
業者は地方付加価値税（ta（tb））と国税付加価値
税（tv）を控除することができ，対消費者向けの販
売では地方付加価値税と国税付加価値税の合計が
最終的な税として確定する

● 地方間の取引
　A（B）地方から B（A）地方への販売には国
税付加価値税が課され，地方消費税は課されない

（ゼロ税率を移出業者の移出価額にかける）。
◇ �移出先の消費者が自地方内の業者から購入す

る場合 
　この場合には業者の手元に渡るまでは事業者間
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Ａ Ｂ
１ ２ ３

１００ → ２００ → ３００ → 消費者
３ ２ １

消費者 ← ４００ ← ３００ ← ２００

加価値税は課されない（ゼロ税率を移出業者の移
出価額にかける）。 
◇ 移出先の消費者が自地方内の業者から購入す

る場合 
 この場合には業者の手元に渡るまでは事業者

間取引にあたるので，たとえば A 地方からの移
出財の価格は （ 1 +tc+tv）Pa となるが，（tc+tv）Pa 
の税額は移入事業者側で控除できる。B 地方の
移入事業者が自地方内の消費者に販売する際は 

（ 1 +tv+tb）の税率が販売価格に乗じられる。B 地
方の消費者は自地方内の事業者からの場合と同じ
ように購入できる。 
◇ 移出先の消費者が直接購入する場合 

	 メールオーダーやインターネットを通じた消費
者の直接購入の場合，たとえば A 地方の事業者か
ら B 地方の消費者へ商品が直接販売される場合に
は国税付加価値税と 補償型付加価値税が課され，
A 地方の事業者は税務当局へ 1 単位当たり （tc+tv）
Pa の税額を支払って課税取引は終了する。国税と
ともに徴収することによって税収の漏れをなくす
ことにつながる。 
◇ 事業者間の取引 

　A 地方から B 地方への移出の場合，ta= 0 ，つま
りゼロ税率を乗じて販売され，国税付加価値税と
補償型付加価値税が価格に上乗せされる。B 地方
の移入事業者は国税付加価値税と補償型付加価値
税については税額控除し，地方付加価値税につい
ては繰り延べ支払い方式が適用されるので，再販
売の際などに tb の税率で地方付加価値税を国税付
加価値税とともに売上に課されることになる。 

 課税事業者間の取引にかかわる補償型付加価値
税は相殺されるので，補償型付加価値税収につい
ては対消費者・対非課税事業者向けの移出にかか
る税収分が最終的に残ることになり，この税収を
各地方間で配分することになる。補償型付加価値
税を中央政府が国税付加価値税と同時に徴収して
いる場合は中央政府が各地方のマクロ的な消費統

A 1 ：� 100*（ 1 +0.2+0.05）=125 	  
 TA 1 =25 （中央：20 地方： 5 ）

A 2 ：� 200*（ 1 +0.2+ 0 ）=240	 
 TA 2 =40-25=15 （中央：20 地方：- 5 ）

B 3 ：� 300*（ 1 +0.2+0.1）=390	 
 TB 3 =90-40=50（中央：20 地方：30）

B 1 ：� 200*（ 1 +0.2+0.1）=260	 
 TB 1 =60（中央：40 地方：20）

B 2 ：� 300*（ 1 +0.2+ 0 ）=360	  
 TB 2 =60-40-20= 0 （中央：20 地方：-20）

A 3 ：� 400*（ 1 +0.2+0.05）=500　	  
 TA 3 =100-60=40（中央：20 地方：20）

　TB 3 と TA 3 の地方への帰属分は繰り延べ支払い
方式を適用した後の数値である。

■ 補償型付加価値税（CVAT）

　McLure （2000）で提示されている補償型付加価
値税を簡単なモデルを使って説明すると次のよう
になる。
　国税と地方税の付加価値税があり，A 地方，B
地方の 2 つの地方があるとする。国税の付加価値
税率を tv，地方の付加価値税率をそれぞれ ta，tb

とする。A 地方から B 地方および B 地方から A 地
方への移出には 補償型付加価値税が課される。そ
の税率を tc とする。 

● 地方内の取引 
　A（B）地方内の取引には地方付加価値税と国税
付加価値税が課される。事業者間の取引では購入
業者は地方付加価値税（ta（tb））と国税付加価値
税（tv）を控除することができ，対消費者向けの販
売では地方付加価値税と国税付加価値税の合計が
最終的な税として確定する。

● 地方間の取引
　A（B）地方から B（A）地方への販売には国税
付加価値税と補償型付加価値税が課され，地方付
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べ支払い方式を用いることや中央政府が課す付加
価値税と共に徴収するので仕向地原則を実現する
ことが可能である。したがってすべての取引につ
いて仕向地原則を実現することは大変困難である
ことが分かる。またメールオーダーやオンライン
ショッピングのように仮に移出品に対して移出元
で課税できたとしても移出先がどこであるか，ま
たどの消費者が購入したかの情報がなければ，仕
向地原則課税は実現しない。税率の自主決定権や
清算が不要な点に関しては並列型付加価値税では
問題はない。また税務に関しては，自地域内での
売上に関しては，徴収に関して基本的に問題はな
い。並列型付加価値税においては移入商品に対す
る課税を行う必要があるが，中央政府の付加価値
税とともに課すので，事業者間取引については問
題が少ない。
　次に補償型付加価値税について検討する。地方
付加価値税の税率の自主決定権に関しては並列型
付加価値税と同様問題がない。移出自体に課税す
ることを目的としているので税収の漏れも基本的
には生じない。ただし，補償型付加価値税は移出
商品に課税するのでいったん徴収した税を地方間
で清算する必要がある。自地域に入る補償型付加
価値税収はマクロ的な消費指標などによって各地
域間に配分することが考えられるが，いずれにせ
よ自地域に入る税を自地域のみで徴収できない点
は中央政府が補償型付加価値税を徴収・配分する
場合も変わらない。そして税収の配分を地方団体
間でまとまって行うのがよいか，あるいは税の徴
収業務を含めて国が一括して行うのがよいのかは
あらかじめ言うことはできない。カナダのケベッ
ク州売上税のように地方政府が中央政府の付加価
値税を代わりに徴収するほど地方政府の税務行政
が発達している国もあれば，補償型付加価値税が
もともと提案されるにいたったブラジルのように
州間の取引についての税務行政が州政府でうまく
いっていない国もある（Varsano （2000））。導入す
る国の国・地方の税務行政能力や国・地方間の協
力体勢によってどのような形態で補償型付加価値
税を徴収・配分すればよいかが変わってくる。

6 ．日本の地方消費税制度への適用

　以上述べたことから分かることは，以下の通り
である。

計などに基づいて税収を再配分し，地方政府が独
自に徴収している場合は地方政府の連合体が税収
を清算するか，地方政府が 1 対 1 で清算するかの
どちらかになる。
　ただし，補償型付加価値税が地方消費税そのも
のではないということには注意が必要であろう。
地方独自に地方付加価値税率を決定することがで
きるのも，地方間取引に補償型付加価値税という
新たな税を課すことが前提だからである。
　補償型付加価値税における課税事業者間の取引
を数値を使って説明すると以下のようになる。設
定は上記の 並列型付加価値税 と同様で，国税消費
税率 tv は20%，A 地方の地方消費税率 ta は 5 %，B
地方の地方消費税率 tb は10%であるとし，補償型
付加価値税税率は両地方の中間の 8 ％とする。

A 1 ：� 100*（ 1 +0.2+0.05）=125	  
 TA 1 =25（中央：20 地方： 5 ）

A 2 ：� 200*（ 1 +0.2+ 0 +0.08）=256	  
 TA 2 =56-25=31（中央：36 地方：- 5 ）	  
 （内16が CVAT）

B 3 ：� 300*（ 1 +0.2+0.1）=390	 
 TB 3 =90-56=34（中央： 4  地方：30）

B 1 ：� 200*（ 1 +0.2+0.1）=260	 
 TB 1 =60（中央：40 地方：20）

B 2 ：� 300*（ 1 +0.2+ 0 +0.08）=384	  
 TB 2 =84-60=24（中央：44 地方：-20）	  
 （内24が CVAT）

A 3 ：�400*（ 1 +0.2+0.05）=500	  
TA 3 =100-84=16（中央：- 4  地方：20）

　TB 3 と TA 3 の地方への帰属分はここでも繰り延
べ支払い方式を適用した後の数値であり，CVAT
は中央政府の税収に含めている。
　以上のような仕組みをもった並列型付加価値税
と補償型付加価値税の評価を試みる。まずは並列
型付加価値税から。並列型付加価値税は自地域で
の消費者の消費に関しては独自に課税することが
でき，移出商品については基本的に課税せず，移
出先の地方で移出先の地方団体が課税することを
考えている。対消費者に対する移出については消
費者の自己申告に頼っていることから移出先の地
方で税収がきちんと徴収できることはまれであ
る。ただし登録事業者間の取引については繰り延
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16　移出元が原産地原則を採用していても移出先で税額控除をすんなりと認めない場合，両地方間で清算の必要が生
じ，税の独自徴収から離れることになる。

・現行制度
・（現行）地方消費税率のアップ
・国税消費税に対する付加税的な扱いから地方消

費税率を別途明記する。ただし徴税方法は従来
通り。

・並列型付加価値税
・補償型付加価値税
　下へ行けば行くほど現行制度から乖離すること
はもちろん，税務行政費用・納税協力費用が飛躍
的に増大する。たとえば並列型付加価値税制度に
おいても課税事業者間の移出にゼロ税率を適用す
ることから，相手が課税事業者であることの確認
が必要となる。インボイスの発行はもちろんのこ
と，課税事業者番号の登録が必要となろう。補償
型付加価値税においては地方間をまたぐ新たな税
が必要となり，その徴収を中央政府または地方団
体の連合体が行わなければならず，地方付加価値
税（地方消費税）の税率決定権の保持と仕向地原
則の達成という目標は満たされるものの，独自課
税化がそもそも目指す財政上の地方分権とはかけ
離れる点が問題となる。
　これらの候補（特に新しいタイプの付加価値税
制）は今すぐ俎上に上ることはないが，道州制な
どが本格的に日程に登場したときに，独自課税を
考える際の大きな指針となることは間違いないで
あろう。本稿で述べた地方消費税の独自課税化を
行うのは特に実施面において非常に高いハードル
が待ち受けているが，どの程度そのハードルが高
いかを検討しておくことは今後ますます重要にな
ると思われる。

①　税率を独自に決定する
②　仕向地原則を適用する
③　税を地方独自で徴収する

　これら 3 つを同時に満たすような地方消費税制
度はないということである。仕向地原則を適用し
ていることから，B to B の取引について税の徴収
を一地方だけで完結することはできず，移出元の
地方でのゼロ税率の適用という他地方の税務上の
協力がないといけないからである16。この点は B to 
C の取引についても同様で，移出元でのゼロ税率の
適用の場合はもちろんのこと，移出元で移出先の地
方での税率で課税する場合も地方間で何らかの清算
が必要になるからである。
　並列型付加価値税は①と③の点では合格だ
が，②については対消費者販売について実現が困
難である。補償型付加価値税は①の点では合格だ
が，②については補償型付加価値税そのものにつ
いては確かにあてはまるが，地方消費税自体につ
いては移出に課税しないことや対消費者販売には
課さないことから仕向地原則そのものから乖離し
ている点を指摘できる。また③については仕組み
上，その実現は難しい。
　したがって問題はこれら 3 つの基準のうちのど
れを優先的に選択し，どれを選択肢から排除する
かということになる。本稿冒頭で述べたように，
①を最優先課題だと位置づけると，①が実現でき，
必要な税収が確保できる限りにおいて③を捨象す
るという選択肢がでてくるであろう。独自課税化
の 2 つの候補を現行制度と現行制度から近い改革
プランの後に位置づけると以下のようになる。
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　　はしがき　　本稿は，平成21年 ７ 月21日開
催の地方税研究会における，関西学院大学経済
学部教授 前田高志氏の『固定資産税（償却資
産）の現状と課題』と題する講演内容をとりま
とめたものである。

　関西学院大学の前田でございます。よろしく
お願いします。今日は固定資産税の償却資産を
中心として現状と課題ということでお話をさせ
ていただきたいと思います。現在，固定資産税
につきましては，土地の評価のあり方や負担水
準，課税自主権との関係など，多くの問題があ
ります。しかし，そうした問題は多くの論者に
よって取りあげられることが多いので，本日は
法人企業とりわけ製造業の企業にとって重要な
問題を抱えているにも拘らず，論じられること
の多くない償却資産課税に焦点をあてることに
します。

固定資産税の現況

　まず固定資産税の現況ですが，税収規模は平
成19年度決算で ８ 兆6,245億円，課税客体は，
償却資産が入っていないのですが，土地が １ 億
7,863万筆，それから家屋が5,955万棟となって
います。次に，納税義務者ですが，平成20年度
の実績で，土地が3,899万人，家屋がほぼ同じ

3,876万人，償却資産については納税者数が395
万人です。
　固定資産税が地方税収に占める割合は，平成
19年度決算値で，市町村全体では40％で，ちな
みに都市計画税が ６ ％，個人住民税が34％，法
人住民税が14％となっております。個人住民税
と法人住民税を合わせて45％ということで，固
定資産税の40％を上回っているのですが，これ
は少し前までは逆転しており，固定資産税の方
が割合的に多かったのです。負担調整のスキー
ムが効いてきて，地価に連動する形で評価額が
動くような状態になってきまして，今地価が低
下傾向にありますので，それに合わせて税収が
下がってきているという状態でございます。
　ちなみに大都市につきましては，固定資産税
の割合はさらに減りまして36％，個人住民税が
31％，法人住民税が19％，それから大都市以外
の都市につきましては，固定が41％，町村につ
きましては，住民税の割合が小さくなりますの
で，逆に固定の割合が半分近くというのが現状
でございます。
　平成 ５ 年から平成19年度までの固定資産税の
税収の内訳ですが，土地絶対額は平成11年くら
いまでは伸びてきたのですが，その後は下がる
ような形になっております。家屋の方も増減が
ありますけれども，どちらかというと，こちら
は比較的安定した動きということかと思います。
　次に税収割合の推移をみますと，償却資産に
ついては15％前後で，以前はもう少し多かった

固定資産税（償却資産）の
現状と課題

関西学院大学経済学部教授 前田高志
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で，一番上では １ 億円以上となっておりますが，
一番下の500万円未満のところは世帯全体の中
で3.6％，それからずっと上がっていきまして，
一番多いのが20.7％，2,000万円から3,000万円
のレンジのところです。この層に分布の頂点が
あり，5,000万円以上 １ 億円未満が9.5％，それ
から １ 億円以上が4.3％，両方合わせて14％弱
ほどの割合となっています。
　その右の全都市を見ていただきますと，一番
上の ２ つのレンジ，10.4％と4.9％，合わせて
15％超ということで，この部分が膨らんできて
おります。それからさらにその右側， ３ 大都市
圏に行きますと，5,000万円以上 １ 億円未満の
ところが12.6％と増え，さら右に行っていただ
きますと，東京都は22.4％，それから １ 億円以
上のところは17.3％ということで，両方合わせ
て ４ 割近くが5,000万円以上のレンジにあると
いうことでございます。
　次の表 １－ 2になりますが，関東と中京，京
阪神の，名古屋は中京に入ってきます。特に中
京と京阪神をご覧ください。名古屋のところの
500万円未満というところは17.6％で結構多く，
京阪神も25.3％です。大都市圏ですから，結構
古くに開発された住宅地等がございまして，そ
ういうところは安いところに入ってくるという
ことかと思います。
　2,000万円から3,000万円，それから3,000万円
以上4,000万円未満といったところに ２ 割くら
いは来る。京阪神の場合は ４ 分の1,25％がここ
に来ています。それから上の方ですが，5,000
万円以上 １ 億円未満のところは中京は19.1％，
２ 割です。京阪神に比べて14％， １ 億円以上の
ところも中京は10％ですが，京阪神は約 ６ ％と
いうことで，このレンジが京阪神の場合，やや
弱くなっております。ちなみに関東の方はこの
5,000万円以上のところで ３ 割くらいのところ
に入って，ここに多くが張り付いているという
状況です。これが住宅・宅地資産ですが，
ちょっと前後しますが，土地と建物，両方合わ
せた評価ということになります。

のですが，現在は下がってきております。
　固定資産税制度の概要に行く前に，名古屋市
を事例としてもう少し現況について見ておきま
す。まず図 １が名古屋市の市税収入の推移とい
うことで，平成19年度が見込みになっておりま
すので，一番直近の分は上がっておりますけれ
ども，ご承知のとおり景気が急に悪化しました
ので，実際には伸びておりません。
　次に図 ２は市税収入の構成比の推移です。こ
れは市町村全体の数字と大きく変わってはいま
せん。
　次に図 ３で名古屋市と同じ政令指定市の市税
収入の内訳を見ていただきますと，左から個人
市民税，その次が法人市民税，それから固定資
産税，都市計画税，その他というような順番に
なっております。
　名古屋市の場合，一番左にあります個人住民
税は32.0％，それから法人住民税が17.8％，固
定資産税36.1％，この固定資産税の36.1％とい
う数字は全体を見まして，多くもなく少なくも
なくという中間くらいの位置で，平均的な数字
であるかと思います。法人住民税はこの時点で
はまだ今回の景気悪化の前のため，法人住民税
の数字が他の政令指定市に比べて大きくなって
いるような状況でございます。
　次に図 ４で固定資産税の内訳を見ていただき
ますと，名古屋市の場合は，今日特に中心にお
話します償却資産の割合は15.0％ということに
なっています。土地が41％，家屋が43.6％とい
うことで，やや家屋が多いかと思います。
　次に表 １－ 1は住宅・宅地資産の資産階級別
分布を示したものです。数値は，全国，それか
らこの資料につきましては名古屋だけのものが
ありませんので， ３ 大都市圏，東京都，大都市
圏の中の関東，中京，京阪神というかたちで示
しております。まず全国のところを見ていただ
きますと，住宅・宅地資産がある世帯の中で，
それぞれその住宅・宅地資産がどれくらいのレ
ンジにあるかというものを示したものです。
　資産価値が一番下は500万円未満ということ
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表 １ - １ ：　住宅・宅地資産の資産階級別分布
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表 １ - ２ ：　住宅・宅地資産の資産階級別分布（ ３大都市圏）
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りますので，それが先ほど言いましたように，
土地に係る固定資産税の減収ということで直接
つながってくるわけでございます。
　次に表 ４は，今度は ３ 大都市圏の事務所ビル
の空室率，それから実質賃貸料の推移を示した
ものです。昭和62年から平成19年まで推移を示
しておりますが，直近の動きをご覧になってく
ださい。下のように12年から19年までの数字を
入れております。一番上は東京ですが，12年の
空室率が3.7％，それが16年くらいまで上がり
まして，そのあと19年にかけては下がってきて
おります。今後の動き，去年と今年の動きは多
分空室率がまた上がるような方向で動いている
かと思います。
　ちなみに，その下，大阪のところを見ていた
だきますと，13年から16年くらいまでは ２ けた
の空室率でした。かなり状態が悪いということ
が見て取れるかと思います。19年まで下がって
きておりますけれども，それでも東京に比べる
と ３ 倍くらい空室率が高いということです。名
古屋も実は平成16年と17年で ２ けたの空室率，
その後18年，19年と下がっておりますけれども，
やはり東京に比べると空室率が高いということ
が見て取れます。
　下半分が実質賃貸料です。坪当たりの賃貸料
ですが，それで見ていきますと，12年から19年
にかけて，東京は ２ 万円台だったのですが，
段々下がってきておりまして，19年は １ 万
5,090円ということになっております。それか
ら大阪，名古屋と １ 万円をちょっと超すくらい
ということで，やはり低下傾向にあるのですが，
東京に比べるとかなり安いということがおわか
りになるかと思います。
　最後ですが，表 ５をご覧になってください。
これが今日の話に関係します償却資産です。償
却資産の表 ５は ３ 大都市圏の １ 法人あたりの償
却資産の決定価格と課税標準について調べたも
のです。まず東京で一番上が法定免税点以上の
法人数を①で示しています。それが10万5,945
法人，それから法定免税点未満の法人につきま

　それから，次に表 ２は収入階級別の世帯分類
で，これは固定資産税とは直接関係はないので
すが，全国，全都市， ３ 大都市圏，東京都区部，
大都市圏の中で関東，中京，京阪ということで，
同じように，今度は収入階級別の分布を見てお
ります。一番右の大都市圏のところ，関東，中
京，京阪神，この ３ 大都市圏についてご覧に
なってください。
　ここも大阪と中京を比較しますと，収入階級
で下の方，1,000万円以上1,250万円未満，中京
が6.9％，京阪神が5.2％，それから1,250万円以
上1,500万円未満のところで，中京が3.5％，京
阪神が2.5％，それから1,500万円以上が中京が
4.2％，京阪神が2.9％ということで，やはりこ
れも京阪神がこの部分が収入面で見ても，先ほ
ど宅地・住宅資産で見てもそうだったのですが，
名古屋より低い。
　表 ３をご覧ください。表 ３は今度は地価の変
動率を示したものです。19年と20年の ２ つの年
しか比較しておりませんので十分ではないので
すが，用途別で左の方から住宅地，宅地見込地，
商業地，準工業地，工業地，市街化調整区域内
宅地という区分で見ております。それぞれ東京
圏，大阪圏，名古屋圏， ３ 大都市圏全部，地方
圏，全国というところで見ていただきますと，
まず住宅地について東京圏は19年の変動率が
4.8％であったものが，20年になりますと1.6％
まで下がってきております。それから大阪圏は
19年が2.9％であったものが1.0％に，名古屋圏
も2.4％から1.5％にという形で，全地域で上げ
率がダウンしてきている。
　商業地は19年は東京圏は12.1％， ２ けた上昇
していたのですが，20年になりますと4.0％と
いう形でかなりダウンします。大阪圏は8.0％
が2.8％に，名古屋も7.2％から1.9％にという形
でダウンしております。以下，割愛させていた
だきますが，すべての地域で，すべての土地区
分において地価が下がってきている。このよう
に，地価が下がっているということが，18年，
それから21年，今年が評価替えということにな
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が1,440万円，大阪が2,260万円ということです
ので， ３ 大都市圏の中では一番大きいというこ
とでございます。課税標準につきましても，
2,330万円で，東京の1,350万円をはるかに上
回っております。 ２ 倍近くの数値になっており
ます。ですから，これがものづくり名古屋と言
われること，名古屋がものづくり拠点として非
常に安定しているということを，この数値が示
しているかと思います。
　しかしながら，最初に申し上げましたように，
償却資産に係る固定資産税で問題となっている
ところは，法定免税点以上の法人と免税点未満
の法人の割合の問題，名古屋に関しましては，
免税点以上の企業の方が多いのですが，それ以
外の地域では免税点未満の法人の方が上回って
いるということです。
　それから，償却資産の総額とか，或いは構築
物とか機械装置などについても， １ 法人当たり
の償却資産の金額がこのように違っている。し
たがって，どういう業種がどの地域に張り付い
ているかによって地域的な負担の違いが出てく
るということも，償却資産の固定資産を巡る問
題点として指摘されているところでございます。

固定資産税（償却資産）の概要

　償却資産に関する制度的な話を少し整理させ
ていただきたいと思います。まず課税客体は土
地及び家屋以外の事業用の減価償却資産で，減
価償却額，又は減価償却費が法人税法の規定に
よる所得の計算上損金等に算入されるものとい
う形になっております。
　もちろん無形減価償却資産及び自動車税又は
軽自動車税の課税客体のものは省くということ
です。この無形減価償却資産を除くということ
も，どうしてこれを外すのかということで議論
のあるところのようです。それから申告制度に
基づくものである。土地，家屋につきましては
もちろん登記がされますので，そちらの方で
チェックすることができるわけですけれども，

しては50万，合わせますと60万ということです。
この数値に注意していただきたいのですが，よ
く批判の対象になるのですが，免税点以下の法
人数が50万に対して，超えるものが10万，要す
るに償却資産というのが特定の企業に負担が偏
るというご批判が出てくる １ つの原因はここに
あります。東京はそういう状態です。
　ところが，名古屋を見ていただきますと，法
定免税点以上の法人が ２ 万8,633法人，それか
ら法定免税点未満の法人が １ 万9,351法人とい
うことで，名古屋に関しましては，要するに絶
対数は少ないですけれども，法定免税点以上の
法人がそれ以下の法人を上回っているという状
況です。大阪も東京ほど違いはありませんけれ
ども，やはり法定免税点以上の法人が ４ 万法人，
それから未満のものが ５ 万ちょっと超えるくら
いということで，免税点未満の法人の方が以上
の法人を上回っております。
　それから，そこより下の数値は償却資産，そ
れから償却資産のうち構築物，機械装置，船舶，
車両，航空機などと分けておりますが， １ 法人
あたりの決定価格と課税標準を示したものでご
ざいます。償却資産全体を見ていただきますと，
東京がまず決定価格においては免税点以上のと
ころで計算しますと9,850万円，それを法人総
数で割りますと1,720万円となります。それか
ら名古屋がその数値が6,770万円，決定価格に
つきまして，法人総数で割りますと，4,000万
円という数字になっています。大阪は決定価格
を免税点以上の法人数で割りますと，8,200万
円ですけれども，総数で割りますと3,600万円
ということで，ここで名古屋と逆転しておりま
す。
　次に，機械装置のところをご覧になってくだ
さい。機械装置のところで決定価格を法人数で
割った数値ですが，実はこの部分になりますと，
名古屋が東京，大阪を上回っております。償却
資産の総額につきましては，東京が圧倒的に多
いわけですが，機械と装置に関しましては，例
えば決定価格で割った数値が2,370万円，東京
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表 ２：　収入階級別の世帯分布

表 ３：　圏域別・用途別対前年平均変動率
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表 ４ - １ ：　 ３大都市の １法人当たり償却資産決定価格・課税標準
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表 ４ - ２ ：　 ３大都市圏の事務所ビル空室率・事務所新規実質賃貸料の推移
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表 ５：　 ３大都市の １法人当たり償却資産決定価格・課税標準
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た減価率によって算出する。ただし，評価額が
取得価格の ５ ％に達するまで控除するというこ
とで，逆に言えば ５ ％は残存するということで，
これが法人税と違うところとなり，いろいろと
議論のあるところでございます。これはまたあ
とでお話をします。
　減価方法につきましては償却資産取得当初に
おける減価額が大きく，その企業の初期負担を
軽減できること等から，昭和38年の固定資産評
価基準以来，原則として一律に定率法によるこ
ととされている。定率法といいましても，今風
に言いますと，旧定率法ということになります。
法人税の250％定率法です。

�税務会計と固定資産税における�
取扱いの相違

　法人税と固定資産税の取扱いの違いですが，
まず償却の方法は，法人税につきましては選択
性，ただし平成10年 ４ 月以降の取得の建物は定
額法のみということです。19年 ４ 月 １ 日以降，
取得資産につきましては，250％定率法を適用，
それに以前のものにつきましては，旧定率法を
適用する。
　固定資産税の方につきましては，もちろん定
率法のみで，旧定率法で計算するということに
なります。それから特別償却・割増償却につい
ては法人税については認められる，圧縮記帳に
ついても認められるということですけれども，
固定資産税については認められません。特別償
却と割増償却を認めないというのは，政策的な
色合いのものは地方税の場合にはなじまないと
いうことで認められないとされております。
　それから先ほど言いましたように，前年中の
新規取得資産につきましては，法人税につきま
しては，月割償却ですが，固定資産税の場合は
半年償却ということです。評価額の最低限度額
は，法人税の償却可能限度額ということになり
ますが，制度改正で法人税の方は備忘価格 １ 円
までです。先ほど言いましたように，固定資産

登記制度がございませんので，償却資産につい
ては所有者に申告義務が課せられる。地方税法
では １ 年に一度，自治体の方からチェックしに
行くことにはなっているのですが，当然そうい
うことはすべてを対象にはできませんので，抜
き打ち的に調べるということになります。
　それから免税点ですが，先ほど免税点以上の
法人と免税点未満の法人の数を ３ 大都市圏につ
いてお示ししましたが，150万円が免税点と
なっております。償却資産の具体例は次に示す
構築物につきましては，橋，軌道，ダム，庭園，
門塀など，それから機械及び設備，工具・器具
及び備品，その他ということになっております。
その他の船舶，車両，航空機など，どこに定繋
地があるのかということで，定まった定繋地で
課税することにつきましてもいろいろと議論が
あるところです。

償却資産の評価

　次に償却資産の評価ですが，初年度につきま
しては取得価格から控除額の1/2を掛けたもの
ということになります。通常，法人税法の部分
につきましては，月割りですが，固定資産税の
場合は半年償却になります。それから ２ 年度目
以降，各年度の評価額につきましては，前年度
評価額から控除額を引いたもの。まず取得価格
につきましては，償却資産を取得するために

「通常支出すべき金額」とみなされ，それは法
人税における取得金額とイコールということに
なっております。
　それから購入のものにつきましては引取運賃
等の付帯費を含む実際の購入金額，建設に関し
ましては建設に要した原材料費，労務費，経費
等の額ということになります。もちろん建設と
いいましても家屋ではなくて，構築物というこ
とになります。
　次に取得価格から控除額を引くということで
すが，控除額等の算定ということで，原則は法
定耐用年数に応じて固定資産税評価基準に定め
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　償却資産につきましては，昭和25年に，前年
24年のシャウプ勧告に基づきまして，初めて償
却資産一般に対する課税が導入されています。
歴史が比較的新しいということもあり，償却資
産に対する課税の根拠に関する議論が今でも多
くなされているようでございます。
　ただし，では償却資産に関する課税がそれま
でなかったかというと，そうではなくて，ばら
ばらに存在したのです。明治 ２ 年に船舶税が導
入されます。これは国税として導入されて，地
方税は附加税という形で課税することになりま
す。それから大正15年には電柱税，昭和22年に
は軌道税など，それから法定外独立税，今で言
う法定外普通税とか法定外目的税ですが，そし
て原動機とか冷凍機，織機，こういったものに
対する税金が昭和21年に導入されまして，いわ
ゆる雑種税が課税されます。
　償却資産に関する税はそれ以前からも実は
あったのですが，昭和25年の税制改正で，償却
資産一般に対する税が新たに設けられたという
ことです。

シャウプ勧告と償却資産課税

　この償却資産一般に関する税金が導入された
きっかけになったのが，先ほど言いましたシャ
ウプ勧告です。ご承知のように，シャウプ勧告
は，不動産税改革についてもかなり力を入れて
提案をしておりまして，そのポイントを言いま
すと，地租，家屋税，それから地租・家屋附加
税の地方税における位置の拡大をしなくてはい
けない，それから市町村の財源も拡充しなくて
はいけないということで，まず １ つ目として課
税の全責任を市町村に負わせる。その一方で税
収は全額，地方に渡す。課税標準を賃貸価格で
はなく資本価格にします。それから ３ つ目に個
人所得課税及び法人税において減価償却を認め
られるあらゆる事業資産を包括する。これが先
ほど来言っております償却資産一般に関する税
金です。このように，シャウプ勧告で提案され

税の方は相変わらず5/100,　5％分は残ります
ということです。

�固定資産税における償却資産の�
主な特例

　次に，特別償却と割増償却を認めない，政策
的な色合いは地方税になじまない，応益課税と
いう観点から見てなじまないということでした
が，公益事業関係につきましては，特別に固定
資産税においても特例措置が講じられておりま
す。特例率がそれぞれ，電力に関しては1/3分
から3/4，ガスについては1/3から2/3などと定
められております。

固定資産税の沿革

　償却資産課税は土地や家屋に比べて新しいと
いうことで，対比させるために土地の話をさせ
て頂きます。土地につきましては，明治 ６ 年に
地租改正条例を制定して，国税として地租，道
府県税として地租附加税を導入しました。明治
21年になりますと，市町村にも地租附加税が導
入されています。昭和15年の税制改正の際に国
税・地租の全額を徴収地道府県に還付すること
ということで，これは実質的に地方税化がこの
時点でなされたということです。戦後，昭和20
年になりまして，国税・地租が廃止されまして，
道府県が地租，それから市町村が地租附加税を
課税することになりました。
　家屋につきましても，明治15年，道府県税と
して家屋税が導入されています。同じく地租と
一緒で，昭和15年の税制改正によって家屋税は
国税となり，道府県と市町村につきましては，
それぞれ附加税を課税するということになりま
す。ただし，国税・家屋税というのは全額道府
県に還付ということで，実質，地方税化がなさ
れました。昭和22年に国税・家屋税が廃止され
て，道府県が家屋税，市町村が附加税を課税す
るようになります。
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たっては改正後の耐用年数を用いることとされ
ました。
　それからずっと時代が下がりますが，ご承知
のように，平成19年の改正で減価償却制度の抜
本的な見直しがなされました。残存価格と償却
可能限度額が廃止されまして，償却方法として
250％定率法等が導入された。ところが固定資
産税の償却資産に関しては，資産課税としての
性格を踏まえて，従来の評価方法を維持すると
されました。
　平成20年度改正で，やはり国税の方では機械
装置を中心として耐用年数省令の資産区分の大
括り化，耐用年数の見直しがなされた。固定資
産税につきましては，改正後の耐用年数を適用
するという改正がなされております。

�
（社）日本経済団体連合会「平成
19年度税制改正に関する提言」
における固定資産税（償却資産）
に関する提言

　このような償却資産に係る固定資産税に関し
て，代表的な批判として日本経済団体連合会の

「平成19年度税制改正に関する提言」において
言われていることを整理してみますと，償却資
産の固定資産税を廃止しろという話ですが，製
造業を中心とする多数の設備を有する企業では
償却資産の固定資産税が土地を上回っている。
非常に負担が重い。それが企業収益を圧迫して，
企業競争力に悪影響を及ぼしています。
　こういうことに鑑みて，償却資産への課税そ
のものに問題がある。まず １ つ目は製造業など
特定業界に負担が偏重していて，課税の公平性
を欠いているという批判。それから ２ つ目に税
収面で自治体間のアンバランスが大きい。これ
は先に資料を付けてお示ししたとおりです。国
際的に事業用償却資産への課税例は非常に稀で
あるということで，国際基準に合わせるべきと
いう話でございます。
　ここがポイントになるのですが，本来，事業

たものが25年に実施されたということです。
　そのときのシャウプ勧告が償却資産を課税客
体とするということを言い出したのは，構築物
とか機械物等の償却資産を所有する事業者が，
償却資産が所在する市町村から有形無形の行政
サービスを受けている，その受益のもとに事業
活動を行っているのではないか，そこに着目し
たものであるということです。結局，応益課税
の原則を徹底しようという考え方に沿いまして，
土地及び家屋のみならず広く減価償却を課税対
象に含めるということをしたわけです。
　シャウプ勧告に書かれていることですが，

「ここで勧告する本税の課税標準の拡張は，社
会の他の者との関係において，事業が地方行政
の支持のためにどんな貢献をなすべきであるか
を更によく測る尺度になる」ということで，要
するに，こういう形で償却資産を含めることで
応益課税を徹底しようということでした。なお，
ここで留意すべきは，シャウプ勧告当時，ある
いはその後高度帰依財政長期を経てある時期ま
でのわが国の産業構造における製造業の位置で
す。すなわち償却資産を多く利用する製造業が

「一般的」であった時代と，それが「特定」の
業界となった現在との差異に留意せねばなりま
せん。そのことが応益課税における受益の指標，
対象としての償却資産の是非に関わってくるか
らです。

償却資産に係る主な制度改正

　昭和25年にこの償却資産に関する一般税が導
入されまして，その後，38年に評価基準が導入
されますので，それに従って固定資産評価につ
いては，39年の税制改正から評価基準によると
いうこと，それから昭和40年ですけれども，こ
のときに償却可能限度額を90％から95％に引き
上げて，残存価格が ５ ％になりました。それか
ら機械装置を中心として平均15％の耐用年数の
短縮に対応して，評価額の最低限度を取得価格
の10％から ５ ％に変えております。評価に当
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の課税対策とすることには問題にならないと思
われます。ちなみに中里先生は，個人用償却資
産については「帰属所得」の観点から課税に根
拠はあるけれども，事業資産にはそうした帰属
所得に該当するものがないので，課税根拠が見
出されないのではないかということで批判して
おられます。
　それから名古屋大学の福家先生は，地方税本
則に定められた法定課税要件のかぎりでは，固
定資産税というのは財産税である。財産税であ
るにも拘らず，その負担が所得に帰着している。
財産税であるのに，それと無関係な課税標準が
定められているために，従来同様にこれからも
収益税の主張や，その解釈の余地が主張される
ことになるだろう。こういうことを2004年に

『税』という雑誌に書いておられます。
　生産要素としての資産の場合（事業用土地・
建物のみならず，償却資産も）についても，文
字通り生産手段として，その取引価格自体に担
税力があるというより，それによって生じる収
益があることの価値，すなわち潜在的な収益力
を課税標準とする価格と考えざるを得ない。し
たがって中里先生と同じで，要するにキャッ
シュフロー，ここでも言っていることですが，
将来のキャッシュフローに着目しているわけで
す。そうすると，二重課税の問題が出てくるし，
それから課税標準たる価格については，市場価
格ではなく，収益還元価格を用いるのが望まし
いのではないか。
　さらに所得，資産及び消費のいずれに着目し
ようとも租税負担は所得に究極的に帰着するの
で，資産の法学的には原則として所得に対する
応能的な総合課税が望ましいという形で，要す
るに応益的と言われる固定資産税，特にその償
却資産にかける固定資産税は要らないというこ
とを言われます。こうした問題を踏まえまして，
応益課税としての固定資産税が成り立ち得るか。
特に償却資産に関連して，償却資産課税におけ
る受益とは何かということを考えていかねばな
らないということです。

用償却資産は将来収益を生み出す源泉である。
将来収益を生み出す源泉であって，これは将来
収益という形で姿を表す。企業所得に対しては
法人住民税とか法人事業税が課税されているに
も拘らず，そのもとになる事業償却資産に対し
て固定資産税を課税するということは，将来発
生する収益に対して前取り的に課税しているの
ではないかということで，二重課税になるとい
うことです。
　それから，もう １ つ，土地・家屋と異なって，
償却資産に対する固定資産税だけが事業用資産
だけに課税されている。それも問題がある。そ
ういうことから経団連といいますか，多くの企
業が同じ思いかと思いますけれども，消費税を
含む税体系の抜本改革の際には，地方消費税を
含めた地方税の体系についても抜本的な見直し
を行い，そのときに償却資産に対する固定資産
税については廃止すべきであるという提言がな
されております。

償却資産への課税は廃止すべきか

　償却資産への課税を廃止すべきかについて，
研究者の見解を ２ つ紹介したいと思います。
　まず，中里実先生が2002年に『租税研究』に
書いておられる，「償却資産に対する固定資産
税」という論文の中で，固定資産税のような資
産保有課税の場合，資産の現在価値に課税し，
当該資産が将来生み出すであろう将来キャッ
シュフローに住民税を課すことは二重課税にな
るので，これは望ましくない。これ以外にもい
ろいろと償却資産に対する固定資産税に関する
疑問点を，この論文の中で中里先生は述べてお
られます。中里先生は同じく，個人用償却資産
には固定資産税を課税せず，事業資産に課税す
ることはアンバランス，不公平であると指摘し
ておられます。
　なお，ここでは償却資産を生産要素としてと
らえているので，仮に個人の家屋を償却資産と
してしてみた場合であっても，それを応益課税
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のではなくて，これらと同様に資産価値を有す
る他の資産をも対象とすべきではないかという
考え方もあります。この点につきましては，固
定資産税が市町村の行政サービスの受益関係に
着目した税であることが重要になります。すな
わち財産税であれば，資産全体に対して課税す
るということになるのですが，受益関係を特に
強く見出されるものに着目して課税するという
ことになると，土地，家屋，償却資産，この ３
つになるのではないかという話でございます。
　それを受けまして，（財）資産評価システム
研究センターの「地方税における資産課税のあ
り方に関する調査研究委員会」では，土地，家
屋，償却資産はそれが存在する市町村の行政
サービスの受益を受けるものであることから，
資産価値を有するものの中から特に，固定資産
税の課税客体とされているという見解を示して
おります。

�
固定資産税における応益性の�
考え方

　固定資産税における応益性の考え方ですが，
固定資産税というのは応益原則に基づく税では
あるけれども，市町村の個別の行政サービスの
対価として，個別報償原理に基づいて課税され
るものではない。つまり，ある個人が住んでい
る家，土地の資産価値に自治体のサービスの受
益が反映されるということ，従って，その受益
に応じて課税されるというように個別報償的に
考えるのではない。もし個別的な利益に対する
対価ということであれば，実は税ではなくて，
使用料・手数料とか受益者負担金で間に合う話
であるということになる。
　そうではなくて，固定資産税というのは，総
体としての市町村の行政サービスの利益を財産
価値の指標として，財産価値に比例して課税す
る税，すなわち一般的報償原理に基づく税であ
るということが言えるのではないかということ
であります。

固定資産税の基本的性格

　ここで固定資産税の基本的な性格を再整理し
ておきたいと思います。今，ご紹介しましたよ
うに，中里先生の話とか，福家先生の話とか，
要するにキャッシュフローに着目した話が出て
くるのですが，その一方で固定資産税は固定資
産の資産価値に着目して，その資産を所有する
ことに担税力を見出して課せられる物税であっ
て，その課税標準はこれらの資産価格（適正な
時価）とされているということが，『地方税制
の現状とその運営の実態』では書かれておりま
す。
　同じく，この本の中で固定資産税は応益負担
の原則に立脚した税である，市町村の区域内に
土地・家屋及び償却資産が所在する事実と，市
町村の行政サービスの間には深い関連性がある
ので，固定資産税は応益性を最も強く具現して
いるものであるということで，応益税としての
固定資産税ということが強調されています。
　金子宏先生の書かれたものを見ますと，地
租・家屋税等が，従来は土地・家屋等の賃貸価
格を課税標準として課される収益税だった。そ
れに対して固定資産税は固定資産の価格を課税
標準として課税されることになっているから，
それは固定資産の所有の事実に着目して課され
る財産税である。地租・家屋税が従来，賃貸価
格に対して課せられておりましたので，その名
残であろうか，これを収益税と見る考え方が学
説上も，実務上も依然として強い。そのため，
農地に関しては原理上，交換価値ではなく，農
業を継続する場合の収益還元価値で評価すべき
であるというような主張がなされることが多い。
しかしながら，あくまでも現行法上は固定資産
税は収益税ではなくて，財産税であるというふ
うに解釈すべきであるという指摘がなされてい
ます。
　固定資産税を財産税と考える場合には，その
課税客体は土地・家屋償却資産に限定されるも
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の是非について整理しておきたいと思います。
そもそも所得税とか法人税で言うところの，償
却資産のとらえ方というのは，要するに長期に
わたる企業利益の主要な源泉として固定資産を
とらえている。そこで取得に要した金額，取得
金額は将来の収益に対する費用の一括前払いの
性質を持っているので，費用収益対応の原則か
ら，使用，時間の経過によって資産が減価する
のに応じて徐々に費用化するという考え方が出
てくることになります。
　ところが，こうした法人税等における償却資
産の考え方は，実は応益課税の固定資産税の性
格に着目したときには，明らかには異なるわけ
です。すなわち応益課税の対象の資産としての
位置付けと，それから法人税法等で言っている
ところの将来の収益に対する費用としての性格
といったものとはわけが違うわけです。そこで
税の性格の差異からいって償却方法等を同じく
することは妥当なのだろうかということです。
それを統一せよという話が経団連の方からも出
てきてます。日本租税研究協会も同じ立場かと
思います。減価しない土地，長期にわたって減
価する建物とは異なり，短期間で減価する機械，
装置などの償却資産はまさに，生産活動，事業
活動そのものであり，それに課税することには
大きな問題がある，ということでありましょう。
　また無論，納税者の利便からは当然統一性が
望ましいということになりますけれども，一方
で，それは地方分権や課税自主権の考え方につ
いて論じた前々回のこの研究会でも話題になっ
ていたかと思いますが，いろいろと悩ましい問
題があるということです。
　私としましては皆さまから非常に批判の多い
償却資産に対する固定資産税についても，財産
税という性格と，応益課税という観点からいう
と，要するに課税根拠として，意義があるので
はないかと考えます。ただし，償却資産は事業
活動の量的尺度として受益をあらわすものとな
りうると思いますが，財産税としてみたとき，
財産なのか生産要素なのかという議論はさらに

　それに対して，また再反論ですが，田中治先
生が『納税月報』の2001年11月号で，応益原則
は，課税の根拠論（「なぜ」人は税を負担する
か）としては応益原則というのはあり得るだろ
う，ところが租税負担の配分基準としては，適
当とは言えないと言っておられます。応益原則
を租税負担の配分基準として使うのであれば，
まず何よりも，特定の個人が受ける排他的な利
益を具体的に算定しなければいけない。しかし
ながら行政の提供するサービスからその者が受
けた特別の利益を弁別するのは，およそ不可能
に近い。したがって，こういうことから，応益
課税に対して田中先生は批判的な立場を取られ
ます。当然，固定資産税はおろか償却資産に対
する固定資産税というものも，この考え方から
いくと望ましくないということになります。
　林宜嗣先生は「応益課税としての固定資産税
の評価」という論文の中で，これは先ほど紹介
しました「地方税における資産課税のあり方に
関する調査研究委員会」と同じような見解なの
ですが，厳密な応益原則の適用は，行政サービ
スの受益が「誰に」「どの程度」帰属したかを
正確に知ることができない限り不可能であると
述べておられます。ここまでは田中先生と一緒
です。仮に受益が正確に把握できるのであれば，
その場合は税ではなく，先ほどと同じく，使用
料，手数料といった受益者負担を適用すること
が望ましい。従って，地方税における応益性の
原則というのは行政サービスの受益を反映しや
すいと考えられる税目によって，ということは
固定資産税によって地域住民が広く負担を分か
ち合うという程度に柔軟に解釈すべきであろう。
ですから，ここでも個別報償原理ではなくて，
一般的報償原理の考え方が示されていると思い
ます。

�固定資産税における償却資産の�
意義

　さて，ここで，償却資産に対する固定資産税
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土地，建物と一体をなす構築物，機械設備，な
どについてビジネス・レイトを課税している。
フランスは職業税という名前になりますが，営
業用不動産，それから償却資産を課税対象とし
ている。ドイツは不動産税ということになりま
すが，不動産 A というカテゴリーの中に農業
用不動産と機械設備等が入っております。それ
から最後にお隣の韓国ですが，韓国では土地，
住宅以外に船舶，航空機に対して財産税を課税
しているということですので，経団連がおっ
しゃるように，非常に稀であるかどうかはやは
り議論のあるところではないかと思います。
　以上，償却資産の固定資産税について，その
制度の概要と沿革，それから要するに償却資産
に対する固定資産税は要らないということも，
企業にとっては負担が過重であるとか，地域的
な偏在であるとか，或いは業種による偏在と
いった問題もあろうかと思います。しかし，基
本的には，将来キャッシュフローに対する課税
をどうとらえるかということが一番重要な問題
ではないかと思いまして，その話を中心にお話
をさせていただきました。以上でございます。

なされるべきであろう思います。さらに，応益
課税としてみた場合においても，例えば省エネ
型，環境への負荷の少ない「高価な」機械，設
備を購入した場合，税負担が高くなってしまう
といった問題についても，今後，検討すべきで
しょう。

償却資産課税の国際比較

　ちなみに償却資産課税というのが非常に稀で
あるという話ですが，アメリカ，カナダ，イギ
リス，フランス，ドイツ，韓国，それぞれ償却
資産課税をやっています。
　課税団体はアメリカの場合，州，カウンティ，
市町村，学校区，特別区とかも課税している。
課税対象資産ですが，土地・家屋は当たり前で
すが，公益事業用資産，それから機械設備，通
信関連施設，在庫棚卸資産まで課税していると
ころもある。アメリカの場合は事業用に限らず，
個人用の償却資産に対して課税している州もご
ざいます。それから，カナダもアメリカに似て
います。イギリスは事業用不動産ということで，
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